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3.4 水素燃焼 

3.4.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

(1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態

格納容器破損モード「水素燃焼」に至る可能性のあるプラン

ト損傷状態は，確率論的リスク評価の結果からは抽出されない。

このため，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すと

おり，「水素燃焼」の観点で評価することが適切と考えられる評

価事故シーケンスを選定する。 

(2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基

本的考え方

格納容器破損モード「水素燃焼」では，ジルコニウム－水

反応，水の放射線分解，金属腐食，溶融炉心・コンクリート

相互作用等によって発生する水素ガスによって原子炉格納容

器内の水素濃度が上昇し，水の放射線分解によって発生する

酸素ガスによって原子炉格納容器内の酸素濃度が上昇する。

このため，緩和措置がとられない場合には，ジルコニウム－

水反応等によって発生する水素ガスと原子炉格納容器内の酸

素ガスが反応することによって激しい燃焼が生じ，原子炉格

納容器の破損に至る。 

したがって，本格納容器破損モードは，窒素ガス置換によ

る原子炉格納容器内雰囲気の不活性化によって，原子炉格納

容器内の水素濃度及び酸素濃度が可燃領域に至ることを防止

することにより，原子炉格納容器の破損を防止する。また，

溶融炉心・コンクリート相互作用による水素ガス発生に対し

ては「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」のとおり，格

納容器下部注水によって水素ガス発生を抑制する。 

3.4 水素燃焼 

3.4.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

(1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態

格納容器破損モード「水素燃焼」に至る可能性のあるプラン

ト損傷状態は，確率論的リスク評価の結果からは抽出されない。

このため，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すと

おり，「水素燃焼」の観点で評価することが適切と考えられる評

価事故シーケンスを選定する。 

(2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基

本的考え方 

格納容器破損モード「水素燃焼」では，ジルコニウム－水

反応，水の放射線分解，金属腐食，溶融炉心・コンクリート

相互作用等によって発生する水素によって格納容器内の水素

濃度が上昇し，水の放射線分解によって発生する酸素によっ

て格納容器内の酸素濃度が上昇する。このため，緩和措置が

とられない場合には，ジルコニウム－水反応等によって発生

する水素と格納容器内の酸素が反応することによって激しい

燃焼が生じ，格納容器の破損に至る。 

したがって，本格納容器破損モードでは，窒素置換による

格納容器内雰囲気の不活性化に加え，可搬型窒素供給装置に

よる格納容器内への窒素注入によって，格納容器内の水素濃

度及び酸素濃度が可燃領域に至ることを防止することによ

り，格納容器の破損を防止する。また，溶融炉心・コンクリ

ート相互作用による水素発生に対しては「3.5 溶融炉心・コ

ンクリート相互作用」のとおり，コリウムシールドの設置及

びペデスタル（ドライウェル部）への注水によって水素発生

を抑制する。 

3.4 水素燃焼 

3.4.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

(1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態

格納容器破損モード「水素燃焼」に至る可能性のあるプラ

ント損傷状態は，確率論的リスク評価の結果からは抽出され

ない。このため，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，「水素燃焼」の観点で評価することが適切と考

えられる評価事故シーケンスを選定する。 

(2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基

本的考え方 

格納容器破損モード「水素燃焼」では，ジルコニウム－水

反応，水の放射線分解，金属腐食，溶融炉心・コンクリート

相互作用等によって発生する水素ガスによって原子炉格納容

器内の水素濃度が上昇し，水の放射線分解によって発生する

酸素ガスによって原子炉格納容器内の酸素濃度が上昇する。

このため，緩和措置がとられない場合には，ジルコニウム－

水反応等によって発生する水素ガスと原子炉格納容器内の酸

素ガスが反応することによって激しい燃焼が生じ，原子炉格

納容器の破損に至る。 

したがって，本格納容器破損モードは，窒素ガス置換によ

る原子炉格納容器内雰囲気の不活性化に加え，可搬式窒素供

給装置による原子炉格納容器内への窒素注入によって，原子

炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度が可燃領域に至ること

を防止することにより，原子炉格納容器の破損を防止する。

また，溶融炉心・コンクリート相互作用による水素ガス発生

に対しては「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」のとお

り，原子炉格納容器下部への注水によって水素ガス発生を抑

制する。 

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，可燃領

域の到達を防止するた

めに，ＳＡ設備である可

搬式窒素供給装置によ

る窒素注入を実施する

こととしている。 

【東海第二】 

島根２号炉は，溶融炉

心のドライウェルサン

プへの流出防止のため

にコリウムシールドを

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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なお，6 号及び 7 号炉において重大事故が発生した場合，

ジルコニウム－水反応によって水素濃度は 13vol%※1 を大き

く上回る。このため，本格納容器破損モードによる原子炉格

納容器の破損を防止する上では，水素濃度及び酸素濃度が可

燃領域に至ることを防止することが重要であるが，特に酸素

濃度が可燃領域に至ることを防止することが重要である。ま

た，水の放射線分解，金属腐食，溶融炉心・コンクリート相

互作用等による水素ガス発生の影響は小さい。 

 

※1 原子炉格納容器内の水素濃度がドライ条件に換算して

13vol%以下又は酸素濃度が 5vol%以下であれば爆轟を防止

できると判断される。 

 

(3) 格納容器破損防止対策 

格納容器破損モード「水素燃焼」で想定される事故シーケ

ンスに対して，窒素ガス置換による原子炉格納容器内雰囲気

の不活性化により，水素燃焼による原子炉格納容器の破損を

防止する。 

 

 

 

 

 

 

「3.4.2 格納容器破損防止対策の有効性評価」に示すとお

り，格納容器破損モード「水素燃焼」において評価対象とし

た事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷却

系を使用する場合」と同じであることから，格納容器破損防

止対策は「3.1.2.1 格納容器破損防止対策」と同じである。 

 

 

 

 

 

なお，重大事故が発生した場合，ジルコニウム－水反応に

よって水素濃度は 13vol％※（ドライ条件）を大きく上回る。

このため，本格納容器破損モードによる格納容器の破損を防

止する上では，水素濃度及び酸素濃度が可燃領域に至ること

を防止することが重要であるが，特に酸素濃度が可燃領域に

至ることを防止することが重要である。また，水の放射線分

解，金属腐食，溶融炉心・コンクリート相互作用等による水

素発生の影響は小さい。 

 

※ 格納容器内の水素濃度がドライ条件に換算して 13vol％以

下又は酸素濃度が 5vol％以下であれば爆轟を防止できると

判断される。 

 

(3) 格納容器破損防止対策 

格納容器破損モード「水素燃焼」で想定される事故シーケ

ンスに対して，窒素置換による格納容器内雰囲気の不活性化

に加え，可搬型窒素供給装置による格納容器内への窒素注入

により，水素燃焼による格納容器の破損を防止する。 

 

 

 

 

 

 

「3.4.2 格納容器破損防止対策の有効性評価」に示すとお

り，格納容器破損モード「水素燃焼」において評価対象とし

た事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷却

系を使用する場合」と同じであることから，格納容器破損防

止対策は「3.1.2.1 格納容器破損防止対策」と同じである。 

 

 

 

 

 

 

なお，２号炉において重大事故が発生した場合，ジルコニ

ウム－水反応によって水素濃度は 13vol％※１（ドライ条件）

を大きく上回る。このため，本格納容器破損モードによる原

子炉格納容器の破損を防止するうえでは，水素濃度及び酸素

濃度が可燃領域に至ることを防止することが重要であるが，

特に酸素濃度が可燃領域に至ることを防止することが重要で

ある。また，水の放射線分解，金属腐食，溶融炉心・コンク

リート相互作用等による水素ガス発生の影響は小さい。 

 

※1 原子炉格納容器内の水素濃度がドライ条件に換算して

13vol％以下又は酸素濃度が 5vol％以下であれば爆轟を防

止できると判断される。 

 

(3) 格納容器破損防止対策 

格納容器破損モード「水素燃焼」で想定される事故シーケ

ンスに対して，窒素ガス置換による原子炉格納容器内雰囲気

の不活性化に加え，可搬式窒素供給装置による原子炉格納容

器内への窒素注入により，水素燃焼による原子炉格納容器の

破損を防止する。 

 

 

 

 

 

「3.4.2 格納容器破損防止対策の有効性評価」に示すとお

り，格納容器破損モード「水素燃焼」において評価対象とし

た事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 残留熱代替

除去系を使用する場合」と同じであることから，格納容器破

損防止対策は「3.1.2.1 格納容器破損防止対策」と同じであ

る。 

 

 

設置するが，東海第二で

は，ＭＣＣＩ抑制のため

にコリウムシールドを

設置し水素発生が抑制

されているため記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，可燃領

域の到達を防止するた

めに，ＳＡ設備である可

搬式窒素供給装置によ

る窒素注入を実施する

こととしている。 
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3.4.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シ

ーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示

すとおり，酸素濃度が他のプラント損傷状態よりも相対的に

高くなる可能性が考えられ，炉心損傷を防止できない事故シ

ーケンスとして抽出されている「大破断 LOCA＋ECCS 注水機

能喪失+全交流動力電源喪失」である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的

負荷（格納容器過圧・過温破損）」の評価事故シーケンスと同

じであることから，本格納容器破損モードの評価事故シーケ

ンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷却系を使用する

場合」と同じ評価事故シーケンスとした。また，評価事故シ

ーケンスを「3.1.3 代替循環冷却系を使用しない場合」の評

価事故シーケンスとしない理由は，「3.1.3 代替循環冷却系を

使用しない場合」では格納容器圧力逃がし装置に期待するこ

とで，原子炉格納容器内の気体が排出され，水素ガス及び酸

素ガスの絶対量が減少し，水素ガス及び酸素ガスの分圧が低

下するとともに，サプレッション・チェンバのプール水の減

圧沸騰等によって発生する水蒸気とともに原子炉格納容器外

に排出され続けることで，水素ガス及び酸素ガスの分圧並び

に水素濃度及び酸素濃度が低く維持され，原子炉格納容器内

3.4.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シ

ーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示

すとおり，酸素濃度が他のプラント損傷状態よりも相対的に

高くなる可能性が考えられ，炉心損傷を防止できない事故シ

ーケンスとして抽出されている「大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心

冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」である。 

 

 

なお，本評価事故シーケンスにおいては，電源の復旧，注

水機能の確保等，必要となる事故対処設備が多く，格納容器

への注水・除熱を実施するまでの対応時間を厳しく評価する

観点から，全交流動力電源喪失の重畳を考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的

負荷（格納容器過圧・過温破損）」の評価事故シーケンスと同

じであることから，本格納容器破損モードの評価事故シーケ

ンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷却系を使用する

場合」と同じ評価事故シーケンスとした。また，評価事故シ

ーケンスを「3.1.3 代替循環冷却系を使用できない場合」の

評価事故シーケンスとしない理由は，「3.1.3 代替循環冷却系

を使用できない場合」では格納容器圧力逃がし装置に期待す

ることで，格納容器内の気体が排出され，水素及び酸素の絶

対量が減少し，水素及び酸素の分圧が低下するとともに，サ

プレッション・チェンバのプール水の減圧沸騰等によって発

生する水蒸気とともに格納容器外に排出され続けることで，

水素及び酸素の分圧並びに水素濃度及び酸素濃度が低く維持

され，格納容器内での水素燃焼の可能性が無視できる状態と

3.4.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本格納容器破損モードを評価するうえで選定した評価事故

シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，酸素濃度が他のプラント損傷状態よりも相対

的に高くなる可能性が考えられ，炉心損傷を防止できない事

故シーケンスとして抽出されている「冷却材喪失（大破断Ｌ

ＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静

的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の評価事故シーケンスと

同じであることから，本格納容器破損モードの評価事故シー

ケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 残留熱代替除去系を使

用する場合」と同じ評価事故シーケンスとした。また，評価

事故シーケンスを「3.1.3 残留熱代替除去系を使用しない場

合」の評価事故シーケンスとしない理由は，「3.1.3 残留熱代

替除去系を使用しない場合」では格納容器フィルタベント系

に期待することで，原子炉格納容器内の気体が排出され，水

素ガス及び酸素ガスの絶対量が減少し，水素ガス及び酸素ガ

スの分圧が低下するとともに，サプレッション・チェンバの

プール水の減圧沸騰等によって発生する水蒸気とともに原子

炉格納容器外に排出され続けることで，水素ガス及び酸素ガ

スの分圧並びに水素濃度及び酸素濃度が低く維持され，原子

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉，柏崎 6/7

は，シーケンス選定段階

から全交流動力電源喪

失を含めたシーケンス

としているが，東海第二

では，シーケンス選定上

は全交流動力電源喪失

を含めず，有効性評価の

条件として全交流動力

電源喪失を重畳させて

いる。 
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での水素燃焼の可能性が無視できる状態となるためである。 

 

（添付資料 3.4.1） 

 

本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒

内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆

管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流，

原子炉圧力容器における ECCS 注水（給水系・代替注水設備

含む），炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーショ

ン，構造材との熱伝達，放射線水分解等による水素ガス・酸

素ガス発生，原子炉圧力容器内 FP 挙動，原子炉格納容器に

おける格納容器各領域間の流動，サプレッション・プール冷

却，スプレイ冷却，放射線水分解等による水素ガス・酸素ガ

ス発生並びに炉心損傷後の原子炉格納容器における原子炉格

納容器内 FP 挙動が重要現象となる。よって，これらの現象

を適切に評価することが可能であり，原子炉圧力容器内及び

原子炉格納容器内の熱水力モデルを備え，かつ，炉心損傷後

のシビアアクシデント特有の溶融炉心挙動に関するモデルを

有するシビアアクシデント総合解析コード MAAP により格納

容器圧力，格納容器温度，原子炉格納容器内の気相濃度等の

過渡応答を求める。 

 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範

囲として，本評価事故シーケンスにおける運転員等操作時間

に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静

的負荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替循

環冷却系を使用する場合」と同じであることから，有効性評

価の条件は「3.1.2.2(2) 有効性評価の条件」と同じである。

このほかに，本評価事故シーケンスを評価する上で着目すべ

き主要な解析条件を第 3.4.1 表に示す。また，主要な解析条

件について，本評価事故シーケンス特有の解析条件を以下に

示す。 

 

ａ．初期条件 

なるためである。 

 

 

 

本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒

内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆

管変形，沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向

流，原子炉圧力容器におけるＥＣＣＳ注水（給水系・代替注

水設備含む），炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケー

ション，構造材との熱伝達，放射線水分解等による水素・酸

素発生及び原子炉圧力容器内ＦＰ挙動，格納容器における格

納容器各領域間の流動，サプレッション・プール冷却，スプ

レイ冷却及び放射線水分解等による水素・酸素発生並びに炉

心損傷後の格納容器における格納容器内ＦＰ挙動が重要現象

となる。よって，これらの現象を適切に評価することが可能

であり，原子炉圧力容器内及び格納容器内の熱水力モデルを

備え，かつ，炉心損傷後のシビアアクシデント特有の溶融炉

心挙動に関するモデルを有するシビアアクシデント総合解析

コードＭＡＡＰにより格納容器圧力，格納容器雰囲気温度，

格納容器内の気相濃度等の過渡応答を求める。 

 

 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範

囲として，本評価事故シーケンスにおける運転員等操作時間

に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静

的負荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替循

環冷却系を使用する場合」と同じであることから，有効性評

価の条件は「3.1.2.2(2) 有効性評価の条件」と同じである。

このほかに，本評価事故シーケンスを評価する上で着目すべ

き主要な解析条件を第 3.4－1 表に示す。また，主要な解析

条件について，本評価事故シーケンス特有の解析条件を以下

に示す。 

 

ａ．初期条件 

炉格納容器内での水素燃焼の可能性が無視できる状態となる

ためである。 

（添付資料 3.4.1） 

 

本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒

内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆

管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流，

原子炉圧力容器におけるＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設

備含む），炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーショ

ン，構造材との熱伝達，放射線水分解等による水素ガス・酸

素ガス発生，原子炉圧力容器内ＦＰ挙動，原子炉格納容器に

おける格納容器各領域間の流動，サプレッション・プール冷

却，スプレイ冷却，放射線水分解等による水素ガス・酸素ガ

ス発生並びに炉心損傷後の原子炉格納容器における原子炉格

納容器内ＦＰ挙動が重要現象となる。よって，これらの現象

を適切に評価することが可能であり，原子炉圧力容器内及び

原子炉格納容器内の熱水力モデルを備え，かつ，炉心損傷後

のシビアアクシデント特有の溶融炉心挙動に関するモデルを

有するシビアアクシデント総合解析コードＭＡＡＰにより格

納容器圧力，格納容器温度，原子炉格納容器内の気相濃度等

の過渡応答を求める。 

 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範

囲として，本評価事故シーケンスにおける運転員等操作時間

に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による

静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 残留

熱代替除去系を使用する場合」と同じであることから，有効

性評価の条件は「3.1.2.2(2) 有効性評価の条件」と同じであ

る。このほかに，本評価事故シーケンスを評価する上で着目

すべき主要な解析条件を第 3.4.2－1表に示す。また，主要な

解析条件について，本評価事故シーケンス特有の解析条件を

以下に示す。 

 

a．初期条件 
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(a) 酸素濃度 

原子炉格納容器の初期酸素濃度並びに水の放射線分解

によって発生する水素ガス及び酸素ガスを考慮すること

とする。原子炉格納容器の初期酸素濃度は，運転上許容

される上限の 3.5vol%とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．事故条件 

(a) 炉心内のジルコニウム－水反応による水素ガス発生量 

炉心内のジルコニウム－水反応による水素ガス発生量

は，解析コード MAAP の評価結果から得られた値を用い

た。これは，窒素ガス置換による原子炉格納容器内雰囲

気の不活性化によって運転中の原子炉格納容器内の酸素

濃度が低く管理されていること及び解析コード MAAP の

評価結果で水素濃度が 13vol%を超えることを考慮する

と，酸素濃度の上昇の観点から厳しいシーケンスとする

ことが適切と考えたためである。仮に全炉心内のジルコ

ニウム量の 75%が水と反応し，水素ガスが発生した場合，

原子炉格納容器内の水素濃度が増加するため，相対的に

水の放射線分解で発生する酸素ガスの濃度は低下する。 

(a) 酸素濃度 

格納容器の初期酸素濃度，水の放射線分解によって発生す

る水素及び酸素並びに可搬型窒素供給装置による格納容器内

への窒素注入に伴い格納容器内に注入される酸素を考慮する

こととする。格納容器の初期酸素濃度は，運転上許容される

上限の 2.5vol％（ドライ条件）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，可燃性ガス濃度制御系は，重大事故時の環境下におけ

る使用を想定した設備ではないことから，考慮しない。 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．事故条件 

(a) 炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量 

炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量は，解析

コードＭＡＡＰの評価結果から得られた値を用いた。これは，

窒素置換による格納容器内雰囲気の不活性化によって運転中

の格納容器内の酸素濃度が低く管理されていること及び解析

コードＭＡＡＰの評価結果で水素濃度が 13vol％（ドライ条

件）を超えることを考慮すると，酸素濃度の上昇の観点から

厳しいシーケンスとすることが適切と考えたためである。仮

に全炉心内のジルコニウム量の 75％が水と反応し，水素が発

生した場合，格納容器内の水素濃度が増加するため，相対的

に水の放射線分解で発生する酸素の濃度は低下する。 

 

(a) 酸素濃度 

原子炉格納容器の初期酸素濃度，水の放射線分解によ

って発生する水素ガス及び酸素ガス並びに可搬式窒素供

給装置による原子炉格納容器内への窒素注入に伴い注入

される酸素を考慮することとする。原子炉格納容器の初

期酸素濃度は，運転上許容される上限の 2.5vol％（ドラ

イ条件）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b．事故条件 

(a) 炉心内のジルコニウム－水反応による水素ガス発生量 

炉心内のジルコニウム－水反応による水素ガス発生量

は，解析コードＭＡＡＰの評価結果から得られた値を用

いた。これは，窒素ガス置換による原子炉格納容器内雰

囲気の不活性化によって運転中の原子炉格納容器内の酸

素濃度が低く管理されていること及び解析コードＭＡＡ

Ｐの評価結果で水素濃度が 13vol％を超えることを考慮

すると，酸素濃度の上昇の観点から厳しいシーケンスと

することが適切と考えたためである。仮に全炉心内のジ

ルコニウム量の 75％が水と反応し，水素ガスが発生した

場合，原子炉格納容器内の水素濃度が増加するため，相

対的に水の放射線分解で発生する酸素ガスの濃度は低下

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，水素燃

焼防止（ベント時間遅

延）させるため，通常運

転時の酸素濃度上限を

2.5vol％としている（現

行の保安規定の運転上

の制限 4.0vol％を変更

し，2.5vol％とする）。 

 

・整理方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，重大事

故等対処設備でない設

備は，有効性評価におい

て使用できないことを

前提にしていることか

ら，記載しない。 
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(b) 水の放射線分解による水素ガス及び酸素ガスの発生割

合 

水の放射線分解によって発生する水素ガス及び酸素ガ

スの発生量は，解析コード MAAP で得られる崩壊熱をも

とに評価する。ここで，水素ガス及び酸素ガスの発生割

合（G 値（100eV あたりの分子発生量），以下「G 値」と

いう。）は，それぞれ 0.06，0.03 とする。また，原子炉

冷却材による放射線エネルギの吸収割合は，原子炉圧力

容器内については，ベータ線，ガンマ線ともに 0.1，原

子炉圧力容器外の核分裂生成物については，ベータ線，

ガンマ線ともに 1 とする。 

（添付資料 3.4.2） 

 

 

 

(c) 金属腐食等による水素ガス発生量 

原子炉格納容器内の亜鉛の反応や炉内構造物の金属腐

食によって発生する水素ガスの発生量は，ジルコニウム

－水反応による水素ガス発生量に比べて少なく，また，

水素ガスの発生は，原子炉格納容器内の水素濃度を上昇

させ，酸素濃度を低下させると考えられることから，金

属腐食等による水素ガス発生量は考慮しない。 

（添付資料 3.1.2.4, 3.4.5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 有効性評価の結果 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静

的負荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替循

環冷却系を使用する場合」と同じであることから，有効性評

 

(b) 水の放射線分解による水素及び酸素の発生割合 

 

水の放射線分解によって発生する水素及び酸素の発生量

は，解析コードＭＡＡＰで得られる崩壊熱を基に評価する。

ここで，水素及び酸素の発生割合（Ｇ値（100eV 当たりの分

子発生量），以下「Ｇ値」という。）は，それぞれ 0.06，0.03 

とする。また，原子炉冷却材による放射線エネルギの吸収割

合は，サプレッション・プール内の核分裂生成物については，

ベータ線，ガンマ線ともに 1，サプレッション・プール以外

に存在する核分裂生成物についてはベータ線，ガンマ線とも

に 0.1 とする。 

（添付資料 3.4.1，3.4.2） 

 

 

 

(c) 金属腐食等による水素発生量 

格納容器内の亜鉛等の反応や炉内構造物の金属腐食によっ

て発生する水素の発生量は，ジルコニウム－水反応による水

素発生量に比べて少なく，また，水素の発生は，格納容器内

の水素濃度を上昇させ，酸素濃度を低下させると考えられる

ことから，金属腐食等による水素発生量は考慮しない。 

 

（添付資料 3.1.2.10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 有効性評価の結果 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静

的負荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替循

環冷却系を使用する場合」と同じであることから，有効性評

する。 

(b)  水の放射線分解による水素ガス及び酸素ガスの発生

割合 

水の放射線分解によって発生する水素ガス及び酸素ガ

スの発生量は，解析コードＭＡＡＰで得られる崩壊熱を

もとに評価する。ここで，水素ガス及び酸素ガスの発生

割合（Ｇ値(100eV あたりの分子発生量)，以下「Ｇ値」

という。）は，それぞれ 0.06，0.03 とする。また，原子

炉冷却材による放射線エネルギの吸収割合は，原子炉圧

力容器内については，ベータ線，ガンマ線ともに 0.1，

原子炉圧力容器外の核分裂生成物については，ベータ線，

ガンマ線ともに１とする。 

（添付資料 3.4.2） 

 

 

 

(c) 金属腐食等による水素ガス発生量 

原子炉格納容器内の亜鉛等の反応や炉内構造物の金属

腐食によって発生する水素ガスの発生量は，ジルコニウ

ム－水反応による水素ガス発生量に比べて多いが，水素

ガスの発生は，原子炉格納容器内の水素濃度を上昇させ，

酸素濃度を低下させると考えられることから，金属腐食

等による水素ガス発生量は考慮しない。 

（添付資料 3.1.2.3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 有効性評価の結果 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静

的負荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 残留熱

代替除去系を使用する場合」と同じであることから，有効性

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，添付資

料 3.4.2「水の放射線分

解の評価について」を踏

まえて，原子炉内外で記

載を分けている。 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，アルミ

ニウムを含む表現とし

て「等」を付記。 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，柏崎

6/7 及び東海第二と比

較して，熱出力が小さい

等の理由により，水―ジ

ルコニウム反応により

発生する水素量が少な

いため，金属腐食等によ

り発生する水素量の方

が多い結果となってい

る。 
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価の結果は「3.1.2.2 (4) 有効性評価の結果」と同じである。

このほかに，本評価事故シーケンスを評価する上で着目すべ

き評価結果として，格納容器圧力，格納容器温度，ドライウ

ェル及びサプレッション・チェンバの気相濃度（ウェット条

件，ドライ条件）の推移を第 3.4.1 図から第 3.4.6 図に，事

象発生から 7 日後（168 時間後）の酸素濃度を第 3.4.2表に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．事象進展 

事象進展は 3.1.2.2 (4) a.と同じである。 

上記の事象進展に伴い，主に炉心の露出から炉心再冠水

までの間に，全炉心内のジルコニウム量の約 16.6%が水と

反応して水素ガスが発生する。また，炉心再冠水に伴い，

事象発生から約 2.5 時間後にジルコニウム－水反応は停止

する。発生した水素ガスは原子炉圧力容器内で発生する蒸

気とともに，破断口から上部ドライウェルに流入する。ま

た，原子炉圧力容器内及びサプレッション・チェンバ内に

おける核分裂生成物による水の放射線分解により水素ガス

及び酸素ガスが発生する。代替循環冷却系による原子炉格

納容器除熱の開始後は，サプレッション・チェンバ内で蒸

気の凝縮が進むことに伴い，原子炉格納容器内の酸素濃度

が相対的に上昇する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

価の結果は「3.1.2.2(4) 有効性評価の結果」と同じである。

このほかに，本評価事故シーケンスを評価する上で着目すべ

き評価結果として，格納容器圧力，格納容器雰囲気温度，ド

ライウェル及びサプレッション・チェンバの気相濃度（ウェ

ット条件，ドライ条件）の推移を第 3.4－1 図から第 3.4－10 

図に，事象発生から 7 日間における酸素濃度の最高値と到達

時間を第 3.4－2 表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．事象進展 

事象進展は「3.1.2.2(4)ａ．事象進展」と同じである。 

上記の事象進展に伴い，主に炉心の露出から炉心冠水まで

の間に，全炉心内のジルコニウム量の約 10.1％が水と反応し

て水素が発生する。また，炉心冠水に伴い，事象発生から約

2.7 時間後にジルコニウム－水反応は停止する。発生した水

素は原子炉圧力容器内で発生する蒸気とともに，破断口から

ドライウェルに流入する。また，原子炉圧力容器内及び格納

容器内における核分裂生成物による水の放射線分解により水

素及び酸素が発生する。代替循環冷却系による格納容器除熱

の開始後は，サプレッション・チェンバ内で蒸気の凝縮が進

むことに伴い，格納容器内の酸素濃度が相対的に上昇する。

事象発生から約 84 時間後に，格納容器内酸素濃度が

4.0vol％（ドライ条件）に到達し，可搬型窒素供給装置によ

る格納容器内への窒素注入操作を実施することで，格納容器

内酸素濃度の上昇が抑制される。なお，可搬型窒素供給装置

による格納容器内への窒素注入は，格納容器圧力が 0.31MPa

［gage］に到達した時点で停止する。 

 

 

 

 

 

評価の結果は「3.1.2.2 (4) 有効性評価の結果」と同じであ

る。このほかに，本評価事故シーケンスを評価する上で着目

すべき評価結果として，格納容器圧力，格納容器温度，ドラ

イウェル及びサプレッション・チェンバ気相濃度（ウェット

条件，ドライ条件）の推移を第 3.4.2－1(1)図から第 3.4.2

－1(6)図に，事象発生から７日後（168 時間後）の酸素濃度

を第 3.4.2－2表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．事象進展 

事象進展は「3.1.2.2(4)a．事象進展」と同じである。 

上記の事象進展に伴い，主に炉心の露出から炉心再冠水

までの間に，全炉心内のジルコニウム量の約 7.8％が水と

反応して水素ガスが発生する。また，炉心再冠水に伴い，

事象発生から約 1.8 時間後にジルコニウム－水反応は停止

する。発生した水素ガスは原子炉圧力容器内で発生する蒸

気とともに，破断口からドライウェルに流入する。また，

原子炉圧力容器内及びサプレッション・チェンバ内におけ

る核分裂生成物による水の放射線分解により水素ガス及び

酸素ガスが発生する。残留熱代替除去系による原子炉格納

容器除熱の開始後は，ドライウェル内で蒸気の凝縮が進む

ことに伴い，原子炉格納容器内の酸素濃度が相対的に上昇

するが，事象発生から 12時間後に，可搬式窒素供給装置を

用いた原子炉格納容器内への窒素注入操作を実施すること

で，原子炉格納容器内酸素濃度の上昇が抑制される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，ドライ

条件の酸素濃度につい

て水蒸気が凝縮される

までの期間で可燃領域

を超えることから，最高

値ではなく，統一的に７

日後の酸素濃度を記載

している。 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，残留熱

代替除去系によるドラ

イウェルへの格納容器

スプレイによりドライ

ウェルの蒸気が凝縮さ

れる。 

【東海第二】 

島根２号炉は，酸素濃

度により窒素を注入す

るのではなく，残留熱代

替除去系による原子炉

3.4-7



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉格納容器内の水素濃度は，ウェット条件において

も事象発生直後から 13vol%を上回るが，ウェット条件にお

ける酸素濃度は，事象発生から 7 日後までの間，原子炉格

納容器の初期酸素濃度である 3.5vol%を上回ることはなく，

酸素ガスの蓄積が最も進む事象発生から 7 日後においても

約 3.4vol%であり，可燃限界を下回る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ドライ条件では，事象発生の約 5 時間後から約 18 時間

後までの間，ドライウェルにおける酸素濃度が可燃限界で

ある 5vol%を上回る。この間，ウェット条件では，LOCA 後

のブローダウンによって，ドライウェルに存在する非凝縮

性ガスが水蒸気とともにサプレッション・チェンバに送り

込まれ，破断口から供給される水蒸気でドライウェル内が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．評価項目等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

格納容器内の水素濃度は，事象発生直後から 13vol％（ド

ライ条件）を上回るが，酸素濃度は，4.0vol％（ドライ条件）

に到達した時点で可搬型窒素供給装置による格納容器内への

窒素注入を行うことによって，酸素濃度の最高値は約

4.0vol％（ドライ条件）にとどまることから，可燃限界を下

回る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉格納容器内の水素濃度は，ウェット条件において

も事象発生直後から 13vol％を上回るが，ウェット条件に

おける酸素濃度は，事象発生から７日後までの間，可燃限

界を上回ることはなく，酸素ガスの蓄積が最も進む事象発

生から７日後においても約 1.9vol％であり，可燃限界を下

回る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ドライ条件では，事象発生の約４時間後から約 12時間後

までの間，ドライウェルにおける酸素濃度が可燃限界であ

る５vol％を上回る。この間，ウェット条件では，ＬＯＣＡ

後のブローダウンによって，ドライウェルに存在する非凝

縮性ガスが水蒸気と共にサプレッション・チェンバに送り

込まれ，破断口から供給される水蒸気でドライウェル内が

格納容器除熱実施に合

わせ注入することとし

ている。 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，事象発

生から７日までにおい

て，窒素注入により格納

容器圧力が有意に上昇

しないことから，窒素注

入を停止しない。 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，初期酸

素濃度 2.5vol％はドラ

イ条件を設定している

ことから，ウェット条件

の評価結果において，初

期酸素濃度との比較を

行っていない。 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，ウェッ

ト条件による評価も実

施しているが，東海第二

はドライ条件での評価

のみのため，ウェット条

件の記載がない。 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，事象初

期にドライ条件で酸素

濃度が５vol％を超過し

ている時間帯があるが，
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満たされるため，ドライウェル内のほぼ 100%が水蒸気とな

っている。そのため，この間のドライ条件でのドライウェ

ル内の気体組成は，ほぼ水の放射線分解によって生じる水

素ガス及び酸素ガスの割合となり，そのウェット条件での

濃度は 1vol%未満（約 0.2vol%）である。また，ドライウェ

ル内の非凝縮性ガス(水素ガス，酸素ガス及び窒素ガス)の

分圧の和は大気圧よりも低く，0.02MPa [abs]未満(水素及

び酸素の分圧の和は 0.01MPa[abs]未満)である。この間の

サプレッション・チェンバ内のウェット条件での水蒸気の

濃度は約 5vol%であり，サプレッション・チェンバ内の全

圧が 0.50MPa[abs]以上であることから，非凝縮性ガス(水

素ガス，酸素ガス及び窒素ガス) の分圧は少なくとも

0.47MPa[abs]以上である。このため，仮にドライウェル内

の水蒸気が凝縮してドライウェル内の圧力が低下し，相対

的に水素濃度及び酸素濃度が上昇しても，ドライウェル内

の水素濃度及び酸素濃度が可燃限界を上回る前に，サプレ

ッション・チェンバから酸素濃度が 5.0vol%未満の気体が

流入する。このため，この間においてドライウェルの酸素

濃度が現実に可燃限界である 5vol%を上回ることはない。

事象発生の約 18 時間後以降は，ドライ条件を仮定しても

酸素濃度は 5.0vol%未満で推移し，事象発生から 7 日後の

酸素濃度は，ドライウェルにおいて約 3.7vol%，サプレッ

ション・チェンバにおいて約 3.9vol%である。したがって，

格納容器スプレイの誤動作等により水蒸気量が低下して

も，可燃限界である 5vol%に達することはない。 

 

その後も水素濃度及び酸素濃度を監視し，原子炉格納容

器内の水素及び酸素濃度が可燃領域に至る場合について

は，格納容器ベントによって，その水素濃度及び酸素濃度

を低減することで，安定状態を維持できる。 

 

また，原子炉格納容器内は，原子炉冷却材の蒸発によっ

て発生する水蒸気で満たされるため，原子炉格納容器内が

ドライ条件となることは考えにくい。なお，事象発生の 168 

時間後における崩壊熱は約 11.6MW であるが，これに相当

する水蒸気発生量は約 2.3×104Nm3/h である。このため，

水素燃焼の可能性の有無は，ウェット条件における気相濃

度において判断することが妥当であると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その後も水素濃度及び酸素濃度を監視し，格納容器内の水

素及び酸素濃度が可燃領域に至る場合については，格納容器

ベントによって，その水素濃度及び酸素濃度を低減すること

で，安定状態を維持できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

満たされるため，ドライウェル内のほぼ 100％が水蒸気と

なっている。そのため，この間のドライ条件でのドライウ

ェル内の気体組成は，ほぼ水の放射線分解によって生じる

水素ガス及び酸素ガスの割合となり，そのウェット条件で

の酸素ガス濃度は１vol％未満（約 0.1vol％）である。ま

た，ドライウェル内の非凝縮性ガス(水素ガス，酸素ガス及

び 窒 素 ガ ス ) の 分 圧 の 和 は 大 気 圧 よ り も 低 く ，

0.006MPa[abs] 未 満 ( 水 素 及 び 酸 素 の 分 圧 の 和 は

0.002MPa[abs]未満)である。この間のサプレッション・チ

ェンバ内のウェット条件での水蒸気の濃度は約３vol％で

あり，サプレッション・チェンバ内の全圧が 0.43MPa[abs]

以上であることから，非凝縮性ガス(水素ガス，酸素ガス及

び窒素ガス) の分圧は少なくとも 0.42MPa[abs]以上であ

る。このため，仮にドライウェル内の水蒸気が凝縮してド

ライウェル内の圧力が低下し，相対的に水素濃度及び酸素

濃度が上昇しても，ドライウェル内の水素濃度及び酸素濃

度が可燃限界を上回る前に，サプレッション・チェンバか

ら酸素濃度が 5.0vol％未満の気体が流入する。このため，

この間においてドライウェルの酸素濃度が現実に可燃限界

である５vol％を上回ることはない。事象発生の約 12 時間

後以降は，ドライ条件を仮定しても酸素濃度は 5.0vol％未

満で推移し，事象発生から７日後の酸素濃度は，ドライウ

ェルにおいて約 1.2vol％，サプレッション・チェンバにお

いて約 2.8vol％である。したがって，格納容器スプレイの

誤動作等により水蒸気量が低下しても，可燃限界である５

vol％に達することはない。 

その後も水素濃度及び酸素濃度を監視し，原子炉格納容

器内の水素及び酸素濃度が可燃領域に至る場合について

は，格納容器ベントによって，その水素濃度及び酸素濃度

を低減することで，安定状態を維持できる。 

 

また，原子炉格納容器内は，原子炉冷却材の蒸発によっ

て発生する水蒸気で満たされるため，原子炉格納容器内が

ドライ条件となることは考えにくい。なお，事象発生の 168 

時間後における崩壊熱は約 7.27MWであるが，これに相当す

る水蒸気発生量は約 1.4×10４m3/h[normal]である。このた

め，水素燃焼の可能性の有無は，ウェット条件における気

相濃度において判断することが妥当であると考える。 

東海第二では超過して

いないことによる記載

の差異。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，事象初

期にドライ条件で酸素

濃度が５vol％を超過し

ている時間帯があるが，

東海第二では超過して
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本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(6)の評価項目について，酸素濃度をパラメ

ータとして対策の有効性を確認した。また，(7)の評価項目

について，可燃性ガスの燃焼が生じないことを確認した。

(7)の評価項目のうち，可燃性ガスの蓄積による(1)の評価

項目への影響については，「3.1 雰囲気圧力・温度による静

的負荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替

循環冷却系を使用する場合」にて評価項目を満足すること

を確認している。 

 

なお，本評価は選定された評価事故シーケンスに対する，

「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示

す(6)の評価項目について対策の有効性を評価するもので

あり，原子炉格納容器下部に溶融炉心が落下しない場合の

評価であるが，溶融炉心が原子炉格納容器下部に落下した

場合の溶融炉心・コンクリート相互作用による水素ガス発

生の影響については，「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作

用」において，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(6)及び(7)の評価項目について対策の有効

性を確認できる。 

（添付資料 3.4.3） 

 

 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の

設定」に示す(6)の評価項目について，酸素濃度をパラメータ

として対策の有効性を確認した。また，(7)の評価項目につい

て，可燃性ガスの燃焼が生じないことを確認した。(7)の評価

項目のうち，可燃性ガスの蓄積による(1)の評価項目への影響

については，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷却系を使用

する場合」にて評価項目を満足することを確認している。 

 

 

なお，本評価は選定された評価事故シーケンスに対する，

「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す

(6)の評価項目について対策の有効性を評価するものであり，

ペデスタル（ドライウェル部）に溶融炉心が落下しない場合

の評価であるが，溶融炉心がペデスタル（ドライウェル部）

に落下した場合の水素発生の影響については，「3.2 高圧溶融

物放出／ 格納容器雰囲気直接加熱」において，「1.2.2.2 有

効性を確認するための評価項目の設定」に示す(6)及び(7)の

評価項目について対策の有効性を確認できる。 

 

（添付資料 3.4.3） 

 

 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(6)の評価項目について，酸素濃度をパラメ

ータとして対策の有効性を確認した。また，(7)の評価項目

について，可燃性ガスの燃焼が生じないことを確認した。

(7)の評価項目のうち，可燃性ガスの蓄積による(1)の評価

項目への影響については，「3.1 雰囲気圧力・温度による静

的負荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 残留

熱代替除去系を使用する場合」にて評価項目を満足するこ

とを確認している。 

 

なお，本評価は選定された評価事故シーケンスに対する，

「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示

す(6)の評価項目について対策の有効性を評価するもので

あり，原子炉格納容器下部に溶融炉心が落下しない場合の

評価であるが，溶融炉心が原子炉格納容器下部に落下した

場合の溶融炉心・コンクリート相互作用による水素ガス発

生の影響については，「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作

用」において，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(6)及び(7)の評価項目について対策の有効

性を確認できる。 

（添付資料3.4.3） 

 

いないことによる記載

の差異。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載箇所の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，ＭＣＣ

Ｉによって発生する水

素ガス等の影響を踏ま

えて「3.5 溶融炉心・コ

ンクリート相互作用」に

おいて記載をしている

が，東海第二では，コリ

ウムシールドを設置し

たことにより，ＭＣＣＩ

によるコンクリート侵

食がなく非凝縮性ガス

の発生がないため，「3.2 

高圧溶融物放出／ 格納

容器雰囲気直接加熱」に

記載している。 

 

3.4.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷却系

を使用する場合」と同じであることから，解析コード及び解析条

3.4.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷却系

を使用する場合」と同じであることから，解析コード及び解析条

3.4.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 残留熱代替除去

系を使用する場合」と同じであることから，解析コード及び解析
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件の不確かさの影響評価は「3.1.2.3 解析コード及び解析条件の

不確かさの影響評価」と同様である。よって以下では，格納容器

破損モード「水素燃焼」を評価する上で着目すべき不確かさの影

響評価結果を示す。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本評価事故シーケンスにおける，解析コードにおける重要

現象の不確かさの影響評価は，「3.1.2.3(1) 解析コードにお

ける重要現象の不確かさの影響評価」と同様である。 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，「3.1.2.3(2)ａ. 初期条件，事故条件及び重大事故

等対策に関連する機器条件」と同様であるが，本評価事故

シーケンスを評価する上で，事象進展に有意な影響を与え

ると考えられる項目に関する影響評価の結果を以下に示

す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の酸素濃度は，解析条件の 3.5vol%に対して

最確条件は約 3vol%以下であり，解析条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，初期酸素濃度が低くなる

ため，本評価事故シーケンスにおける原子炉格納容器内

の酸素濃度推移が低く抑えられるが，本評価事故シーケ

ンスにおいては原子炉格納容器内の酸素濃度を操作開始

の起点としている運転員等操作はないことから，運転員

等操作時間に与える影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

件の不確かさの影響評価は「3.1.2.3 解析コード及び解析条件の

不確かさの影響評価」と同様である。よって以下では，格納容器

破損モード「水素燃焼」を評価する上で着目すべき不確かさの影

響評価結果を示す。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本評価事故シーケンスにおける，解析コードにおける重要

現象の不確かさの影響評価は，「3.1.2.3(1) 解析コードにお

ける重要現象の不確かさの影響評価」と同様である。 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，「3.1.2.3(2)ａ．初期条件，事故条件及び重大事故

等対策に関連する機器条件」と同様であるが，本評価事故

シーケンスを評価する上で，事象進展に有意な影響を与え

ると考えられる項目に関する影響評価の結果を以下に示

す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の酸素濃度は，解析条件の 2.5vol％（ドライ条

件）に対して最確条件は約 1vol％（ドライ条件）から約

2vol％（ドライ条件）であり，解析条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，初期酸素濃度が低くなるため，本

評価事故シーケンスにおける格納容器内の酸素濃度推移が

低く抑えられ，可搬型窒素供給装置による格納容器内への

窒素注入操作の開始時間は遅くなることから，運転員等操

作時間に対する余裕は大きくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条件の不確かさの影響評価は「3.1.2.3 解析コード及び解析条件

の不確かさの影響評価」と同様である。よって以下では，格納容

器破損モード「水素燃焼」を評価する上で着目すべき不確かさの

影響評価結果を示す。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本評価事故シーケンスにおける，解析コードにおける重要

現象の不確かさの影響評価は，「3.1.2.3(1) 解析コードにお

ける重要現象の不確かさの影響評価」と同様である。 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，「3.1．2.3(2)a.初期条件，事故条件及び重大事故

等対策に関連する機器条件」と同様であるが，本評価事故

シーケンスを評価するうえで，事象進展に有意な影響を与

えると考えられる項目に関する影響評価の結果を以下に示

す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の酸素濃度は，解析条件の 2.5vol％（ドライ

条件）に対して最確条件は約 2.5vol％（ドライ条件）以

下であり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした

場合は，初期酸素濃度が低くなるため，本評価事故シー

ケンスにおける原子炉格納容器内の酸素濃度推移が低く

抑えられるが，本評価事故シーケンスにおいては原子炉

格納容器内の酸素濃度を操作開始の起点としている運転

員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影

響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，現行の

保安規定の運転上の制

限 4.0vol％を変更し，

2.5vol％とするため，今

後の最確条件は実績値

を踏まえたものではな

く，2.5vol％以下となる

ことを記載している。 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，酸素濃

度により窒素を注入す

るのではなく，残留熱代

替除去系による原子炉

格納容器除熱実施に合
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事故条件の炉心内のジルコニウム－水反応による水素

ガス発生量は，解析条件の全炉心内のジルコニウム量の

約 16.6%が水と反応して発生する水素ガス量に対して，

最確条件は事象進展に依存するものであり，解析条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，水素ガス発生

量が変動する可能性があるが，本評価事故シーケンスに

おいては水素ガス発生量を操作開始の起点としている運

転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

 

 

 

 

金属腐食等による水素ガス発生量は，最確条件とした

場合は，水素ガス発生量が増加するため，本評価事故シ

ーケンスにおける原子炉格納容器内の酸素濃度推移が低

く抑えられるが，本評価事故シーケンスにおいては原子

炉格納容器内の酸素濃度を操作開始の起点としている運

転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

 

 

 

事故条件の水の放射線分解による G 値は，解析条件の

水素ガス：0.06，酸素ガス：0.03に対して最確条件は同

じであるが，G 値の不確かさにより水の放射線分解によ

る酸素ガス発生量が大幅に増加する場合，原子炉格納容

器内の酸素濃度が可燃領域又は爆轟領域となる可能性が

ある。その場合には，格納容器圧力逃がし装置又は耐圧

強化ベント系（ウェットウェルベント）を使用し，原子

炉格納容器内の気体を排出する必要がある。なお，格納

容器圧力逃がし装置に係る運転員等の操作については，

 

 

 

 

 

 

事故条件の炉心内のジルコニウム－水反応による水素発

生量は，解析条件の全炉心内のジルコニウム量の約 10.1％

が水と反応して発生する水素量に対して，最確条件は事象

進展に依存するものであり，解析条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，水素発生量が変動する可能性があ

るが，操作手順（可搬型窒素供給装置による格納容器内の

窒素注入操作を実施すること）に変わりはないことから，

運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

 

 

 

 

 

事故条件の金属腐食等による水素発生量は，最確条件と

した場合は，水素発生量が増加し，本評価事故シーケンス

における格納容器内の酸素濃度推移が低く抑えられ，可搬

型窒素供給装置による格納容器内への窒素注入操作の開始

時間は遅くなることから，運転員等操作時間に対する余裕

は大きくなる。 

 

 

 

 

事故条件の水の放射線分解によるＧ値は，解析条件の水

素：0.06，酸素：0.03 に対して最確条件は同じであるが，

Ｇ値の不確かさにより水の放射線分解による酸素発生量が

大幅に増加する場合，格納容器内の酸素濃度が可燃領域又

は爆轟領域となる可能性がある。その場合には，格納容器

圧力逃がし装置を使用し，格納容器内の気体を排出する必

要がある。なお，格納容器圧力逃がし装置に係る運転員等

の操作については，「3.1.3 代替循環冷却系を使用できない

場合」において，成立性を確認している。 

 

 

 

 

 

 

事故条件の炉心内のジルコニウム－水反応による水素

ガス発生量は，解析条件の全炉心内のジルコニウム量の

約 7.8％が水と反応して発生する水素ガス量に対して最

確条件は事象進展に依存するものであり，解析条件の不

確かさとして，最確条件とした場合は，水素ガス発生量

が変動する可能性があるが，本評価事故シーケンスにお

いては水素ガス発生量を操作開始の起点としている運転

員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影

響はない。 

 

 

 

 

事故条件の金属腐食等による水素ガス発生量は，最確

条件とした場合は，水素ガス発生量が増加するため，本

評価事故シーケンスにおける原子炉格納容器内の酸素濃

度推移が低く抑えられるが，本評価事故シーケンスにお

いては原子炉格納容器内の酸素濃度を操作開始の起点と

している運転員等操作はないことから，運転員等操作時

間に与える影響はない。 

 

 

 

事故条件の水の放射線分解によるＧ値は，解析条件の

水素ガス：0.06，酸素ガス：0.03に対して最確条件は同

じであるが，Ｇ値の不確かさにより水の放射線分解によ

る酸素ガス発生量が大幅に増加する場合，原子炉格納容

器内の酸素濃度が可燃領域又は爆轟領域となる可能性が

ある。その場合には，格納容器フィルタベント系を使用

し，原子炉格納容器内の気体を排出する必要がある。な

お，格納容器フィルタベント系に係る運転員等の操作に

ついては，「3.1.3 残留熱代替除去系を使用しない場合」

わせ注入することとし

ているため，初期酸素濃

度の不確かさによる窒

素注入開始時間への影

響はない。 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，酸素濃

度を基準に窒素を注入

しないため，水素ガス発

生量の不確かさに伴う

酸素濃度の変動による

影響はない。 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，酸素濃

度を基準に窒素を注入

しないため，水素ガス発

生量の不確かさに伴う

酸素濃度変動の影響は

ない。 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，炉心損

傷後に耐圧強化ベント
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「3.1.3 代替循環冷却系を使用しない場合」において，

成立性を確認している。また，耐圧強化ベント系（ウェ

ットウェルベント）を用いる場合は，あらかじめ不活性

ガスによる大気開放ラインのパージを実施するほかはお

おむね同様の対応となる。 

（添付資料 3.4.4） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の酸素濃度は，解析条件の 3.5vol%に対して

最確条件は約 3vol%以下であり，解析条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，初期酸素濃度が低くなる

ため，本評価事故シーケンスにおける原子炉格納容器内

の酸素濃度推移が低く抑えられることから，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

 

 

 

 

事故条件の炉心内のジルコニウム－水反応による水素

ガス発生量は，解析条件の全炉心内のジルコニウム量の

約 16.6%が水と反応して発生する水素ガス量に対して最

確条件は事象進展に依存するものであり，解析条件の不

確かさとして，最確条件とした場合は，水素ガス発生量

が変動する可能性がある。炉心内のジルコニウム－水反

応による水素ガス発生量は，運転員等操作である低圧代

替注水系（常設）による原子炉注水の操作開始時間に依

存して変動するが，低圧代替注水系（常設）による原子

炉注水の操作開始時間については，「3.1.2.3(2)ｂ. 操作

条件」にて解析上の操作開始時間と実態の操作開始時間

はほぼ同等と評価しており，炉心内のジルコニウム－水

反応による水素ガス発生量に与える影響は小さい。 

 

 

仮に低圧代替注水系（常設）による原子炉注水の操作開

始が大幅に早まった場合，第 3.4.7 図及び第 3.4.8 図に

示すとおり，全炉心内のジルコニウム量の約 18.2%が水

と反応し，炉心内のジルコニウム－水反応による水素ガ

ス発生量は 1 割程度増加するが，ウェット条件における

（添付資料 3.4.4，3.4.5） 

 

 

 

 

 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の酸素濃度は，解析条件の 2.5vol％（ドライ条

件）に対して最確条件は約 1vol％（ドライ条件）から約

2vol％（ドライ条件）であり，解析条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，初期酸素濃度が低くなるため，本

評価事故シーケンスにおける格納容器内の酸素濃度推移が

低く抑えられることから，評価項目となるパラメータに対

する余裕は大きくなる。 

 

 

 

事故条件の炉心内のジルコニウム－水反応による水素発

生量は，解析条件の全炉心内のジルコニウム量の約 10.1％

が水と反応して発生する水素量に対して，最確条件は事象

進展に依存するものであり，解析条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，水素発生量が変動する可能性があ

る。炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量は，

運転員等操作である低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水の操作開始時間に依存して変動するが，低圧代替注水

系（常設）による原子炉注水の操作開始時間については，

「3.1.2.3(2)ｂ．操作条件」にて解析上の操作開始時間と

実態の操作開始時間はほぼ同等と評価しており，炉心内の

ジルコニウム－水反応による水素発生量に与える影響は小

さい。 

 

 

仮に低圧代替注水系（常設）による原子炉注水の操作開始

が大幅に早まった場合，第 3.4－11 図及び第 3.4－12 図に

示すとおり，全炉心内のジルコニウム量の約 15.3％が水と

反応し，炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量

は 5 割程度増加するが，酸素濃度が 4.0vol％（ドライ条件）

において，成立性を確認している。 

（添付資料3.4.4） 

 

 

 

 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の酸素濃度は，解析条件の 2.5vol％（ドライ

条件）に対して最確条件は約 2.5vol％（ドライ条件）以

下であり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした

場合は，初期酸素濃度が低くなるため，本評価事故シー

ケンスにおける原子炉格納容器内の酸素濃度推移が低く

抑えられることから，評価項目となるパラメータに対す

る余裕は大きくなる。 

 

 

 

事故条件の炉心内のジルコニウム－水反応による水素

ガス発生量は，解析条件の全炉心内のジルコニウム量の

約 7.8％が水と反応して発生する水素ガス量に対して最

確条件は事象進展に依存するものであり，解析条件の不

確かさとして，最確条件とした場合は，水素ガス発生量

が変動する可能性がある。炉心内のジルコニウム－水反

応による水素ガス発生量は，運転員等操作である低圧原

子炉代替注水系（常設）による原子炉注水の操作開始時

間に依存して変動するが，低圧原子炉代替注水系（常設）

による原子炉注水の操作開始時間については，

「3.1.2.3(2)b.操作条件」にて解析上の操作開始時間と

実態の操作開始時間はほぼ同等と評価しており，炉心内

のジルコニウム－水反応による水素ガス発生量に与える

影響は小さい。 

 

仮に低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水の

操作開始が早まった場合，第 3.4.3－1(1)図及び第 3.4.3

－1(2)図に示すとおり，全炉心内のジルコニウム量の約

11.7％が水と反応し，炉心内のジルコニウム－水反応に

よる水素ガス発生量は５割程度増加するが，ウェット条

を使用しない。（以降，

同様な相違については

記載省略） 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，現行の

保安規定の運転上の制

限 4.0vol％を変更し，

2.5vol％とするため，今

後の最確条件は実績値

を踏まえたものではな

く，2.5vol％以下となる

ことを記載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，ウェッ
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酸素濃度は，酸素ガスの蓄積が最も進む事象発生から 7

日後においても約 3.6vol%であり，可燃限界を下回る。

また，本評価における酸素濃度と同等の値であることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

 

 

また，仮に低圧代替注水系（常設）による原子炉注水の

操作開始が遅れた場合，第 3.4.9図及び第 3.4.10図に示

すとおり，全炉心内のジルコニウム量の約 17.1%が水と

反応し，炉心内のジルコニウム－水反応による水素ガス

発生量は 3％程度増加するが，ウェット条件における酸

素濃度は，酸素ガスの蓄積が最も進む事象発生から 7 日

後においても約 3.9vol%であり，可燃限界を下回る。ま

た，本評価における酸素濃度と同等の値であることから，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

 

 

 

金属腐食等による水素ガス発生量は，最確条件とした

場合は，水素ガス発生量が増加するため，本評価事故シ

ーケンスにおける原子炉格納容器内の酸素濃度推移が低

く抑えられることから，評価項目となるパラメータに対

する余裕は大きくなる。 

 

事故条件の水の放射線分解による G 値は，解析条件の

水素ガス：0.06，酸素ガス：0.03に対して最確条件は同

じであるが，G 値の不確かさにより水の放射線分解によ

る酸素ガス発生量が大幅に増加する場合，原子炉格納容

器内の酸素濃度が可燃領域又は爆轟領域となる可能性が

ある。その場合には，格納容器圧力逃がし装置又は耐圧

強化ベント系（ウェットウェルベント）を使用し，原子

炉格納容器内の気体を排出することが可能であるため，

評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

 

G 値の不確かさにより水の放射線分解による酸素ガス

発生量が大幅に増加する場合について，設計基準事故対

処設備である可燃性ガス濃度制御系の性能評価に用いて

いる G 値（水素ガス：0.4，酸素ガス：0.2）を使用した

に到達した時点で可搬型窒素供給装置を用いた格納容器内

への窒素注入操作を開始するため，酸素濃度の最高値は約

4.0vol％（ドライ条件）であり，可燃限界を下回る。また，

本評価における酸素濃度と同等の値であることから，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

 

また，仮に低圧代替注水系（常設）による原子炉注水の操

作開始が遅れた場合，第 3.4－13 図及び第 3.4－14 図に示

すとおり，全炉心内のジルコニウム量の約 7.6％が水と反

応し，炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量は

1 割程度減少するが，酸素濃度が 4.0vol％（ドライ条件）

に到達した時点で可搬型窒素供給装置を用いた格納容器内

への窒素注入操作を開始するため，酸素濃度の最高値は約

4.0vol％（ドライ条件）であり，可燃限界を下回る。また，

本評価における酸素濃度と同等の値であることから，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

 

 

事故条件の金属腐食等による水素発生量は，最確条件と

した場合は，水素発生量が増加するため，本評価事故シー

ケンスにおける格納容器内の酸素濃度推移が低く抑えられ

ることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大

きくなる。 

 

事故条件の水の放射線分解によるＧ値は，解析条件の水

素：0.06，酸素：0.03 に対して最確条件は同じであるが，

Ｇ値の不確かさにより水の放射線分解による酸素発生量が

大幅に増加する場合，格納容器内の酸素濃度が可燃領域又

は爆轟領域となる可能性がある。その場合には，格納容器

圧力逃がし装置を使用し，格納容器内の気体を排出するこ

とが可能であるため，評価項目となるパラメータに与える

影響はない。 

 

 

Ｇ値の不確かさにより水の放射線分解による酸素発生量

が大幅に増加する場合について，設計基準事故対処設備で

ある可燃性ガス濃度制御系の性能評価に用いているＧ値

（沸騰状態の場合，水素：0.4，酸素：0.2，非沸騰状態の

件における酸素濃度は，酸素ガスの蓄積が最も進む事象

発生から７日後においても約 1.9vol％であり，可燃限界

を下回る。また，本評価における酸素濃度と同等の値で

あることから，評価項目となるパラメータに与える影響

は小さい。 

 

また，仮に低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉

注水の操作開始が遅れた場合，第 3.4.3－1(3)図及び第

3.4.3－1(4)図に示すとおり，全炉心内のジルコニウム量

の約 6.2％が水と反応し，炉心内のジルコニウム－水反

応による水素ガス発生量は 16％程度減少するが，ウェッ

ト条件における酸素濃度は，酸素ガスの蓄積が最も進む

事象発生から７日後においても約 2.1vol％であり，可燃

限界を下回る。また，本評価における酸素濃度と同等の

値であることから，評価項目となるパラメータに与える

影響は小さい。 

 

 

事故条件の金属腐食等による水素ガス発生量は，最確

条件とした場合は，水素ガス発生量が増加するため，本

評価事故シーケンスにおける原子炉格納容器内の酸素濃

度推移が低く抑えられることから，評価項目となるパラ

メータに対する余裕は大きくなる。 

 

事故条件の水の放射線分解によるＧ値は，解析条件の

水素ガス：0.06，酸素ガス：0.03に対して最確条件は同

じであるが，Ｇ値の不確かさにより水の放射線分解によ

る酸素ガス発生量が大幅に増加する場合，原子炉格納容

器内の酸素濃度が可燃領域又は爆轟領域となる可能性が

ある。その場合には，格納容器フィルタベント系を使用

し，原子炉格納容器内の気体を排出することが可能であ

るため，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

 

 

Ｇ値の不確かさにより水の放射線分解による酸素ガス

発生量が大幅に増加する場合について，設計基準事故対

処設備である可燃性ガス濃度制御系の性能評価に用いて

いるＧ値（沸騰状態の場合，水素：0.4，酸素：0.2，非

ト条件により原子炉注

水の操作時間の感度を

評価しているが，東海第

二ではドライ条件で評

価している。 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，ウェッ

ト条件により原子炉注

水の操作時間の感度を

評価しているが，東海第

二ではドライ条件で評

価している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 
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感度解析を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.4.11 図から第 3.4.15 図に示すとおり，原子炉格納

容器内の酸素濃度は，ウェット条件において事象発生か

ら約 51時間で 5vol%に到達するが，格納容器圧力逃がし

装置又は耐圧強化ベント系（ウェットウェルベント）を

用いた原子炉格納容器内の気体の排出操作には十分な時

間余裕がある。5vol%到達時点で原子炉格納容器内の気体

の排出操作を実施すると，水蒸気とともに非凝縮性ガス

が原子炉格納容器外に押し出され，また，原子炉格納容

器内は，減圧沸騰による原子炉冷却材の蒸発によって発

生する水蒸気で満たされるため，原子炉格納容器内の水

素濃度及び酸素濃度はほぼ 0vol%まで低下する。また，

ドライ条件では，ドライウェルの酸素濃度が 5vol%を超

えるが，これはドライウェルの大部分が継続的に水蒸気

で占められるためであり，実際の状況下でドライ条件と

なり，水素燃焼が発生することはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

場合，水素：0.25，酸素：0.125）を使用した感度解析を実

施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.4－15 図から第 3.4－17 図に示すとおり，格納容器内

の酸素濃度は事象発生から約 21 時間で 4.0vol％（ドライ

条件）に到達するため，可搬型窒素供給装置による格納容

器内への窒素注入を開始し，格納容器圧力が 0.31MPa［gage］

到達により窒素注入を停止する。酸素濃度は再度上昇し，

酸素濃度が 4.0vol％（ドライ条件）に到達するため窒素注

入を再開するが，格納容器圧力が 0.465MPa［gage］に到達

するため窒素注入を停止する。その後も酸素濃度が上昇す

ることで，格納容器内の酸素濃度は，事象発生から約 122 時

間で 4.3vol％（ドライ条件）に到達するが，格納容器圧力

逃がし装置を用いた格納容器内の気体の排出操作には十分

な時間余裕がある。4.3vol％（ドライ条件）到達時点で格

納容器内の気体の排出操作を実施すると，水蒸気とともに

非凝縮性ガスが格納容器外に押し出され，また，格納容器

内は，減圧沸騰による原子炉冷却材の蒸発によって発生す

る水蒸気で満たされるため，格納容器内の水素濃度及び酸

素濃度はほぼ 0vol％（ウェット条件）まで低下する。さら

に，可搬型窒素供給装置による格納容器内への窒素注入操

作により，酸素濃度は低下傾向となり可燃限界である

5vol％（ドライ条件）に到達しないため，水素燃焼が発生

することはない。 

 

 

 

沸騰状態の場合，水素：0.25，酸素：0.125）を使用した

感度解析を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.4.3－1(5)図から第 3.4.3－1(9)図に示すとおり，原

子炉格納容器内の酸素濃度は，ドライ条件において事象

発生から約 85 時間で 4.4vol％に到達するが，格納容器

フィルタベント系を用いた原子炉格納容器内の気体の排

出操作には十分な時間余裕がある。4.4vol％到達時点で

原子炉格納容器内の気体の排出操作を実施すると，水蒸

気とともに非凝縮性ガスが原子炉格納容器外に押し出さ

れ，また，原子炉格納容器内は，減圧沸騰による原子炉

冷却材の蒸発によって発生する水蒸気で満たされるた

め，原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度はほぼ０

vol％まで低下することから，水素燃焼が発生することは

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【柏崎 6/7】 

ＤＢＡの性能評価で

は沸騰状態と非沸騰状

態でＧ値を変更して評

価しており，島根２号炉

は，その条件どおりに評

価を行っている。 

（柏崎 6/7 はＤＢＡの

性能評価において，保守

的な条件として沸騰状

態のＧ値を非沸騰状態

にも適用して評価して

いる。） 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，窒素注

入を実施し既定の格納

容器圧力到達により窒

素注入を停止した後の，

再度の注入は行わない

運用としている。 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，ドライ

条件の酸素濃度が可燃

領域に到達するよりも

前に格納容器ベントを

実施するため，ドライ条

件の酸素濃度は５vol％

を超えない。 

（ただし，ＬＯＣＡ後の

ブローダウンに起因し

て，ドライウェル内のほ

ぼ 100％が水蒸気で満

たされる期間は除く） 
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ドライ条件とならないことを確認するため，水蒸気の

凝縮が過剰に進む場合として，格納容器圧力が最も低下

する事象発生から 7 日後（168 時間後）において，残留

熱除去系による格納容器スプレイをドライウェルに連続

で実施した場合を評価し，原子炉格納容器内の気相濃度

の推移を確認した。第 3.4.16 図から第 3.4.18 図に示す

とおり，格納容器スプレイによる水蒸気の凝縮を考慮し

ても，格納容器スプレイ開始後約 4 時間（原子炉格納容

器内が負圧となる時間）までは，原子炉格納容器内の水

素濃度及び酸素濃度が可燃限界に至ることはない。なお，

ベント弁を開放している状況下で格納容器スプレイを実

施する手順とはしておらず，格納容器スプレイにインタ

ーロックによる自動起動はないことから誤動作のおそれ

はない。運転員の誤操作によって格納容器スプレイを連

続で実施しても，原子炉格納容器内が負圧に至るまでは

格納容器スプレイ開始から約 4 時間の時間余裕がある。

また，格納容器スプレイの停止操作は中央制御室での簡

易な操作であることから，約 4 時間の時間余裕の間での

運転員による格納容器スプレイの停止に期待できる。こ

のため，現実として原子炉格納容器内が負圧になること

はなく，したがって原子炉格納容器内がドライ条件にな

ることはない。 

 

格納容器圧力逃がし装置等による対応が生じる場合，

その対応フローは「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.3 代替循

環冷却系を使用しない場合」と同じであり，格納容器圧

力逃がし装置等の操作が必要となる時間は，「3.1.3代替

循環冷却系を使用しない場合」よりも，本感度解析によ

る評価結果の方が遅いことから，水素燃焼を防止する観

点での事故対応は十分に可能となる。大気中への Cs-137

の総放出量の観点でも，本感度解析による評価結果の方

が，事象発生から原子炉格納容器内の気体の排出操作ま

での時間が長いことから，「3.1.3 代替循環冷却系を使用

しない場合」の評価結果である約 2.0TBqを超えることは

なく，評価項目である 100TBqを十分に下回る。 

（添付資料 3.4.1，3.4.4, 3.4.5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

格納容器圧力逃がし装置による対応が生じる場合，その

対応フローは「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.3 代替循環冷却系

を使用できない場合」と同じであり， 格納容器圧力逃がし

装置の操作が必要となる時間は，「3.1.3 代替循環冷却系を

使用できない場合」よりも，本感度解析による評価結果の

方が遅いことから，水素燃焼を防止する観点での事故対応

は十分に可能となる。大気中へのＣｓ－137 の総放出量の

観点でも，本感度解析による評価結果の方が，事象発生か

ら格納容器内の気体の排出操作までの時間が長いことか

ら，「3.1.3 代替循環冷却系を使用できない場合」の評価結

果である約 18TBq を超えることはなく，評価項目である

100TBq を十分に下回る。 

（添付資料 3.4.4，3.4.5，3.4.6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

格納容器フィルタベント系による対応が生じる場合，

その対応フローは「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.3 残留熱

代替除去系を使用しない場合」と同じであり，格納容器

フィルタベント系の操作が必要となる時間は，「3.1.3 

残留熱代替除去系を使用しない場合」よりも，本感度解

析による評価結果の方が遅いことから，水素燃焼を防止

する観点での事故対応は十分に可能となる。大気中への

Ｃｓ－137 の総放出量の観点でも，本感度解析による評

価結果の方が，事象発生から原子炉格納容器内の気体の

排出操作までの時間が長いことから，「3.1.3 残留熱代替

除去系を使用しない場合」の評価結果である約 4.8TBqを

超えることはなく，評価項目である 100TBqを十分に下回

る。 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，ドライ

条件の酸素濃度が可燃

領域に到達するよりも

前に格納容器ベントを

実施するため，ドライ条

件の酸素濃度は５vol％

を超えない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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ｂ．操作条件 

本評価事故シーケンスにおける操作条件は，「3.1.2.3(2)

ｂ. 操作条件」と同様である。 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

本評価事故シーケンスにおける操作時間余裕の把握は

「3.1.2.3(3) 操作時間余裕の把握」と同様である。 

 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲とし

て，運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメ

ータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，

解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与

える影響等を考慮した場合においても，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。このほか，評価項目となるパ

ラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内におい

て，操作時間には時間余裕がある。 

 

 

ｂ．操作条件 

本評価事故シーケンスにおける操作条件は，「3.1.2.3(2)

ｂ．操作条件」と同様である。 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

本評価事故シーケンスにおける操作時間余裕の把握は

「3.1.2.3(3) 操作時間余裕の把握」と同様である。 

 

(4) ま と め 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲とし

て，運転員操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータ

に与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，解析コ

ード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響

等を考慮した場合においても，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。このほか，評価項目となるパラメータに対

して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間に

は時間余裕がある。 

 

（添付資料3.4.1，3.4.4，3.4.5） 

 

ｂ．操作条件 

本 評 価 事 故 シ ー ケ ン ス に お け る 操 作 条 件 は ，

「3.1.2.3(2)b.操作条件」と同様である。 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

本評価事故シーケンスにおける操作時間余裕の把握は，

「3.1.2.3(3)操作時間余裕の把握」と同様である。 

 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲とし

て，運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメ

ータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，

解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与

える影響等を考慮した場合においても，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。このほか，評価項目となるパ

ラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内におい

て，操作時間には時間余裕がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4.4 必要な要員及び資源の評価 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷却系

を使用する場合」と同じであることから，必要な要員及び資源の

評価は「3.1.2.4 必要な要員及び資源の評価」と同じである。 

3.4.4 必要な要員及び資源の評価 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷却系

を使用する場合」と同じであることから，必要な要員及び資源の

評価は「3.1.2.4 必要な要員及び資源の評価」と同じである。 

3.4.4 必要な要員及び資源の評価 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的

負荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 残留熱代替除

去系を使用する場合」と同じであることから，必要な要員及び資

源の評価は「3.1.2.4 必要な要員及び資源の評価」と同じである。 

 

 

3.4.5 結論 

格納容器破損モード「水素燃焼」では，ジルコニウム－水反応

等によって発生した水素ガスと，水の放射線分解によって発生し

た酸素ガスが原子炉格納容器内で反応することによって激しい燃

焼が生じ，原子炉格納容器の破損に至ることが特徴である。格納

容器破損モード「水素燃焼」に対する格納容器破損防止対策とし

ては，窒素ガス置換による原子炉格納容器内雰囲気の不活性化を

実施している。 

 

 

 

 

3.4.5 結 論 

格納容器破損モード「水素燃焼」では，ジルコニウム－水反応

等によって発生した水素と，水の放射線分解によって発生した酸

素が格納容器内で反応することによって激しい燃焼が生じ，格納

容器の破損に至ることが特徴である。格納容器破損モード「水素

燃焼」に対する格納容器破損防止対策としては，窒素置換による

格納容器内雰囲気の不活性化に加え，可搬型窒素供給装置による

格納容器内への窒素注入手段を整備している。 

 

 

 

 

3.4.5 結論 

格納容器破損モード「水素燃焼」では，ジルコニウム－水反応

等によって発生した水素ガスと，水の放射線分解によって発生し

た酸素ガスが原子炉格納容器内で反応することによって激しい燃

焼が生じ，原子炉格納容器の破損に至ることが特徴である。格納

容器破損モード「水素燃焼」に対する格納容器破損防止対策とし

ては，窒素ガス置換による原子炉格納容器内雰囲気の不活性化に

加え，可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器内への窒素注入

手段を整備している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，可燃領

域の到達を防止するた

めに，ＳＡ設備である可

搬式窒素供給装置によ
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格納容器破損モード「水素燃焼」では，酸素濃度が他のプラン

ト損傷状態よりも相対的に高くなる可能性が考えられ，炉心損傷

を防止できない事故シーケンスとして抽出されている評価事故シ

ーケンス「大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失+全交流動力電源喪失」

について，有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，窒素ガス置換による原子炉格納容器内

雰囲気の不活性化により，酸素濃度が可燃限界である5vol%以下と

なることから，水素燃焼に至ることはなく，評価項目を満足して

いる。また，安定状態を維持できる。 

 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運

転員等操作時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内にお

いて，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合で

も一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員

にて確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可

能である。 

以上のことから，窒素ガス置換による原子炉格納容器内雰囲気

の不活性化等の格納容器破損防止対策は，選定した評価事故シー

ケンスに対して有効であることが確認でき，格納容器破損モード

「水素燃焼」に対して有効である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

格納容器破損モード「水素燃焼」では，酸素濃度が他のプラン

ト損傷状態よりも相対的に高くなる可能性が考えられ，炉心損傷

を防止できない事故シーケンスとして抽出されている評価事故シ

ーケンス「大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失

敗」について，有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，窒素置換による格納容器内雰囲気の不

活性化に加え，可搬型窒素供給装置による格納容器内への窒素注

入により，酸素濃度が可燃限界である 5vol％（ドライ条件）以下

となることから，水素燃焼に至ることはなく，評価項目を満足し

ている。また，安定状態を維持できる。 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運

転員等操作時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内にお

いて，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合で

も一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保可能

である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，窒素置換による格納容器内雰囲気の不活性化，

可搬型窒素供給装置による格納容器内への窒素注入等の格納容器

破損防止対策は，選定した評価事故シーケンスに対して有効であ

ることが確認でき，格納容器破損モード「水素燃焼」に対して有

効である。 

 

 

格納容器破損モード「水素燃焼」では，酸素濃度が他のプラン

ト損傷状態よりも相対的に高くなる可能性が考えられ，炉心損傷

を防止できない事故シーケンスとして抽出されている評価事故シ

ーケンス「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪

失＋全交流動力電源喪失」について，有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，窒素ガス置換による原子炉格納容器内

雰囲気の不活性化及び可搬式窒素供給装置を用いた原子炉格納容

器内への窒素注入により，酸素濃度が可燃限界である５vol％（ド

ライ条件）以下となることから，水素燃焼に至ることはなく，評

価項目を満足している。また，安定状態を維持できる。 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運

転員等操作時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内にお

いて，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合で

も一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員

にて確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源も供給可

能である。 

以上のことから，窒素ガス置換による原子炉格納容器内雰囲気

の不活性化及び可搬式窒素供給装置を用いた原子炉格納容器内へ

の窒素注入手段等の格納容器破損防止対策は，評価事故シーケン

スに対して有効であることが確認でき，格納容器破損モード「水

素燃焼」に対して有効である。 

る窒素注入を実施する

こととしている。 
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第 3.4.1 図 格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

第 3.4－1 図 格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

第 3.4.2-1(1)図 格納容器圧力の推移 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉は，格納容

器スプレイを実施して

いないが，柏崎 6/7は原

子炉注水と格納容器ス

プレイを交互に実施す

ることによる挙動の差

異。 

②島根２号炉は，残留代

替除去系の運転開始後

に，窒素を注入している

ことから，柏崎 6/7のよ

うに格納容器圧力が低

下しない。 

【東海第二】 

①島根２号炉は，東海第

二と比較して残留熱代

替除去系の運転開始が

遅いため，格納容器圧力

が高く推移する。 

②島根２号炉は，東海第

二と比較して，注入する

窒素の容量が少ないこ

とから，窒素注入開始以

降において格納容器圧

力が有意に上昇しない。 

 

① 

② 

 

① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 

① 
② 
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第 3.4.2 図 格納容器気相部温度の推移 

 

 

第 3.4－2 図 格納容器雰囲気温度の推移 

 

 

第 3.4.2-1(2)図 格納容器温度の推移 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉は，格納容

器スプレイを実施して

いないが，柏崎 6/7は原

子炉注水と格納容器ス

プレイを交互に実施す

ることによる挙動の差

異。 

【東海第二】 

①島根２号炉は，東海第

二と比較して残留熱代

替除去系の運転開始が

遅いため，格納容器温度

が高く推移する。 

②島根２号炉は，東海第

二と比較して，注入する

窒素の容量が少ないこ

とから，窒素注入開始以

降において格納容器温

度の有意な変動が生じ

ない。 

 

  

① 

① 

② 

① 
② 
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第 3.4.3 図 ドライウェルの気相濃度の推移（ウェット条件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.4.4 図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

（ウェット条件） 

 

 

第 3.4－3 図 ドライウェルの気相濃度の推移（ウェット条件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.4－4 図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

（ウェット条件） 

 

 

第 3.4.2-1(3)図 ドライウェル気相濃度の推移（ウェット条件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.4.2-1(4)図 サプレッション・チェンバ気相濃度の推移 

（ウェット条件） 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

①島根２号炉及び柏崎

6/7では，ＬＯＣＡ後の

ブローダウンにより，ド

ライウェル内のほぼ

100％が水蒸気で満たさ

れた状態となるが，東海

第二では，事象初期に代

替循環冷却系を用いた

格納容器スプレイを実

施することにより，水蒸

気が凝縮され，水蒸気濃

度は 100％程度まで上

昇しない。 

②島根２号炉は，残留熱

代替除去系の開始に合

わせ窒素注入を開始す

るが，東海第二では，格

納容器の酸素濃度（ドラ

イ条件）４vol％到達時

に開始するため，窒素濃

度の上昇のタイミング

が異なる。 

【柏崎 6/7，東海第二】 

③残留熱代替除去系に

よる原子炉格納容器除

熱開始後，ドライウェル

内の格納容器圧力が低

下し，それに伴うサプレ

ッション・チェンバ圧力

の低下による減圧沸騰

により水蒸気量が増加

する（設備の除熱量や原

子炉格納容器除熱開始

のタイミング等により

３社の挙動はそれぞれ

異なる）。 

① 

① 

① 

② 

② 

③ 

③ 
③ 
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第 3.4－5 図 ドライウェルの気相濃度の推移 

（ウェット条件）（～8 時間） 

 

 

 

 

第 3.4－6 図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

（ウェット条件）（～8 時間） 

  

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，事象初

期に格納容器スプレイ

の実施による格納容器

側のマネジメントは実

施しないため，挙動の移

り変わりが少ないこと

から，ドライウェルの気

相濃度（ウェット条件）

の短時間グラフは記載

していない。 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，事象初

期に格納容器スプレイ

の実施による格納容器

側のマネジメントは実

施しないため，挙動の移

り変わりが少ないこと

から，サプレッション・

チェンバの気相濃度（ウ

ェット条件）の短時間グ

ラフは記載していない。 
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第 3.4.5 図 ドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

 

 

第 3.4－7 図 ドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

 

 

第 3.4.2-1(5)図 ドライウェルの気相濃度の推移(ドライ条件) 

 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

①島根２号炉は，ＬＯＣ

Ａ後のブローダウンに

より，ドライウェル内の

ほぼ 100％が水蒸気で

満たされた状態となる

ことにより，可燃性ガス

の濃度（ドライ条件）が

相対的に高くなるが，東

海第二では，事象初期に

代替循環冷却系を用い

た格納容器スプレイを

実施することにより，水

蒸気濃度は 100％程度

まで上昇しないため，こ

れに伴う可燃性ガスの

濃度（ドライ条件）の有

意な上昇はない。 

【柏崎 6/7】 

②島根２号炉は，可燃瀬

ガス濃度抑制のため，原

子炉格納容器内に窒素

を注入することから，窒

素の濃度が上昇する。 

 

 

① 
① 

① 

② 
② 

② 
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第 3.4.6 図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

（ドライ条件） 

 

 

第 3.4－8 図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

（ドライ条件） 

 

 

 

 

第 3.4.2-1(6)図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

(ドライ条件) 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

①島根２号炉は，窒素の

注入はドライウェル側

のみであるため，ドライ

ウェルへの窒素注入開

始（事象発生から 12 時

間）後に，当初サプレッ

ション・チェンバの窒素

濃度は上昇しないが，残

留熱代替除去系による

格納容器の除熱量が崩

壊熱量を上回った時点

で，サプレッション・プ

ールからの蒸発が減少

して，サプレッション・

チェンバの圧力がドラ

イウェルの圧力を下回

ることにより，ドライウ

ェルに注入した窒素が

サプレッション・チェン

バに流入し，サプレッシ

ョン・チェンバの窒素濃

度が上昇する。一方で東

海第二では，サプレッシ

ョン・チェンバへも窒素

を注入しているため，窒

素注入開始以降，窒素の

濃度が上昇している。 

 

① ① 
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第 3.4－9 図 ドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

（～8 時間） 

 

 

 

第 3.4－10 図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

（ドライ条件）（～8 時間） 

  

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，事象初

期に格納容器スプレイ

の実施による原子炉格

納容器側のマネジメン

トは実施しないため，挙

動の移り変わりが少な

いことから，ドライウェ

ルの気相濃度（ドライ条

件）の短時間グラフは記

載していない。 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，事象初

期に格納容器スプレイ

の実施による原子炉格

納容器側のマネジメン

トは実施しないため，挙

動の移り変わりが少な

いことから，サプレッシ

ョン・チェンバの気相濃

度（ドライ条件）の短時

間グラフは記載してい

ない。 
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第 3.4.7 図 事象発生から 30 分後に注水を開始した場合の 

ドライウェルの気相濃度の推移（ウェット条件） 

 

 

 

 

第 3.4.8 図 事象発生から 30 分後に注水を開始した場合のサプ

レッション・チェンバの気相濃度の推移（ウェット条件） 

 

 

第 3.4－11 図 事象発生から 15 分後に原子炉注水を開始した 

場合のドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

 

 

第 3.4－12 図 事象発生から 15 分後に原子炉注水を開始した 

場合のサプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

 

第 3.4.3-1(1)図 事象発生から 25分後に注水を開始した場合の

ドライウェルの気相濃度の推移(ウェット条件) 

 

 

 

 

第 3.4.3-1(2)図 事象発生から 25分後に注水を開始した場合の

サプレッション・チェンバの気相濃度の推移(ウェット条件) 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，ウェッ

ト条件により原子炉注

水操作の感度を評価し

ているが，東海第二はド

ライ条件で評価してい

る。 

（・挙動の差異はベース

ケースと同様。） 
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第 3.4.9 図 事象発生から 90 分後に注水を開始した場合のドラ

イウェルの気相濃度の推移（ウェット条件） 

 

 

 

 

第 3.4.10 図 事象発生から 90 分後に注水を開始した場合のサプ

レッション・チェンバの気相濃度の推移（ウェット条件） 

 

 

 

 

第 3.4－13 図 事象発生から 50 分後に原子炉注水を開始した 

場合のドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

 

 

第 3.4－14 図 事象発生から 50 分後に原子炉注水を開始した 

場合のサプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

 

 

第 3.4.3-1(3)図 事象発生から 60分後に注水を開始した場合の

ドライウェルの気相濃度の推移(ウェット条件) 

 

 

 

 

第 3.4.3-1(4)図 事象発生から 60分後に注水を開始した場合の

サプレッション・チェンバの気相濃度の推移(ウェット条件) 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，ウェッ

ト条件により原子炉注

水操作の感度を評価し

ているが，東海第二はド

ライ条件で評価してい

る。 

（・挙動の差異はベース

ケースと同様。） 
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第 3.4.11 図 G 値を設計基準事故ベースとした場合の 

格納容器圧力の推移※ 

 

 

 

 

 

 

 

※ 本評価では事象初期の崩壊熱をより詳細に評価し，水の放射線

分解による水素ガス及び酸素ガス発生量に反映している。こ

のため，事故後約 51 時間後までの格納容器圧力の推移は，

「3.1.2 代替循環冷却系を使用する場合」の第 3.1.2.11 図

及び第 3.4.1 図に示す格納容器圧力の推移とおおむね同じで

あるものの，完全には一致しない。 

 

 

第 3.4-15 図 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合の 

格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

第 3.4.3-1(5)図 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合の 

格納容器圧力の推移 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

①島根２号炉は，東海第

二と同様に可燃性ガス

濃度の上昇抑制を目的

に原子炉格納容器内に

窒素を注入しているが，

注入する窒素の容量が

東海第二より小さいこ

とから，格納容器圧力の

有意な上昇はない。 

 

（②酸素濃度を基準と

した格納容器ベントの

実施により格納容器圧

力が低下しており，３プ

ラントとも同様の挙

動。） 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，Ｇ値を

設計基準事故ベースと

した場合についても，ベ

ース解析と同じ条件で

実施している 。 

  

② 

① 

① 

② 

② 
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第 3.4.12 図 G 値を設計基準事故ベースとした場合の 

ドライウェルの気相濃度の推移（ウェット条件） 

 

 

 

第 3.4.13 図 G 値を設計基準事故ベースとした場合の 

サプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ウェット条件） 

 

 

  

 

第 3.4.3-1(6)図 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合の 

ドライウェルの気相濃度の推移(ウェット条件) 

 

 

 

 

第 3.4.3-1(7)図 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合の 

サプレッション・チェンバの気相濃度の推移(ウェット条件) 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，Ｇ値を

設計基準事故ベースと

した場合の解析におい

ても，ウェット条件の気

相濃度の推移を記載し

ている。 

（・格納容器ベントの実

施に伴う減圧沸騰によ

り原子炉格納容器内が

水蒸気に満たされた状

態となり，非凝縮性ガス

の濃度が小さくなるこ

とは，２プラントとも同

様の挙動。） 
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第 3.4.14 図 G 値を設計基準事故ベースとした場合のドライウェ

ルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

第 3.4.15 図 G 値を設計基準事故ベースとした場合のサプレッシ

ョン・チェンバの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

 

 

 

第 3.4－16 図 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合の 

ドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

第 3.4－17 図 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合の 

サプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

第 3.4.3-1(8)図 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合のドライ

ウェルの気相濃度の推移(ドライ条件) 

 

 

第 3.4.3-1(9)図 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合のサプレ

ッション・チェンバの気相濃度の推移(ドライ条件) 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

①島根２号炉は，格納容

器ベント実施時に，原子

炉格納容器内への窒素

注入を実施していない

ため，ドライ条件の可燃

性ガス濃度は，ほぼ水の

放射線分解による水素

と酸素の濃度比率とな

るが，東海第二では，窒

素注入を実施している

ため，水素と酸素だけで

はなく窒素も存在して

いる。 

 

②島根２号炉は，格納容

器ベント実施時に，原子

炉格納容器内への窒素

注入を実施していない

ため，ドライ条件の可燃

性ガス濃度は，ほぼ水の

放射線分解による水素

と酸素の濃度比率とな

るが，東海第二では，窒

素注入を実施している

ため，水素と酸素だけで

はなく窒素も存在して

いる。 

  

① 

① 

② 

② 
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第 3.4.16 図 G 値を設計基準事故ベースとした場合の格納容器圧

力の推移（事象発生から 168 時間後に残留熱除去系によるドライ

ウェルスプレイ（954m3/h）を連続で実施）※ 

 

※本評価では事象初期の崩壊熱をより詳細に評価し，水の放射線

分解による水素ガス及び酸素ガス発生量に反映している。こ

のため，事故後約 51 時間後までの格納容器圧力の推移は，

「3.1.2 代替循環冷却系を使用する場合」の第 3.1.2.11 図

及び第 3.4.1 図に示す格納容器圧力の推移とおおむね同じで

あるものの，完全には一致しない。 

  ・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，酸素濃

度 が ド ラ イ 条 件 で

4.4vol％に到達した時

点で格納容器ベントを

実施することにしてい

ることから，柏崎 6/7

とは異なり感度解析は

不要。 
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第 3.4.17 図 G 値を設計基準事故ベースとした場合のドライウェ

ルの気相濃度の推移（ウェット条件）（事象発生から 168 時間後

に残留熱除去系によるドライウェルスプレイ（954m3/h）を連続で

実施） 

 

 

 

第 3.4.18 図 G 値を設計基準事故ベースとした場合のサプレッシ

ョン・チェンバの気相濃度の推移（ウェット条件）（事象発生から

168 時間後に残留熱除去系によるドライウェルスプレイ

（954m3/h）を連続で実施） 

 

 

 

 

 

 

 

  ・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，酸素濃

度 が ド ラ イ 条 件 で

4.4vol％に到達した時

点で格納容器ベントを

実施することにしてい

ることから，柏崎 6/7

とは異なり感度解析は

不要。 
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・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①運転上許容される値

の上限値に基づき，初期

酸素濃度を設定してい

る考え方は３プラント

とも同様。 

【東海第二】 

②島根２号炉は，ドライ

条件の酸素濃度につい

て水蒸気が凝縮される

までの期間で可燃領域

を超えることから，最高

値ではなく，統一的に７

日後の酸素濃度を記載

している。 
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① 
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② 

② 
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添付資料 3.4.1 

 

G 値を設計基準事故ベースとした場合の評価結果への影響 

 

 

1. はじめに 

今回の評価では，電力共同研究[1] [2]の結果を踏まえ，水の放

射線分解における水素ガス及び酸素ガスの G値を G(H2) = 0.06, 

G(O2) = 0.03 としている。今回の評価で用いた G値は過去の複数

回の実験によって測定した値であり，重大事故環境下での水の放

射線分解の評価に適した値と考えるが，実験においても G値には

ばらつきが確認されたこと及び事故時の原子炉格納容器内の環境

には不確かさがあることを考慮すると，G値については不確かさ

を考慮した取り扱いが特に重要となる。 

実際の事故対応において，何らかの要因によって酸素濃度が今

回の評価よりも早く上昇する場合，事象発生から 7日が経過する

前に酸素濃度が 5vol%を上回る可能性が考えられる。ここでは何

らかの要因によって酸素濃度が今回の評価よりも早く上昇する場

合を想定し，酸素濃度の上昇速度の変化が評価結果及び事故対応

に与える影響を確認した。 

なお，基本的に，炉心損傷を伴う事故シーケンスでは，原子炉

水位の低下や損傷炉心への注水により多量の水蒸気が発生するた

め，原子炉格納容器内がドライ条件となることは考えにくい。こ

のため，水素燃焼の可能性の有無は，ウェット条件における気相

濃度によって判断した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 評価条件 

今回の申請において示した解析ケース（以下「ベースケース」

という。）の評価条件に対する変更点は以下のとおり。この他の評

添付資料 3.4.5 

 

Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合の評価結果への影響につい

て 

 

1. はじめに 

今回の評価では，電力共同研究[1][2]の成果を踏まえ，水の放

射線分解における水素及び酸素のＧ値を G(H２)＝0.06，G(O２)

＝0.03としている。今回の評価で用いたＧ値は，過去の複数回

の実験によって測定した値であり，重大事故環境下での水の放

射線分解の評価に適した値と考えるが，実験においてもＧ値に

はばらつきが確認されたこと及び事故時の格納容器内の環境に

は不確かさがあることを考慮すると，Ｇ値については不確かさ

を考慮した取扱いが特に重要となる。 

実際の事故対応において，何らかの要因によって酸素濃度が

今回の評価よりも早く上昇する場合，事象発生から 7 日が経過

する前に酸素濃度が 4.3vol％を上回る可能性が考えられる。こ

こでは，何らかの要因によって酸素濃度が今回の評価よりも早

く上昇する場合を想定し，酸素濃度の上昇速度の変化が評価結

果及び事故対応に与える影響を確認した。 

なお，炉心損傷を伴う事故シーケンスでは，原子炉水位の低

下や損傷炉心への注水により多量の水蒸気が発生するため，基

本的に格納容器内がドライ条件となることは考えにくい。ただ

し，水素燃焼による爆轟の可能性の有無は，保守的にドライ条

件における気相濃度によって判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 評価条件 

第 3.4－3 図から第 3.4－6 図に示した解析ケース（以下「ベ

ースケース」という。）の評価条件に対する変更点は以下のとお

添付資料 3.4.1 

 

Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合の評価結果への影響 

 

 

１．はじめに 

今回の評価では，電力共同研究[1,2]の結果を踏まえ，水の放射線

分解における水素ガス及び酸素ガスのＧ値を G(H2)=0.06，

G(02)=0.03 としている。今回の評価で用いたＧ値は過去の複数回

の実験によって測定した値であり，重大事故環境下での水の放射

線分解の評価に適した値と考えるが，実験においてもＧ値にはば

らつきが確認されたこと及び事故時の原子炉格納容器内の環境に

は不確かさがあることを考慮すると，Ｇ値については不確かさを

考慮した取扱いが特に重要となる。 

実際の事故対応において，何らかの要因によって酸素濃度が今

回の評価よりも早く上昇する場合，事象発生から７日が経過する

前に酸素濃度が５vol％を上回る可能性が考えられる。ここでは何

らかの要因によって酸素濃度が今回の評価よりも早く上昇する場

合を想定し，酸素濃度の上昇速度の変化が評価結果及び事故対応

に与える影響を確認した。 

なお，基本的に，炉心損傷を伴う事故シーケンスでは，原子炉

水位の低下や損傷炉心への注水により多量の水蒸気が発生するた

め，原子炉格納容器内がドライ条件となることは考えにくい。こ

のため，水素燃焼の可能性の有無は，ウェット条件における気相

濃度によって判断した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．評価条件 

今回の申請において示した解析ケース（以下,「ベースケース」

という。）の評価条件に対する変更点は以下のとおり。このほか

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，有効性

評価上，可燃性ガスの可

燃限界到達有無を確認

している。 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，ＬＯＣ

Ａ後のブローダウンに

より，原子炉格納容器内

が水蒸気で満たされ，ド

ライ条件における酸素

濃度が５vol％を超える

期間があるため，ウェッ

ト条件によって判断し

ている。 
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価条件は，ベースケースと同等である。 

 

・水の放射線分解における水素ガス及び酸素ガスの G値を G(H2) 

= 0.4, G(O2) = 0.2とした。この値は設計基準事故対処設備

である可燃性ガス濃度制御系の性能を評価する際に用いてい

る値であり，設計基準事故環境下に対しても一定の保守性を

有する値である。設計基準事故環境下に比べ，重大事故環境

下では G 値が低下する傾向にあることから，重大事故環境下

における G値の不確かさとして考慮するには十分に保守的な

値である。 

 

 

 

 

 

 

 

・事象発生から 7日が経過する前に，水素濃度及び酸素濃度が

ともに可燃限界を上回る場合には，格納容器圧力逃がし装置

又は耐圧強化ベント系（ウェットウェルベント） （以下「格

納容器圧力逃がし装置等」という。）によって原子炉格納容器

内の気体を環境中に排出し，原子炉格納容器内の水素濃度及

び酸素濃度を低減する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り。この他の評価条件は，ベースケースと同等である。 

 

 ・水の放射線分解における水素及び酸素のＧ値を，沸騰状態に

おいては  G(H２)＝0.4，G(O２)＝0.2，非沸騰状態において

は G(H２)＝0.25，G(O２)＝0.125とする。この値は，設計基準

事故対処設備である可燃性ガス濃度制御系の性能を評価する

際に用いている値であり，設計基準事故環境下に対しても一

定の保守性を有する値である。設計基準事故環境下に比べ，

重大事故環境下ではＧ値が低下する傾向にあることから，重

大事故環境下におけるＧ値の不確かさとして考慮するには十

分に保守的な値である。 

 

 

 

 

 

 

 ・事象発生から 7 日が経過する前に，水素濃度及び酸素濃度が

ともに可燃限界を上回るため，格納容器圧力逃がし装置によ

って格納容器内の気体を環境中に排出し，格納容器内の水素

濃度及び酸素濃度を低減する。 

 

 

 

 

 

 

 ・格納容器内への窒素注入手順としては，格納容器バウンダリ

の健全性に対する裕度の確保及び格納容器漏えいの影響を考

慮し，格納容器圧力 0.31MPa[gage]までの注入を基本とする

が，本感度解析のように早期の格納容器ベント（事故後 7 日

以内を想定）に至る場合には，0.465MPa[gage]までの追加の

窒素注入を実施することで，可能な限り格納容器ベント遅延

させ，環境への影響を低減させることとする。ベースケース

と感度解析ケースの窒素注入条件を第 1表及び第 2表に示す。 

 

 

 

の評価条件は，ベースケースと同等である。 

 

・水の放射線分解における水素ガス及び酸素ガスのＧ値を，沸騰

状態においては G(H2)=0.4，G(02)=0.2，非沸騰状態においては

G(H2)=0.25，G(02)=0.125とした。この値は設計基準事故対処設

備である可燃性ガス濃度制御系の性能を評価する際に用いてい

る値であり，設計基準事故環境下に対しても一定の保守性を有

する値である。設計基準事故環境下に比べ，重大事故環境下で

はＧ値が低下する傾向にあることから，重大事故環境下におけ

るＧ値の不確かさとして考慮するには十分に保守的な値であ

る。 

 

 

 

 

 

 

・事象発生から７日が経過する前に，水素濃度が可燃限界を上回

り，酸素濃度がドライ条件で 4.4vol％及びウェット条件で

1.5vol％に到達する場合には，格納容器フィルタベント系によ

って原子炉格納容器内の気体を環境中に排出し，原子炉格納容

器内の水素濃度及び酸素濃度を低減する。 

 

 

 

 

 

・サプレッション・チェンバ内の酸素濃度が 4.0vol％（ドライ条

件）に到達する場合には，可搬式窒素供給装置を用いた窒素供

給をドライウェル側からサプレッション・チェンバ側へ切り替

える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 ＤＢＡの性能評価で

は沸騰状態と非沸騰状

態でＧ値を変更して評

価しており，島根２号炉

ではその条件どおりに

評価を行っている。 

（柏崎 6/7は，ＤＢＡの

性能評価において，保守

的な条件として沸騰状

態のＧ値を非沸騰状態

にも適用して評価して

いる。） 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，炉心損

傷後に耐圧強化ベント

を使用しない。（以降，

同様な相違については

記載省略） 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，可燃性

ガス濃度の抑制は，ＳＡ

設備である可搬式窒素

供給装置による窒素注

入を実施することとし

ている。 

【東海第二】 

 島根２号炉は，窒素注

入を実施し既定の格納
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3. 評価結果 

評価結果を図 1から図 6に示す。また，評価結果のまとめを表

1及び表 2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1表 重大事故相当のＧ値を想定した場合（ベースケース）の

窒素注入条件 

 

第 2表 設計基準事故相当のＧ値を想定した場合 

（感度解析ケース）の窒素注入条件 

 

 

3. 評価結果 

評価結果を第 1 図から第 4 図，評価結果のまとめを第 3 表に

示す。 

第 3図及び第 4図に示すとおり，事象発生約 21時間後に酸素

濃度が 4.0vol％（ドライ条件）に到達するため，サプレッショ

ン・チェンバへの窒素注入を開始する。しかし，酸素濃度の上

昇が継続することから，ドライウェルへの窒素注入を追加する

ことで，酸素濃度の上昇が抑制される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．評価結果 

評価結果を図１から図６に示す。また，評価結果のまとめを表

１及び表２に示す。 

事象発生約 12時間後からドライウェルへの窒素注入を開始し，

その後，図６に示すとおり，事象発生約 49時間後にサプレッショ

ン・チェンバの酸素濃度が 4.0vol％（ドライ条件）に到達するた

め，窒素の注入をドライウェルからサプレッション・チェンバへ

切り替える。 

 

 

 

 

 

容器圧力到達により窒

素注入を停止した後の，

再度の注入は行わない

運用としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，可燃性

ガスの濃度により窒素

を注入するのではなく，

残留熱代替除去系によ

る原子炉格納容器除熱

開始後に注入すること

としており，規定の酸素

濃度到達後に窒素の注
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ウェット条件において，酸素濃度は事象発生から約 51時間後に

5vol%に到達した。このため，本評価では酸素濃度が 5vol%に到達

した約 51時間時点でウェットウェルベントを実施した。その結

果，原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度は大幅に低下し，

水素濃度及び酸素濃度は可燃限界未満に抑制された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，ドライ条件では，図 5及び図 6に示すとおり，事象進展

を通じて酸素濃度が 5vol%を上回る時間帯があるが，図 3及び図 4

に示すとおり，その時間帯には格納容器内の大部分が水蒸気で占

められているため，ドライ条件では放射線分解に伴って発生する

水素ガス及び酸素ガスの体積割合が高くなり，酸素濃度が 5vol%

を超える結果となっているものであり，実際の状況下で水素燃焼

 

 

 

事象発生約 49時間後に格納容器圧力が 0.31MPa[gage]に到達

し，窒素注入を停止するが，酸素濃度が再度 4.0vol％（ドライ

条件）に到達するため，事象発生約 54 時間後にサプレッショ

ン・チェンバへの窒素注入を再開し，酸素濃度の上昇継続を受

けてドライウェルへの窒素注入も再開する。 

 

 

 

 

そ の後， 事象発生約 88 時 間後に 格納容 器圧力 が

0.465MPa[gage]に到達するため，窒素注入を停止し，事象発生

約 122時間後に酸素濃度が 4.3vol％（ドライ条件）に到達した

時点で，サプレッション・チェンバを経由したベントを実施す

る。これにより，格納容器内の水素濃度及び酸素濃度は大幅に

低下し，水素濃度及び酸素濃度は可燃限界未満に抑制される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ドライ条件において，酸素濃度は事象発生から約 85 時間後に

4.4vol％に到達した。このため，本評価では酸素濃度がドライ条

件において 4.4vol％に到達した約 85 時間時点でウェットウェル

ベントを実施した。その結果，原子炉格納容器内の水素濃度及び

酸素濃度は大幅に低下し，水素濃度及び酸素濃度は可燃限界未満

に抑制された。 

 

 

 

 

 

 

実際の手順では，窒素の注入をドライウェルからサプレッショ

ン・チェンバへ切り替えた後，ドライウェルの酸素濃度が 4.0vol％

に到達した場合に，再度窒素の注入をサプレッション・チェンバ

からドライウェルへ切り替えることから，格納容器ベントは約 85

時間よりも遅延される。 

 

 

 

なお，ドライ条件では，図５及び図６に示すとおり，事象発生

の約３時間後から約 17時間後までの間，ドライウェルにおける酸

素濃度が５vol％を上回る時間帯があるが，図３及び図４に示すと

おり，その時間帯には原子炉格納容器内の大部分が水蒸気で占め

られているため，ドライ条件では放射線分解に伴って発生する水

素ガス及び酸素ガスの体積割合が高くなり，酸素濃度が５vol％を

入箇所を切り替える運

用としている。 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，窒素注

入を実施し既定の格納

容器圧力到達により窒

素注入を停止した後の，

再度の注入は行わない

運用としている。 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，ドライ

条件により可燃限界到

達の判断を行う。 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，有効性

評価上，可燃性ガスの可

燃限界到達有無を確認

している。 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，窒素注

入箇所の切り替えを繰

り返すことにより，格納

容器ベントを遅延する

運用としている。 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，ＬＯＣ

Ａによるブローダウン

により原子炉格納容器

内が水蒸気で満たされ
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が発生することはない(5. に確認結果を示す。)。また，代替原子

炉補機冷却系の運転開始以降は酸素濃度を監視しながらの対応が

可能となるため，酸素濃度をウェット条件で 5vol%未満に抑制し

ながらの運転操作が可能である。 

以上を踏まえると，実際の格納容器内の酸素濃度がウェット条

件で仮定した時間よりも早く可燃限界に至ることは考えにくい。 

 

 

 

 

 

 

 

4. まとめ 

何らかの要因によって酸素濃度が今回の評価よりも早く上昇す

る場合の評価結果への影響を確認した結果，評価項目となる酸素

濃度は，事象発生から 7日が経過する前に 5vol%に到達するが，

格納容器圧力逃がし装置等による環境中への原子炉格納容器内の

気体の排出によって水素濃度及び酸素濃度を可燃限界未満に抑制

できることを確認した。 

今回の感度解析に用いた G値は十分に保守的と考えられる値を

用いたことから，仮に事故に至った場合でも，水の放射線分解に

伴う酸素濃度の上昇速度は今回の感度解析の結果を十分下回るも

のと考えられるが，仮に酸素濃度の上昇速度が今回の感度解析の

結果のとおりであっても，格納容器圧力逃がし装置等による環境

中への原子炉格納容器内の気体の排出までに約 51時間の時間余

裕があることを確認した。 

 

 

 

 

約 51時間後の時点で、仮にサプレッション・チェンバのベント

ラインを経由し耐圧強化ベント系による排出を実施した場合であ

っても，Cs-137 の総放出量は，本評価と同じ「大破断 LOCA+ECCS

注水機能喪失+全交流動力電源喪失」を評価事故シーケンスとして

いる「3.1雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温

破損)」の「3.1.3 代替循環冷却系を使用しない場合」において示

した値を下回る※。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. まとめ 

何らかの要因によって酸素濃度が今回の評価よりも早く上昇

する場合の評価結果への影響を確認した結果，評価項目となる

酸素濃度は，事象発生から 7日が経過する前に 4.3vol％に到達

するが，格納容器圧力逃がし装置による環境中への格納容器内

の気体の排出によって水素濃度及び酸素濃度を可燃限界未満に

抑制できることを確認した。 

今回の感度解析に用いたＧ値は十分に保守的と考えられる値

を用いたことから，仮に事故に至った場合でも，水の放射線分

解に伴う酸素濃度の上昇速度は今回の感度解析の結果を十分下

回るものと考えられるが，仮に酸素濃度の上昇速度が今回の感

度解析の結果のとおりであっても，格納容器圧力逃がし装置に

よる環境中への格納容器内の気体の排出までには約 122 時間の

時間余裕があることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

超える結果となっているものであり，ウェット条件における酸素

濃度は 1.5vol％未満である。 

 

 

 

 

 

以上より，仮にＧ値が設計基準事故ベースであった場合において

も，酸素発生量が増え，酸素濃度が５vol％を上回る時間帯がベー

スケース（約４時間後から約 12時間後）よりも長時間となるが，

ウェット条件における酸素濃度は 1.5vol％未満であることからベ

ースケースと同様に水素燃焼が発生することはない。 

 

４．まとめ 

 何らかの要因によって酸素濃度が今回の評価よりも早く上昇す

る場合の評価結果への影響を確認した結果，評価項目となる酸素

濃度は，事象発生から７日が経過する前に 4.4vol％に到達するが，

格納容器フィルタベント系による環境中への原子炉格納容器内の

気体の排出によって水素濃度及び酸素濃度を可燃限界未満に抑制

できることを確認した。  

 今回の感度解析に用いたＧ値は十分に保守的と考えられる値を

用いたことから，仮に事故に至った場合でも，水の放射線分解に

伴う酸素濃度の上昇速度は今回の感度解析の結果を十分下回るも

のと考えられるが，仮に酸素濃度の上昇速度が今回の感度解析の

結果のとおりであっても，格納容器フィルタベント系による環境

中への原子炉格納容器内の気体の排出までに約 85 時間の時間余

裕があることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るため，事象初期にドラ

イ条件の酸素濃度が５

vol％超える期間がある

が，残留熱代替除去系に

よる格納容器スプレイ

等の実施により，５

vol％を下回る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，格納容

器ベントの実施基準到

達有無を確認している。 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 酸素濃度を基準とし

た格納容器ベント開始

時間の相違。 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，耐圧強

化ベントを使用しない

ため，当該の記載がな

い。 
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※「3.1.3 代替循環冷却系を使用しない場合」では，事象発生

から約 38時間後のベントを想定し，サプレッション・チェン

バのベントラインを経由した場合の格納容器圧力逃がし装置

による大気中への Cs-137の 7日間(事象発生から 168時間後

まで)の総放出量を 1.4×10-3 TBqと評価している。ここで仮

に格納容器圧力逃がし装置を使用しないものとし，その除染

係数 1,000を見込まない場合，Cs-137の 7日間(事象発生か

ら 168時間後まで)の総放出量は 1.4 TBqとなる。本評価で仮

定した格納容器内の気体を排出する時間は事象発生から約 51

時間後であり，「3.1.3 代替循環冷却系を使用しない場合」に

おいて想定したベントの時間である約 38時間後よりも遅く，

時間経過に伴い Cs-137の格納容器内壁面等への沈着やサプ

レッション・チェンバ・プール水への取り込みが進むことか

ら，本評価における Cs-137の 7日間(事象発生から 168時間

後まで)の総放出量は 1.4 TBqよりも小さな値となる。 

また，排出開始後数時間で酸素濃度は 1vol%以下に低下するこ

とから，その時点で排出操作を停止することにより，Cs-137の総

放出量を更に低減することができる。 

 

格納容器圧力逃がし装置等による対応が生じる場合，その対応

フローは大破断 LOCA後に格納容器圧力逃がし装置等を使用する

ケースと同じであり，前述のケースよりも格納容器圧力逃がし装

置等による環境中への原子炉格納容器内の気体の排出までの時間

余裕が確保されることから，水素燃焼を防止する観点での事故対

応は十分に可能と考える。 

 

 

 

 

環境中に放出される核分裂生成物(Cs-137)の観点でも，大破断

LOCA後により短い時間(事象発生から約 38時間)で格納容器圧力

逃がし装置等による排出を実施する場合について評価し，評価項

目である 100 TBq を十分に下回ることを確認していることから，

格納容器圧力逃がし装置等による対応は可能と考える。 

 

5. ドライ条件とならないことの確認 

原子炉格納容器内がドライ条件とならないことを確認するた

め，水蒸気の凝縮が過剰に進む場合として，上記の評価結果にお

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

格納容器圧力逃がし装置による対応が生じる場合，その対応

フローは大破断ＬＯＣＡ後に代替循環冷却系を使用できない場

合において，格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱操作

の前に可搬型窒素供給装置による格納容器内への窒素注入操作

を実施する流れとなり，前述のケースよりも格納容器圧力逃が

し装置による環境中への格納容器内の気体の排出までの時間余

裕が確保されること，格納容器内への窒素注入操作を実施する

要員については他作業と重複していないことから，水素燃焼を

防止する観点での事故対応は十分に可能と考えられる。 

 

環境中に放出される核分裂生成物（Ｃｓ－137）の観点でも，大

破断ＬＯＣＡ後により短い時間（事象発生から約 19 時間）で格

納容器圧力逃がし装置による排出を実施する場合について評価

し，評価項目である 100TBqを十分に下回ることを確認している

ことから，格納容器圧力逃がし装置による対応は可能と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

格納容器フィルタベント系による対応が生じる場合，その対応

フローは大破断ＬＯＣＡ後に格納容器フィルタベント系を使用す

るケースと同じであり，前述のケースよりも格納容器フィルタベ

ント系による環境中への原子炉格納容器内の気体の排出までの時

間余裕が確保されることから，水素燃焼を防止する観点での事故

対応は十分に可能と考える。 

 

 

 

 

環境中に放出される核分裂生成物(Ｃｓ－137)の観点でも，大破断

ＬＯＣＡ後により短い時間(事象発生から約 32時間)で格納容器

フィルタベント系による排出を実施する場合について評価し，評

価項目である 100TBqを十分に下回ることを確認していることか

ら，格納容器フィルタベント系による対応は可能と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 格納容器ベント開始

時間の相違。 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，ドライ
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いて格納容器圧力が最も低下する事象発生から 7日後(168時間

後)において，残留熱除去系による格納容器スプレイ(流量

954m3/h)をドライウェルに連続で実施した場合を評価し，格納容

器内の気相濃度の推移を確認した。図 7から図 10に示すとおり，

格納容器スプレイによる水蒸気の凝縮を考慮しても，格納容器ス

プレイ開始後約 4時間(原子炉格納容器内が負圧となる時間)まで

は，格納容器内の水素ガス及び酸素ガスが可燃限界に至ることは

ない。なお，ベント弁を開放している状況下で格納容器スプレイ

を実施する手順とはしておらず，格納容器スプレイにインターロ

ックによる自動起動はないことから誤動作の恐れはない。運転員

の誤操作によって格納容器スプレイを連続で実施しても，格納容

器内が負圧に至るまでは格納容器スプレイ開始から約 4時間の時

間余裕がある。また，格納容器スプレイの停止操作は中央制御室

での簡易な操作であることから，約 4時間の時間余裕の間での運

転員による格納容器スプレイの停止に期待できると考えられる。

このため，現実として格納容器内が負圧になることはなく，従っ

て原子炉格納容器内がドライ条件になることはない。 

 

6. 参考文献 

[1]「シビアアクシデントにおける可燃性ガスの挙動に関する研

究」BWR 電力共同研究 平成 12 年 3 月 

[2]「事故時放射線分解に関する研究」BWR 電力共同研究 昭和

63 年 3 月 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 参考文献 

 [1]「シビアアクシデントにおける可燃性ガスの挙動に関する研

究」（ＢＷＲ電力共同研究，平成 12年 3月） 

 [2]「事故時放射線分解に関する研究」（ＢＷＲ電力共同研究，昭

和 63年 3月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．参考文献 

[１]「シビアアクシデントにおける可燃性ガスの挙動に関する研

究」（ＢＷＲ電力共同研究，平成 12 年３月） 

[２]「事故時放射線分解に関する研究」（ＢＷＲ電力共同研究，

昭和 63年３月） 

 

 

条件の酸素濃度が可燃

領域に到達するよりも

前に格納容器ベントを

実施するため，ドライ条

件の酸素濃度は５vol％

を超えない。 
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表 1 G値の変更に伴う評価項目への影響(ウェット条件) 

 

 

 

 

 

 

表 2 G値の変更に伴う評価項目への影響(ドライ条件) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3表 Ｇ値の変更に伴う評価項目への影響（ドライ条件） 

 

 

表１ Ｇ値の変更に伴う評価項目への影響（ウェット条件） 

 

 

 

 

 

表２ Ｇ値の変更に伴う評価項目への影響（ドライ条件） 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉及び柏崎

6/7は，Ｇ値を設計基準

事故ベースとした場合

の解析においても，ウェ

ット条件の評価を実施

している。 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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図 1 格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 格納容器気相部温度の推移 

 

第 1図 格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2図 格納容器雰囲気温度の推移 

 

図１ 格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 格納容器温度の推移 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

①島根２号炉は，東海第

二と同様に可燃性ガス

濃度の上昇抑制を目的

に原子炉格納容器内に

窒素を注入しているが，

注入する窒素の容量が

東海第二より小さいこ

とから，格納容器圧力の

有意な上昇はない。 

【柏崎 6/7，東海第二】 

②酸素濃度を基準とし

た格納容器ベントの実

施により格納容器圧力

が低下しており，３プラ

ントとも同様の挙動。 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

③島根２号炉は，格納容

器ベント実施時に残留

熱代替除去系による格

納容器スプレイを停止

することから格納容器

温度が一時的に上昇す

る。 

① 

① 

② ② 

③ 
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図 3 ドライウェルの気相濃度の推移(ウェット条件) 

 

 

 

図 4 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移(ウェット条件) 

 

 

 

 

 

図３ ドライウェルの気相濃度の推移(ウェット条件) 

 

 

 

 

図４ サプレッション・チェンバの気相濃度の推移(ウェット条件) 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉及び柏崎

6/7は，Ｇ値を設計基準

事故ベースとした場合

の解析においても，ウェ

ット条件の気相濃度の

推移を記載している。 

 

（・格納容器ベントの実

施に伴う減圧沸騰によ

り原子炉格納容器内が

水蒸気に満たされた状

態となり，非凝縮性ガス

の濃度が小さくなるこ

とは，２プラントとも同

様の挙動。） 
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図 5 ドライウェルの気相濃度の推移(ドライ条件) 

 

 

 

 

 

図 6 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

(ドライ条件) 

 

 

 

 

第 3図 ドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

 

 

 

第 4図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

（ドライ条件） 

 

 

図５ ドライウェルの気相濃度の推移(ドライ条件) 

 

 

 

 

 

図６ サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

(ドライ条件) 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

①島根２号炉及び柏崎

6/7は，格納容器ベント

実施時に，原子炉格納容

器内への窒素注入を実

施していないため，ドラ

イ条件の可燃性ガス濃

度は，ほぼ水の放射線分

解による水素と酸素の

濃度比率となるが，東海

第二では，窒素注入を実

施しているため，水素と

酸素だけではなく窒素

も存在している。 

 

 

②島根２号炉及び柏崎

6/7は，格納容器ベント

実施時に，原子炉格納容

器内への窒素注入を実

施していないため，ドラ

イ条件の可燃性ガス濃

度は，ほぼ水の放射線分

解による水素と酸素の

濃度比率となるが，東海

第二では，窒素注入を実

施しているため，水素と

酸素だけではなく窒素

も存在している。 

① 

① 

② 

② 
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図 7 格納容器圧力の推移 

(事象発生から 168 時間後に残留熱除去系によるドライウェルス

プレイ(954m3/h)を連続で実施) 

 

 

 

 

図 8 格納容器気相部温度の推移 

(事象発生から 168 時間後に残留熱除去系によるドライウェルス

プレイ(954m3/h)を連続で実施) 

   

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，ドライ

条件の酸素濃度が可燃

領域に到達するよりも

前に格納容器ベントを

実施するため，ドライ条

件の酸素濃度は５vol％

を超えない。 
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図 9 ドライウェルの気相濃度の推移(ウェット条件) 

(事象発生から 168 時間後に残留熱除去系によるドライウェルス

プレイ(954m3/h)を連続で実施) 

 

 

 

 

図 10 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移(ウェット条件) 

(事象発生から 168 時間後に残留熱除去系によるドライウェルス

プレイ(954m3/h)を連続で実施) 

   

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，ドライ

条件の酸素濃度が可燃

領域に到達するよりも

前に格納容器ベントを

実施するため，ドライ条

件の酸素濃度は５vol％

を超えない。 
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添付資料 3.4.2 

 

水の放射線分解の評価について 

 

1．水の放射線分解の考慮 

水がγ 線等の放射線エネルギを吸収すると非常に短時間の間

に水の放射線分解が起こり，H(水素原子)，OH ラジカル，eaq
-(水

和電子)，HO2 ラジカル，H+(水素イオン)及び分子生成物の H2，

H2O2(過酸化水素)を生じる。また，これら反応と並行して以下の化

学反応が生じ，H2 が OH ラジカルと反応して水に戻る等の再結合

反応が起こる。なお，酸素ガスは過酸化水素の分解によって生成

される。 

 

格納容器破損モード「水素燃焼」における重大事故等対策の有

効性評価では，水の放射線分解による水素ガス及び酸素ガスの生

成をモデル化している。 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉は，運転中，格納容器内

が窒素ガスで置換されている。炉心損傷に至った場合及びその後

の圧力容器破損後には，ジルコニウム－水反応やコア・コンクリ

ート反応等，水素ガスについては多量に放出されるメカニズムが

考えられるものの，酸素ガスに関しては水の放射線分解が支配的

な生成プロセスである。水素ガスに関しては上記の反応によって

比較的短時間で可燃限界の濃度を超えることから，格納容器内の

気体の濃度を可燃限界以下に維持する観点では酸素濃度を低く維

持することが重要となる。 

以下では，この酸素ガスの支配的な生成プロセスである水の放

射線分解について，本評価で用いた考え方を示す。 

 

2．水の放射線分解による水素ガス及び酸素ガス量の計算 

水の放射線分解による水素ガス及び酸素ガスの生成量は以下の

式(1)で算出している。 

添付資料 3.4.1 

 

水の放射線分解の評価について 

 

1. 水の放射線分解の考慮 

水がガンマ線等の放射線エネルギを吸収すると非常に短時間

の間に水の放射線分解が起こり，Ｈ（水素原子），ＯＨラジカル，

ｅａｑ
＋（水和電子），ＨＯ２ラジカル，Ｈ＋（水素イオン）及び分

子生成物のＨ２，Ｈ２Ｏ２（過酸化水素）を生じる。また，これ

らの反応と並行して以下の化学反応が生じ，Ｈ２がＯＨラジカル

と反応して水に戻る等の再結合反応が起こる。なお，酸素は過

酸化水素の分解によって生成される。 

 

格納容器破損モード「水素燃焼」における重大事故等対策の

有効性評価では，水の放射線分解による水素及び酸素の生成を

モデル化している。 

東海第二発電所は，運転中，格納容器内が窒素で置換されて

いる。炉心損傷に至った場合及びその後の原子炉圧力容器破損

後には，ジルコニウム－水反応や溶融炉心・コンクリート相互

作用等，水素については多量に放出されるメカニズムが考えら

れるものの，酸素に関しては水の放射線分解が支配的な生成プ

ロセスである。水素に関しては上記の反応によって比較的短時

間で可燃限界の濃度を超えることから，格納容器内の気体の濃

度を可燃限界以下に維持する観点では酸素濃度を低く維持する

ことが重要となる。 

以下では，この酸素の支配的な生成プロセスである水の放射

線分解について，本評価で用いた考え方を示す。 

 

2. 水の放射線分解による水素及び酸素量の計算 

水の放射線分解による水素及び酸素の生成量は以下の式（１）

で算出している。 

添付資料 3.4.2 

 

水の放射線分解の評価について 

 

１．水の放射線分解の考慮 

水がγ線等の放射線エネルギを吸収すると非常に短時間の間に

水の放射線分解が起こり，Ｈ（水素原子），ＯＨラジカル，eaq
-(水

和電子)，ＨＯ２ラジカル，Ｈ＋（水素イオン）及び分子生成物の

Ｈ２，Ｈ２Ｏ２（過酸化水素）を生じる。また，これら反応と並行

して以下の化学反応が生じ，Ｈ２がＯＨラジカルと反応して水に戻

る等の再結合反応が起こる。なお，酸素ガスは過酸化水素の分解

によって生成される。 

 
 

格納容器破損モード「水素燃焼」における重大事故等対策の有

効性評価では，水の放射線分解による水素ガス及び酸素ガスの生

成をモデル化している。 

島根原子力発電所２号炉は，運転中，原子炉格納容器内が窒素

ガスで置換されている。炉心損傷に至った場合及びその後の原子

炉圧力容器破損後には，ジルコニウム－水反応やコア・コンクリ

ート反応等，水素ガスについては多量に放出されるメカニズムが

考えられるものの，酸素ガスに関しては水の放射線分解が支配的

な生成プロセスである。水素ガスに関しては上記の反応によって

比較的短時間で可燃限界の濃度を超えることから，原子炉格納容

器内の気体の濃度を可燃限界以下に維持する観点では酸素濃度を

低く維持することが重要となる。 

以下では，この酸素ガスの支配的な生成プロセスである水の放

射線分解について，本評価で用いた考え方を示す。 

 

２．水の放射線分解による水素ガス及び酸素ガス量の計算 

水の放射線分解による水素ガス及び酸素ガスの生成量は以下

の式(1)で算出している。 

 

(本添付資料は，電力共

同研究の成果等をまと

めた内容であることか

ら，実質的な相違なし) 
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放射線吸収割合について，炉内については，炉心から放出され

る放射線が水に吸収される割合を解析によって評価した結果，約

1%となったことから，これを保守的に考慮して 10%とした。また，

炉外の FP については水中に分散していることを考慮し，保守的

に放射線のエネルギの 100%が水の放射線分解に寄与するものとし

た。[1] 

今回はβ 線及び γ 線を考慮の対象とし，α 線については考

慮の対象としていない。α 線については飛程が短いため，大部分

が溶融炉心等に吸収されるものと考え，α 線による水の放射線分

解への寄与は無視できるものとした。また，本評価では電力共同

研究(以下「電共研」という。)において求めた G 値を用いている

が，これはγ 線源による照射によって得られた実験結果である。

β 線はγ 線に比べて飛程が短いことから溶融炉心等に吸収され

易く，γ 線源による実験結果の G 値をβ 線に対して適用するこ

とは，放射線分解に伴う水素及び酸素濃度を多く見積もる点で保

守的な取り扱いと考えられる。 

 

放射線の吸収エネルギ 100eV 当りに生成する原子・分子数を G 

値と呼ぶ。G 値には水の放射線による分解作用のみを考慮した初

期 G 値と，これに加えて放射線分解による生成物が再結合して水

分子等に戻る等の化学反応の効果を考慮した実効 G 値がある。 

 

 

 

放射線吸収割合について，炉内については，炉心から放出さ

れる放射線が水に吸収される割合を解析によって評価した結

果，約 1％となったことから，これを保守的に考慮して 10％と

した。また，炉外のＦＰについては水中に分散していることを

考慮し，保守的に放射線のエネルギの 100％が水の放射線分解

に寄与するものとした。［１］ 

今回はベータ線及びガンマ線を考慮の対象とし，アルファ線

については考慮の対象としていない。アルファ線については飛

程が短いため，大部分が溶融炉心等に吸収されるものと考え，

アルファ線による水の放射線分解への寄与は無視できるものと

した。また，本評価では電力共同研究（以下「電共研」という。）

において求めたＧ値を用いているが，これはガンマ線源による

照射によって得られた実験結果である。ベータ線はガンマ線に

比べて飛程が短いことから溶融炉心等に吸収され易く，ガンマ

線源による実験結果のＧ値をベータ線に対して適用すること

は，放射線分解に伴う水素及び酸素濃度を多く見積もる点で保

守的な取扱いと考えられる。 

放射線の吸収エネルギ 100eV 当たりに生成する原子・分子数

をＧ値と呼ぶ。Ｇ値には水の放射線による分解作用のみを考慮

した初期Ｇ値と，これに加えて放射線分解による生成物が再結

合して水分子等に戻る化学反応の効果を考慮した実効Ｇ値があ

る。 

 

 

   

 

 

 

 

放射線吸収割合について，炉内については，炉心から放出され

る放射線が水に吸収される割合を解析によって評価した結果，約

１％となったことから，これを保守的に考慮して 10％とした。ま

た，炉外のＦＰについては水中に分散していることを考慮し，保

守的に放射線のエネルギの 100％が水の放射線分解に寄与するも

のとした。[１] 

今回はβ線及びγ線を考慮の対象とし，α線については考慮の

対象としていない。α線については飛程が短いため，大部分が溶

融炉心等に吸収されるものと考え，α線による水の放射線分解へ

の寄与は無視できるものとした。また，本評価では電力共同研究

（以下，「電共研」という。）において求めたＧ値を用いている

が，これはγ線源による照射によって得られた実験結果である。

β線はγ線に比べて飛程が短いことから溶融炉心等に吸収され易

く，γ線源による実験結果のＧ値をβ線に対して適用することは，

放射線分解に伴う水素及び酸素濃度を多く見積もる点で保守的な

取り扱いと考えられる。 

 

放射線の吸収エネルギ 100eV あたりに生成する原子・分子数を

Ｇ値と呼ぶ。Ｇ値には水の放射線による分解作用のみを考慮した

初期Ｇ値と，これに加えて放射線分解による生成物が再結合して

水分子等に戻る化学反応の効果を考慮した実効Ｇ値がある。 
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照射が始まり，放射線分解による生成物が増加すると，その生

成物の濃度に応じて生成物が再結合して水に戻る等の化学反応も

増加するため，水素分子及び酸素分子の生成割合は照射初期から

徐々に低下する。水素濃度や酸素濃度と水の吸収線量との関係の

傾向は，一時的に水素濃度や酸素濃度の上昇ピークが現れるので

はなく，水素濃度や酸素濃度の上昇が徐々に抑制されていく形の

曲線となる。格納容器内の濃度上昇というマクロな現象を評価す

る観点では再結合等の化学反応の効果を含めた実効 G 値を用いる

ことが適切と考えられるため，本評価では実効 G 値を用いる。ま

た，実効 G 値には電共研の実験結果[2]に基づく値を用いた。これ

については次項に示す。 

 

3．実効 G 値の設定について 

3．1 実効 G 値の設定根拠とした電共研の実験結果[2] 

本評価における実効 G 値の設定根拠とした電共研「事故時放射

線分解に関する研究」[2]の実験結果を図 1 に示す。電共研の実験

では，重大事故の際の格納容器内の環境を想定した。図 1 は，非

沸騰条件において，よう素イオン濃度を炉心インベントリの 50%

に相当する濃度とし，ジルコニウム－水反応割合は 5.5%とした場

合の吸収線量と酸素濃度の相関を示している。 

 

 

実効 G 値は吸収線量が 10×103 Gy での傾きから求めた。この

吸収線量は事象発生から約 1.4 時間後までのサプレッション・プ

ールでの吸収線量に相当する。実効 G 値は吸収線量の増加ととも

に傾きが小さくなる傾向にあることから，事象発生から約 1.4 時

間後の実効 G 値を本評価で用いることは保守的であり妥当と考え

る。 

 

3．2 実効 G 値に影響を及ぼす因子 

水の放射線分解によって生成した水素ガスや過酸化水素は，OH 

ラジカルを介した再結合反応によって水に戻るが，このとき OH ラ

ジカルと反応し易い物質の存在や，沸騰等による生成物の気相へ

の移行があると，再結合反応が阻害され，水素分子及び酸素分子

が生成される。このため，実効 G 値はこれらの因子によって変化

する。 

実効 G 値に影響を及ぼす因子としては，よう素等の不純物濃度，

液相中の水素分子の濃度といった化学的因子の他に，ガスの気液

照射が始まり，放射線分解による生成物が増加すると，その

生成物の濃度に応じて生成物が再結合して水に戻る等の化学反

応も増加するため，水素分子及び酸素分子の生成割合は照射初

期から徐々に低下する。水素濃度や酸素濃度の水の吸収線量と

の関係の傾向は，一時的に水素濃度や酸素濃度の上昇ピークが

現れるのではなく，水素濃度や酸素濃度の上昇が徐々に抑制さ

れていく形の曲線となる。格納容器内の濃度上昇というマクロ

な現象を評価する観点では再結合等の化学反応の効果を含めた

実効Ｇ値を用いることが適切であると考えられるため，本評価

では実効Ｇ値を用いる。また，実効Ｇ値には電共研の実験結果

［２］に基づく値を用いた。 

 

【比較のため，「添付資料 3.4.2」の一部を記載】 

2.2 基本実験の実機への適用性 

  基本実験において評価したＧ値を用いるに当たり，実験条件

（重大事故条件のうち非沸騰）と実機条件を比較した確認結果

を第 3表及び第 4表に示す。 

  第 3 表では，各種パラメータが酸素の実効Ｇ値に与える影響

を評価しており，実験条件は実機で想定されるシビアアクシデ

ント環境を考慮した場合においても評価結果に与える影響は軽

微であることを確認している。 

 

  ・吸収線量については，水素の実効Ｇ値は吸収線量が多いほ

ど小さくなる傾向があり[2][5]，酸素についても同様の傾向

であることを確認している[2]。酸素濃度の長期（7日間）の

推移を見る観点では，事象進展を考えた上で事象発生から

約 1.5時間後の吸収線量に相当する 1×10４Ｇｙで求めた実

効Ｇ値を用いることは保守的であり妥当と考える。（第 9図

参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

照射が始まり，放射線分解による生成物が増加すると，その生

成物の濃度に応じて生成物が再結合して水に戻る等の化学反応も

増加するため，水素分子及び酸素分子の生成割合は照射初期から

徐々に低下する。水素濃度や酸素濃度と水の吸収線量との関係の

傾向は，一時的に水素濃度や酸素濃度の上昇ピークが現れるので

はなく，水素濃度や酸素濃度の上昇が徐々に抑制されていく形の

曲線となる。原子炉格納容器内の濃度上昇というマクロな現象を

評価する観点では再結合等の化学反応の効果を含めた実効Ｇ値を

用いることが適切と考えられるため，本評価では実効Ｇ値を用い

る。また，実効Ｇ値には電共研の実験結果[２]に基づく値を用いた。

これについては次項に示す。 

 

３．実効Ｇ値の設定について 

３．１ 実効Ｇ値の設定根拠とした電共研の実験結果[２] 

本評価における実効Ｇ値の設定根拠とした電共研「事故時放射

線分解に関する研究」[２]の実験結果を図１に示す。電共研の実験

では，重大事故の際の原子炉格納容器内の環境を想定した。図１

は，非沸騰条件において，よう素イオン濃度を炉心インベントリ

の 50％に相当する濃度とし，ジルコニウム－水反応割合は 5.5％

とした場合の吸収線量と酸素濃度の相関を示している。 

 

 

実効Ｇ値は吸収線量が１×10４Ｇｙでの傾きから求めた。この吸

収線量は事象発生から約 1.5 時間後までのサプレッション・プー

ルでの吸収線量に相当する。実効Ｇ値は吸収線量の増加とともに

傾きが小さくなる傾向にあることから，事象発生から約 1.5 時間

後の実効Ｇ値を用いることは保守的であり妥当と考える。 

 

 

３．２ 実効Ｇ値に影響を及ぼす因子 

水の放射線分解によって生成した水素ガスや過酸化水素は，Ｏ

Ｈラジカルを介した再結合反応によって水に戻るが，このときＯ

Ｈラジカルと反応し易い物質の存在や，沸騰等による生成物の気

相への移行があると，再結合反応が阻害され，水素分子及び酸素

分子が生成される。このため，実効Ｇ値はこれらの因子によって

変化する。 

実効Ｇ値に影響を及ぼす因子としては，よう素等の不純物濃度，

液相中の水素分子の濃度といった化学的因子の他に，ガスの気液

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 型式や解析条件等の

相違により異なる。 
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移行速度(沸騰，非沸騰の違い)といった物理的因子がある。 

本評価における実効 G 値の設定根拠とした電共研の実験結果に

対して上記の因子の影響を考慮する際に参照した電共研の実験結

果を次に示す。また，電共研の実験結果と本評価における各因子

の相違と影響をまとめた結果を表 1 に示す。 

 

(1) よう素の影響 

体系中によう素等の不純物が存在すると，以下の化学反応が生

じ，OH ラジカルが OH－となるため，OH ラジカルを介した式①の

再結合反応を阻害し，水素分子の増加と同時に水素原子の生成が

減少する。水素原子の減少により式②の反応が減少することで過

酸化水素の加水分解が促進され，酸素ガスの生成量が増大するも

のと考えられる。 

 

水中のよう素濃度を変化させた場合の酸素ガスの発生割合を図

2 に示す。液相単相条件下において，よう素イオン濃度は炉心イ

ンベントリの 0～100%に相当する濃度とした。図 2 のとおり，水

中のよう素イオン濃度が高いほど，吸収線量に対する酸素ガスの

発生割合が高い。 

よう素以外の不純物として，ほう素，鉄，銅を添加した場合の

酸素ガスの発生割合を図 3に示す。図 3 のとおり，不純物の添加

による酸素ガスの発生割合への影響は見られない。 

以上の結果から，よう素濃度に関して本評価における条件とほ

ぼ同等の実験の結果から求めた実効 G 値を用いることは妥当と考

える。 

 

(2) 溶存水素濃度の影響 

液相中の水素濃度が増加すると，OH ラジカルを介した再結合反

応が進み，その結果，水素ガスと酸素ガスの生成量が減少すると

考えられる。 

水中の水素濃度を変化させた場合の酸素ガスの発生割合を図 4 

に示す。液相単相条件下において，初期水素濃度はジルコニウム

－水反応割合が 0～50%で生成した場合の水素濃度に相当する気相

中濃度の気液平衡濃度とした。図 4 のとおり，水中の水素濃度が

高いほど，吸収線量に対する酸素ガスの発生割合が低い。 

したがって，水の放射線分解が進行し，液相中の水素濃度が上

昇すると実効 G 値は徐々に減少すると考えられる。また，ジルコ

 

 

 

 

 

 

  ・よう素放出割合については，水素の実効Ｇ値はよう素濃度

が高いほど大きくなる傾向があり[2][6]，酸素についても同

様の傾向であることを確認している[2]。しかしながら，第

10図を参照すると，左記の程度の割合の相違であれば，Ｇ

値（測定データの傾き）に大きな違いは現れないと考えら

れることから，有効性評価において，電共研の実験結果に

基づく実効Ｇ値を用いることは妥当と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・ジルコニウム－水反応割合（溶存水素濃度）については，

水素の実効Ｇ値は溶存水素濃度が高いほど小さくなる傾向

があり[2][4]，酸素についても同様の傾向であることを確認

している[2]。このことから，ジルコニウム－水反応割合が

小さい電共研の実験結果に基づく実効Ｇ値を用いることは

妥当と考える。（第 11図参照） 

 

 

 

 

 

移行速度（沸騰，非沸騰の違い）といった物理的因子がある。 

本評価における実効Ｇ値の設定根拠とした電共研の実験結果に

対して上記の因子の影響を考慮する際に参照した電共研の実験結

果を次に示す。また，電共研の実験結果と本評価における各因子

の相違と影響をまとめた結果を表１に示す。 

 

（１）よう素の影響 

体系中によう素等の不純物が存在すると，以下の化学反応が生

じ，ＯＨラジカルがＯＨ－となるため，ＯＨラジカルを介した式①

の再結合反応を阻害し，水素分子の増加と同時に水素原子の生成

が減少する。水素原子の減少により式②の反応が減少することで

過酸化水素の加水分解が促進され，酸素ガスの生成量が増大する

ものと考えられる。 

    

水中のよう素濃度を変化させた場合の酸素ガスの発生割合を図

２に示す。液相単相条件下において，よう素イオン濃度は炉心イ

ンベントリの０～100％に相当する濃度とした。図２のとおり，水

中のよう素イオン濃度が高いほど，吸収線量に対する酸素ガスの

発生割合が高い。 

よう素以外の不純物として，ほう素，鉄，銅を添加した場合の

酸素ガスの発生割合を図３に示す。図３のとおり，不純物の添加

による酸素ガスの発生割合への影響は見られない。 

以上の結果から，よう素濃度に関して本評価における条件とほ

ぼ同等の実験の結果から求めた実効Ｇ値を用いることは妥当と考

える。 

 

（２）溶存水素濃度の影響 

液相中の水素濃度が増加すると，ＯＨラジカルを介した再結合

反応が進み，その結果，水素ガスと酸素ガスの生成量が減少する

と考えられる。 

水中の水素濃度を変化させた場合の酸素ガスの発生割合を図４

に示す。液相単相条件下において，初期水素濃度はジルコニウム

－水反応割合が０～50％で生成した場合の水素濃度に相当する気

相中濃度の気液平衡濃度とした。図４のとおり，水中の水素濃度

が高いほど，吸収線量に対する酸素ガスの発生割合が低い。 

したがって，水の放射線分解が進行し，液相中の水素濃度が上

昇すると実効Ｇ値は徐々に減少すると考えられる。また，ジルコ
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ニウム－水反応によって発生する水素ガスが液相中に溶解し，液

相中の水素濃度が上昇する場合にも実効 G 値は減少すると考えら

れる。 

よって，炉心損傷事故の状況としては比較的少ないと考えられ

るジルコニウム－水反応割合 5.5%に相当する溶存水素濃度の実験

結果から求めた実効 G 値を用いることは妥当と考える。 

 

(3) 初期酸素濃度の影響 

初期酸素濃度を変化させた場合の酸素ガスの発生割合を図 3 に

示す。図 3 からは，初期酸素濃度が酸素ガスの実効 G 値に与える

影響は確認できない。このことから，初期酸素濃度は少なくとも

数 vol%程度では，初期酸素濃度は酸素ガスの実効 G 値に影響を及

ぼすものではないと考える。 

 

(4) 沸騰，非沸騰状態の影響 

非沸騰の場合には，水素ガス及び酸素ガスが比較的長期間液相

に滞在できるため，再結合反応が起こりやすく，水素ガスと酸素

ガスの生成量が減少すると考えられる。一方，液相が沸騰してい

る場合には，生成された水素ガス及び酸素ガスがボイドに移行し

短期間で気相に放出されるため，再結合反応が非沸騰状態に比べ

起こりにくく，水素ガスと酸素ガスの生成量が増加すると考えら

れる。 

沸騰状態における酸素濃度の変化を図 5 に示す。よう素イオン

濃度を炉心インベントリの 50%に相当する濃度とし，初期水素濃

度はジルコニウム－水反応割合が 5.0%で生成した場合の水素濃度

に相当する気相中濃度の気液平衡濃度とした。図 5 のとおり，沸

騰状態であっても，吸収線量に対する酸素ガスの発生割合は極め

て低い。 

上記の結果に加え，本評価条件では，大部分の領域・期間が非

沸騰状態であると考えられることから，非沸騰状態の実効 G 値を

採用することは妥当と考える。 

 

(5) 温度の影響 

温度を室温(25°C)から 45°C まで変化させた場合の酸素濃度

の変化を図 6 に示す。図 6 のとおり，温度が高くなるほど再結合

反応が促進されるため，実効 G 値は小さくなる傾向となっている。

また，オークリッジ国立研究所(ORNL)による照射試験[2]でも，図 7 

のとおり，温度依存性について同様の傾向が示されている 

 

 

 

 

 

 

 

  ・初期酸素濃度については，少なくとも初期酸素濃度数 vol％

程度では，初期酸素濃度は酸素の実効Ｇ値に影響を及ぼす

ものではないと考える[2]。（第 12図参照） 

 

 

 

 

  ・沸騰・非沸騰については，沸騰状態では酸素の実効Ｇ値は

ほぼ 0 となる傾向がある。このことから，非沸騰状態での

電共研の実験結果に基づく実効Ｇ値を用いることは妥当と

考える[2]。（第 13図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・温度については，温度が高いほど，再結合反応が促進され

るため実効Ｇ値は小さくなる傾向がある。事故時には温度

は室温を上回るため，室温での電共研の実験結果に基づく

実効Ｇ値を用いることは保守的であり妥当と考える[2][5]。

（第 14図参照） 

 

ニウム－水反応によって発生する水素ガスが液相中に溶解し，液

相中の水素濃度が上昇する場合にも実効Ｇ値は減少すると考えら

れる。 

よって，炉心損傷事故の状況としては比較的少ないと考えられ

るジルコニウム－水反応割合 5.5％に相当する溶存水素濃度の実

験結果から求めた実効Ｇ値を用いることは妥当と考える。 

 

（３）初期酸素濃度の影響 

初期酸素濃度を変化させた場合の酸素ガスの発生割合を図３に

示す。図３からは，初期酸素濃度が酸素ガスの実効Ｇ値に与える

影響は確認できない。このことから，初期酸素濃度は少なくとも

数 vol％程度では，初期酸素濃度は酸素ガスの実効Ｇ値に影響を

及ぼすものではないと考える。 

 

（４）沸騰，非沸騰状態の影響 

非沸騰の場合には，水素ガス及び酸素ガスが比較的長期間液相

に滞在できるため，再結合反応が起こりやすく，水素ガスと酸素

ガスの生成量が減少すると考えられる。一方，液相が沸騰してい

る場合には，生成された水素ガス及び酸素ガスがボイドに移行し

短期間で気相に放出されるため，再結合反応が非沸騰状態に比べ

起こりにくく，水素ガスと酸素ガスの生成量が増加すると考えら

れる。 

沸騰状態における酸素濃度の変化を図５に示す。よう素イオン

濃度を炉心インベントリの 50％に相当する濃度とし，初期水素濃

度はジルコニウム－水反応割合が 5.0％で生成した場合の水素濃

度に相当する気相中濃度の気液平衡濃度とした。図５のとおり，

沸騰状態であっても，吸収線量に対する酸素ガスの発生割合は極

めて低い。 

上記の結果に加え，本評価条件では，大部分の領域・期間が非

沸騰状態であると考えられることから，非沸騰状態の実効Ｇ値を

採用することは妥当と考える。 

 

（５）温度の影響 

温度を室温（25℃）から 70℃まで変化させた場合の酸素濃度の

変化を図６に示す。図６のとおり，温度が高くなるほど再結合反

応が促進されるため，実効Ｇ値は小さくなる傾向となっている。

また，オークリッジ国立研究所（ＯＲＮＬ）による照射試験[３]で

も，図７のとおり，温度依存性について同様の傾向が示されてい
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本評価条件では，温度は室温を上回るため，室温での電共研の

実験結果に基づく実効 G値を用いることは保守的であり妥当と考

える。 

 

(6) pH の影響 

pH を 4, 6.5, 10 とした場合の酸素濃度の変化を図 8 に示す。

図 8 からは，中性環境下で酸素ガスの実効 G 値は僅かに小さい傾

向を示していることが分かる。[2] しかしながら，その傾きの違い

は僅かであることから，中性条件下の試験で求めた実効 G 値を用

いることに問題はないと考える。 

 

3．3 実効 G 値への不純物の影響についての電共研の追加実験結

果[1] 

電共研「シビアアクシデントにおける可燃性ガスの挙動に関す

る研究」[1]では，電線被覆材等に起因する有機物の影響について

追加実験を行っており，有機物をエタノールで模擬して液相中に

添加し，酸素濃度の変化を測定している。実験結果は図 9, 10 の

とおり，実効 G 値を低減する効果があることが確認されている。

これは，エタノールは放射線場では OHラジカルと反応してエタノ

ールラジカルとなり，還元剤として働いて酸素ガスを消費する反

応に寄与するためである。 

 

その他の不純物と合わせて影響をまとめた結果を表 2 に示す。

なお，通常の想定濃度範囲では，OH ラジカルの反応速度の観点か

ら，実効 G 値への影響はヨウ素イオンが支配的となることから，

ヨウ素イオンで不純物を代表させている。 

 

 

 

 

 

4．格納容器内の酸素・水素濃度の評価方法 

放射線分解を考慮した格納容器内の酸素・水素濃度の評価方法

は次のとおり。また，格納容器内の酸素・水素濃度の評価の流れ

を図 11 に示す。 

・MAAP 解析から得られる各コンパートメントの窒素ガスモル数

 

 

 

 

 

・ｐＨについては，中性環境下では酸素の実効Ｇ値は僅かに

小さい傾向を示すが，その差は小さい。このため，中性条

件下の試験で求めた電共研の実験結果に基づく実効Ｇ値を

用いることに問題はないと考える[2]。（第 15図参照） 

 

 

 

 

 

第 4 表では，シビアアクシデント環境下で発生し得る不純物

の影響について評価を行い，Ｇ値への影響が軽微であることを

確認している。 

・金属イオン等（Ｆｅ，Ｃｕ，Ｂ）については，よう素存在条件下におい

て，金属イオン等（Ｆｅ，Ｃｕ，Ｂ）が添加された場合の解析結果から

は，実効Ｇ値への影響は見られない[2]。（第12図参照） 

・ホウ酸については，水のｐＨに影響するが，ｐＨの違いによる実効

Ｇ値への影響は小さい[2]。 

・コンクリートについては，安定な酸化物でエアロゾルとして挙動し，

水にはほとんど溶けないため，放射線分解への影響は小さい。また，Ｍ

ＣＣＩ時にＣＯ２が発生し水のｐＨに影響するが，ｐＨの変化によるＧ値

への影響は小さい[2][4]。 

・有機物については，酸素を消費する反応に寄与し，実効Ｇ値を低減

する[4]。（第16,17図参照） 

以上から，格納容器破損防止対策の有効性評価において，基

本実験において評価したＧ値を用いることは妥当であると判断

した。 

【ここまで】 

 

3. 格納容器内の水素・酸素濃度の評価方法 

  放射線分解を考慮した格納容器内の水素・酸素濃度の評価方

法は次のとおり。また，格納容器内の水素・酸素濃度の評価の

流れを第 1図に示す。 

 ＭＡＡＰ解析から得られるドライウェル及びサプレッショ

る。 

本評価条件では，温度は室温を上回るため，室温での電共研の

実験結果に基づく実効Ｇ値を用いることは保守的であり妥当と考

える。 

 

（６）ｐＨの影響 

ｐＨを 4，6.5，10とした場合の酸素濃度の変化を図８に示す。

図８からは，中性環境下で酸素ガスの実効Ｇ値はわずかに小さい

傾向を示していることが分かる。[２]しかしながら，その傾きの違

いはわずかであることから，中性条件下の試験で求めた実効Ｇ値

を用いることに問題はないと考える。 

 

３．３ 実効Ｇ値への不純物の影響についての電共研の追加実験

結果[１] 

電共研「シビアアクシデントにおける可燃性ガスの挙動に関す

る研究」[１]では，電線被覆材等に起因する有機物の影響について

追加実験を行っており，有機物をエタノールで模擬して液相中に

添加し，酸素濃度の変化を測定している。実験結果は図９，10の

とおり，実効Ｇ値を低減する効果があることが確認されている。

これは，エタノールは放射線場ではＯＨラジカルと反応してエタ

ノールラジカルとなり，還元剤として働いて酸素ガスを消費する

反応に寄与するためである。 

 

その他の不純物と合わせて影響をまとめた結果を表２に示す。

なお，通常の想定濃度範囲では，ＯＨラジカルの反応速度の観点

から，実効Ｇ値への影響はよう素イオンが支配的となることから，

よう素イオンで不純物を代表させている。 

 

 

 

 

 

４．原子炉格納容器内の水素・酸素濃度の評価方法 

放射線分解を考慮した原子炉格納容器内の水素・酸素濃度の評

価方法は次のとおり。また，原子炉格納容器内の水素・酸素濃度

の評価の流れを図 11に示す。 

・ＭＡＡＰ解析から得られるドライウェル及びサプレッショ
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から，格納容器の初期酸素濃度を 3.5vol%としたときの酸素

ガスモル数と窒素ガスモル数を計算する。 

 

・各コンパートメントにおける崩壊熱から，水の放射線分解に

よる酸素ガス発生量と水素ガス発生量を計算する。 

 

 

 

 

 

・上記を重ね合わせることにより，格納容器内の気相濃度を計

算する。 

 

 

 

 

 

 

5. 参考文献 

[1]「シビアアクシデントにおける可燃性ガスの挙動に関する研

究」BWR 電力共同研究平成 12 年 3 月 

[2]「事故時放射線分解に関する研究」BWR 電力共同研究 昭和 63 

年 3 月 

[3] Zittel, H.E., “Boiling water reactor accident radiolysis 

studies”, ORNL-TM- 2412Part Ⅷ (1970). 

[4] Parczewski, K.I., et.al., “Generation of hydrogen and 

oxygen by radiolytic 

decomposition of water in some BWR’s”, U.S. NRC Joint 

ANS/ASME Conference, 

Aug. (1984). 

以 上 

ン・チェンバの窒素モル数から，格納容器の初期酸素濃度を

2.5vol％とした時の酸素モル数と窒素モル数を計算する。 

 

 ドライウェル及びサプレッション・チェンバにおける崩壊熱

から，水の放射線分解による酸素発生量と水素発生量を計算

する。 

 水の放射線分解によって生成する水素及び酸素については，

ＭＡＡＰ結果に基づいてドライウェルとサプレッション・チ

ェンバ間のベント管を介した移行量を評価し，移行量に応じ

てドライウェルとサプレッション・チェンバに分配する。 

 上記を重ね合わせることにより，格納容器内の気相濃度を計

算する。 

 

 

 

 

 

 

4. 参考文献 

[1]「シビアアクシデントにおける可燃性ガスの挙動に関する研

究」ＢＷＲ電力共同研究，平成 12年 3月 

[2]「事故時放射線分解に関する研究」ＢＷＲ電力共同研究，昭和

63年 3月 

 

ン・チェンバの窒素ガスモル数から，原子炉格納容器の初期

酸素濃度を 2.5vol％としたときの酸素ガスモル数と窒素ガス

モル数を計算する。 

・ドライウェル及びサプレッション・チェンバにおける崩壊熱

から，水の放射線分解による酸素ガス発生量と水素ガス発生

量を計算する。 

・水の放射線分解によって生成する水素ガス及び酸素ガスにつ

いては，ＭＡＡＰ結果に基づいてドライウェルとサプレッシ

ョン・チェンバ間の移行量を評価し，移行量に応じてドライ

ウェルとサプレッション・チェンバに分配する。 

・上記を重ね合わせることにより，原子炉格納容器内の気相濃

度を計算する。 

 

 

 

 

 

 

５．参考文献 

 [１] 「シビアアクシデントにおける可燃性ガスの挙動に関する

研究」ＢＷＲ電力共同研究，平成 12年 3月 

 [２] 「事故時放射線分解に関する研究」（ＢＷＲ電力共同研究，

昭和 63年３月） 

[３] Zittel,H.E.,“Boiling water reactor accident 

radiolysis studies”,  

ORNL-TM-2412 Part Ⅷ（1970）. 

 [４] Prczewski,K.I., et.al.,“Generation of hydrogen and 

oxygen by radiolytic decomposition of water in some 

BWR’s”,U.S.NRC Joint ANS/ASME Conference,Aug

（1984）. 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，本評価

事故シーケンスにおい

て，原子炉格納容器内に

窒素を注入しているこ

とから，水の放射線分解

によって発生した水素

及び酸素が，窒素の移行

に応じて移行する条件

としている。 
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表 1 各種パラメータが酸素ガスの実効Ｇ値に与える影響 

 

 

 

 

 

 

【比較のため，添付資料 3.4.2の一部を記載】 

第 3表 各種パラメータが酸素の実効Ｇ値に与える影響 

 

 

表１ 各種パラメータが酸素ガスの実効Ｇ値に与える影響 

  

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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表 2 よう素以外の不純物が酸素の実効Ｇ値に与える影響 

 

 

 

 

第 4表 よう素以外の不純物が酸素の実効Ｇ値に与える影響 

 

表２ よう素以外の不純物が酸素ガスの実効Ｇ値に与える影響 
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図 1 本評価における実効Ｇ値の設定根拠とした電共研の実験結果 

 

 

 

 

図 2 溶存酸素濃度と吸収線量の関係 

(よう素濃度を変化させた場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 9図 本評価における実効Ｇ値の設定根拠とした電共研の 

実験結果 

 

 

 

 

 

 

第 10図 溶存酸素濃度と吸収線量の関係 

（よう素濃度を変化させた場合） 

 

図１ 本評価における実効Ｇ値の設定根拠とした電共研の 

実験結果 

 

 

 

 

 
図２ 溶存酸素濃度と吸収線量の関係 

（よう素濃度を変化させた場合） 
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図 3 溶存酸素濃度及び不純物(Fe, Cu, B)の有無と吸収線量の関

係(酸素濃度及び不純物(Fe, Cu, B)の添加量を変化させた場合) 

 

 

 

 

 

図 4 溶存酸素濃度と吸収線量の関係 

(溶存水素濃度を変化させた場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 12図 溶存酸素濃度及び不純物（Ｆｅ，Ｃｕ，Ｂ）の有無と吸

収線量の関係（酸素濃度及び不純物（Ｆｅ，Ｃｕ，Ｂ）の添加量

を変化させた場合） 

 

 

 

 

第 11図 溶存酸素濃度と吸収線量の関係 

（溶存水素濃度を変化させた場合） 

 

図３ 溶存酸素濃度及び不純物(Fe,Cu,B)の有無と吸収線量の関係 

（酸素濃度及び不純物(Fe,Cu,B)の添加量を変化させた場合） 

 

 

 

 

図４ 溶存酸素濃度と吸収線量の関係 

（溶存水素濃度を変化させた場合） 
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図 5 溶存酸素濃度と吸収線量の関係(沸騰状態) 

 

 

 

 

 

図 6 溶存酸素濃度と吸収線量の関係 

(温度を変化させた場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 13図 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（沸騰状態） 

 

 

 

 

 

第 14図 溶存酸素濃度と吸収線量の関係 

（温度を変化させた場合） 

 

図５ 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（沸騰状態） 

 

 

 

 

 

図６ 溶存酸素濃度と吸収線量の関係 

（温度を変化させた場合） 
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図 7 水素ガス発生量と吸収線量の関係(温度を変化させた場合) - 

ORNL による試験 

 

 

 

 

 

 

図 8 溶存酸素濃度と吸収線量の関係 

(pH を変化させた場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 15図 溶存酸素濃度と吸収線量の関係 

（ｐＨを変化させた場合） 

 

図７ 水素ガス発生量と吸収線量の関係（温度を変化させた場合）

-ORNLによる試験  

 

 

 

 

図８ 溶存酸素濃度と吸収線量の関係 

（ｐＨを変化させた場合） 
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図 9 溶存酸素濃度と吸収線量の関係(エタノール添加なし) 

  

 

 

 

 

 

図 10 溶存酸素濃度と吸収線量の関係(エタノール添加あり) 

 

 

 

 

 

第 16図 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（エタノール添加なし） 

 

 

 

 

 

 

第 17図 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（エタノール添加あり） 

【ここまで】 

 

図９ 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（エタノール添加なし） 

 

 

 

 

 

 

図 10 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（エタノール添加あり） 
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図 11 水素・酸素濃度の評価フロー図 

 

 

 

第 1図 水素・酸素濃度の評価フロー図 

  

 

 

図 11 水素・酸素濃度の評価フロー図 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，本評価

事故シーケンスにおい

て，原子炉格納容器内に

窒素を注入しているこ

とから，水の放射線分解

によって発生した水素

及び酸素が，窒素の移行

に応じて移行する条件

としている。 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 3.4.3〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

添付資料 3.4.3 

安定状態について 

 

水素燃焼時の安定状態については以下のとおり。 

原子炉格納容器安定状態：本評価では，事象発生から約 20 時

間で代替原子炉補機冷却系を接続

し，代替循環冷却系による原子炉格

納容器除熱を実施する。これにより，

7 日後まで格納容器ベントを実施し

ない状態で原子炉格納容器の機能を

維持可能な事象進展となっている。 

 

 

 

 

 

 

【安定状態の維持について】 

本評価における格納容器ベントを実施しない状態を7 日後以

降も継続する場合，酸素濃度は事象発生から約 14 日後にサプ

レッション・チェンバにおいて可燃限界に到達する。 

 

 

 

このため，事象発生から 7 日間が経過した以降も水素濃度及

び酸素濃度を監視するとともに，状況に応じて酸素濃度の低減

（可燃性ガス濃度制御系の運転等）を行い，原子炉格納容器内

が可燃限界の濃度に到達することを防止する。また，重大事故

等対処設備以外の設備の機能の復旧等も考慮し，格納容器圧力

及び温度の低下操作や原子炉格納容器内の窒素ガス置換を試み

る。これらの対応が困難であり，原子炉格納容器内の水素及び

酸素濃度が可燃限界に到達する場合については，格納容器ベン

トにより，その水素及び酸素濃度を低減することにより安定状

態を維持できる。 
 

添付資料 3.4.3 

安定状態について（水素燃焼） 

 

 「水素燃焼」時の安定状態については以下のとおり。 

格納容器安定状態： 

 本評価では，事象発生から 90分後に代替循環冷却系による格

納容器除熱を開始するとともに，事象発生から約 84 時間後に

可搬型窒素供給装置による格納容器内への窒素注入を開始す

る。これにより，7 日後まで格納容器ベントを実施しない状

態で格納容器の機能を維持可能な事象進展となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

【安定状態の維持について】 

 本評価における格納容器ベントを実施しない状態を 7 日後以

降も継続する場合，酸素濃度（ドライ条件）は事象発生から約

46日後にドライウェルにおいて 4.3vol％に到達する。 

 

 

 

 このため，事象発生から 7 日間が経過した以降も水素濃度及

び酸素濃度を監視するとともに，状況に応じて酸素濃度の低減

（可燃性ガス濃度制御系の運転等）を行い，格納容器内が可燃

限界の濃度に到達することを防止する。また，重大事故等対処

設備以外の設備の機能の復旧等も考慮し，格納容器圧力及び雰

囲気温度の低下操作や格納容器内の窒素置換を試みる。これら

の対応が困難であり，格納容器内の酸素濃度（ドライ条件）が

4.3vol％に到達する場合については，格納容器ベントにより，

水素濃度及び酸素濃度を低減することにより安定状態を維持で

きる。 
 

添付資料 3.4.3 

安定状態について（水素燃焼） 

 

水素燃焼の安定状態については以下のとおり。 

原子炉格納容器安定状態：本評価では，事象発生から約 10時間

で原子炉補機代替冷却系を接続し，

残留熱代替除去系による原子炉格納

容器除熱を実施し，事象発生から約

12時間後に可搬式窒素供給装置によ

る原子炉格納容器内への窒素注入を

実施する。これにより，７日後まで

格納容器ベントを実施しない状態で

原子炉格納容器の機能を維持可能な

事象進展となっている。 

 

 

 

【安定状態の維持について】 

本評価における格納容器ベントを実施しない状態を７日後以

降も継続する場合，酸素濃度（ドライ条件）は事象発生から 100

日後時点における酸素濃度はドライ条件を仮定した場合であっ

てもドライウェルで約 1.8vol％，サプレッション・チェンバで

約 4.2vol％であり，可燃限界に到達するのは事象発生から 100

日以降である。 

このため，事象発生から７日間が経過した以降も水素濃度及

び酸素濃度を監視するとともに，状況に応じて酸素濃度の低減

（可燃性ガス濃度制御系の運転等）を行い，原子炉格納容器内

が可燃限界の濃度に到達することを防止する。また，重大事故

等対処設備以外の設備の機能の復旧等も考慮し，格納容器圧力

及び温度の低下操作や原子炉格納容器内の窒素ガス置換を試み

る。これらの対応が困難であり，原子炉格納容器内の水素及び

酸素濃度が可燃限界に到達する場合については，格納容器ベン

トにより，その水素及び酸素濃度を低減することにより安定状

態を維持できる。 
 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備，運用等の相違に

より原子炉格納容器除

熱の開始時間が異なる。 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，可燃性

ガス濃度の抑制は，ＳＡ

設備である可搬式窒素

供給装置による窒素注

入を実施することとし

ている。 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備，運用，解析条件

等の相違により，酸素濃

度の可燃限界（酸素ベン

ト基準）到達時間が異な

る。 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，有効性

評価上，可燃性ガスの可

燃限界到達有無を確認

している。 
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・相違理由は本文参照。 
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添付資料 3.4.5 

 

原子炉注水開始時間の評価結果への影響 

 

1. はじめに 

今回の評価では，運転操作手順書等を踏まえ，原子炉圧力容器

への注水開始時刻を事象発生から 70分後としている。実際の事故

対応においては原子炉圧力容器への注水開始時刻が早まる又は遅

れる可能性も想定される。水素燃焼のリスクの観点では，ジルコ

ニウム－水反応による水素ガス発生量が抑制され，相対的に酸素

濃度が高くなることで水素濃度及び酸素濃度がともに可燃領域に

至る可能性が考えられる。一方で，注水時点の炉心の状態によっ

ては，ジルコニウム－水反応が促進され，水素ガス発生量が増加

する場合も考えられる。この場合には，増加した水素ガスによっ

て相対的に酸素濃度が低下すると考えられる。 

 

ここでは原子炉圧力容器への注水開始時刻が早まる又は遅れる

場合を想定し，原子炉圧力容器への注水開始時刻が評価結果に与

える影響を確認した。 

 

2. 評価条件 

今回の申請において示した解析ケース（以下「ベースケース」

という。）の評価条件に対する変更点は以下のとおり。この他の評

価条件は，ベースケースと同等である。 

 

(1) 感度解析 1（注水開始時刻が早まる場合） 

・原子炉圧力容器への注水開始時刻を事象発生から 30分後とし

た。30分は今後の更なる事故対応能力の改善を見据えて設定

した値である。 

 

 

 

 

・格納容器圧力制御の観点で評価上の必要が生じたため，格納

容器スプレイの流量を 155m3/hとした。格納容器スプレイの

流量をベースケースの 140 m3/hよりも増加させることで，水

蒸気の凝縮及びサプレッション・チェンバ気相部容積の低下

添付資料 3.4.6 

 

原子炉注水開始時間の評価結果への影響について 

 

1. はじめに 

今回の評価では，運転操作手順書等を踏まえ，原子炉圧力容

器への注水開始時刻を事象発生から 25分後としている。実際の

事故対応においては，原子炉圧力容器への注水開始時刻が早ま

る又は遅れる可能性も想定される。水素燃焼のリスクの観点で

は，ジルコニウム－水反応による水素発生量が抑制され，相対

的に酸素濃度が高くなることで水素濃度及び酸素濃度がともに

可燃領域に至る可能性が考えられる。一方で，注水時点の炉心

の状態によっては，ジルコニウム－水反応が促進され，水素発

生量が増加する場合も考えられる。この場合には，増加した水

素によって相対的に酸素濃度が低下すると考えられる。 

 

ここでは，原子炉圧力容器への注水開始時刻が早まる又は遅

れる場合を想定し，原子炉圧力容器への注水開始時刻が評価結

果に与える影響を確認した。 

 

2. 評価条件 

ベースケースの評価条件に対する変更点は以下のとおり。こ

の他の評価条件は，ベースケースと同等である。 

 

 

(1) 感度解析 1（注水開始時刻が早まる場合） 

・原子炉圧力容器への注水開始時刻をベースケースより 10分

早くし，事象発生から 15分後とした。 

 

 

 

 

 

 また，代替循環冷却系による格納容器除熱開始時刻をベー

スケースより 10 分早くし，事象発生から 80 分後とした。

10分は，今後のさらなる事故対応能力の改善等を見据えて

設定した値である。 

添付資料 3.4.5 

 

原子炉注水開始時間の評価結果への影響 

 

１．はじめに 

今回の評価では，運転操作手順書等を踏まえ，原子炉圧力容

器への注水開始時刻を事象発生から 30分後としている。実際の

事故対応においては原子炉圧力容器への注水開始時刻が早まる

又は遅れる可能性も想定される。水素燃焼のリスクの観点では，

ジルコニウム－水反応による水素ガス発生量が抑制され，相対

的に酸素濃度が高くなることで水素濃度及び酸素濃度がともに

可燃領域に至る可能性が考えられる。一方で，注水時点の炉心

の状態によっては，ジルコニウム－水反応が促進され，水素ガ

ス発生量が増加する場合も考えられる。この場合には，増加し

た水素ガスによって相対的に酸素濃度が低下すると考えられ

る。 

ここでは原子炉圧力容器への注水開始時刻が早まる又は遅れ

る場合を想定し，原子炉圧力容器への注水開始時刻が評価結果

に与える影響を確認した。 

 

２．評価条件 

今回の申請において示した解析ケース（以下「ベースケース」

という。）の評価条件に対する変更点は以下のとおり。このほか

の評価条件は，ベースケースと同等である。 

 

（１）感度解析１（注水開始時刻が早まる場合） 

  ・原子炉圧力容器への注水開始時刻を事象発生から 25分後と

した。25分は今後の更なる事故対応能力の改善を見据えて

設定した値である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 設備，運用等の相違に

より原子炉注水開始時

間が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 感度解析における原

子炉格納容器除熱の開

始時間の設定は各プラ

ントで異なる。 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

注水開始時刻以外の解
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が考えられるが，酸素濃度の評価の観点では保守的な結果を

与えると考えられる。 

 

(2) 感度解析 2（注水開始時刻が遅れる場合） 

・原子炉圧力容器への注水開始時刻をベースケースから 20分

遅延することとし,事象発生から 90分後とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 20分は，原子炉圧力容器への注水が遅れたとしても，溶融

炉心が炉心プレナム下部に移行しない時間であることを確

認し，設定した値である。 

 

3. 評価結果 

評価結果を図 1から図 8に示す。また，評価結果のまとめを表

1に示す。各パラメータの推移はベースケースとほぼ同等となり，

事象発生から 7日後の酸素濃度も 5vol%未満となった。 

 

 

4. まとめ 

原子炉圧力容器への注水開始時刻が早まる又は遅れることによ

る評価結果への影響を確認した結果，評価項目となるパラメータ

である酸素濃度は，ベースケースと同等となった。 

このことから，実際の事故対応においては原子炉圧力容器への

注水開始時刻が早まった又は遅れる場合においても水素燃焼のリ

スクの観点での事故対応への影響はない。 

以 上 

 

 

 

 

 

(2) 感度解析 2（注水開始時刻が遅れる場合） 

・原子炉圧力容器への注水開始時刻をベースケースから 25分

遅延することとし，事象発生から 50分後とした。 

 

 

 

 

 

 また，代替循環冷却系による格納容器除熱開始時刻をベー

スケースより 25分遅延することとし，事象発生から 115分

後とした。 

 

 

 

 

 25分は，原子炉圧力容器への注水が遅れたとしても，溶融

炉心が炉心プレナム下部に移行しない時間であることを確

認し，設定した値である。 

 

3. 評価結果 

評価結果を第 1 図から第 8 図に示す。また，評価結果のまと

めを第 1 表に示す。各パラメータの推移はベースケースとほぼ

同等となり，事象発生から 7日後の酸素濃度も 5vol％未満とな

った。 

 

4. まとめ 

原子炉圧力容器への注水開始時刻が早まる又は遅れることに

よる評価結果への影響を確認した結果，評価項目となるパラメ

ータである酸素濃度は，ベースケースと同等となった。このこ

とから，実際の事故対応においては原子炉圧力容器への注水開

始時刻が早まった又は遅れる場合においても，水素燃焼のリス

クの観点での事故対応への影響はない。 

 

 

 

 

 

 

（２）感度解析２（注水開始時刻が遅れる場合） 

・原子炉圧力容器への注水開始時刻をベースケースから 30分

遅延することとし,事象発生から 60分後とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 30分は，原子炉圧力容器への注水が遅れたとしても，溶融

炉心が炉心プレナム下部に移行しない時間であることを確

認し，設定した値である。 

 

３．評価結果   

評価結果を図１から図８に示す。また，評価結果のまとめを

表１に示す。各パラメータの推移はベースケースとほぼ同等と

なり，事象発生から７日後の酸素濃度も５vol％未満となった。 

 

 

４．まとめ 

原子炉圧力容器への注水開始時刻が早まる又は遅れることに

よる評価結果への影響を確認した結果，評価項目となるパラメ

ータである酸素濃度は，ベースケースと同等となった。このこ

とから，実際の事故対応においては原子炉圧力容器への注水開

始時刻が早まった又は遅れる場合においても水素燃焼のリスク

の観点での事故対応への影響はない。 

以上 

 

 

析条件はベースケース

と同様。 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 感度解析における原

子炉格納容器除熱の開

始時間の設定は各プラ

ントで異なる。 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

注水開始時刻以外の解

析条件はベースケース

と同様。 
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表１ 原子炉圧力容器への注水開始時刻の変更に伴う評価項目へ

の影響 

 

 

 

 

 

第 1表 原子炉圧力容器への注水開始時刻の変更に伴う評価項目

への影響 

 

 

 

表１ 原子炉圧力容器への注水開始時刻の変更に伴う評価項目へ

の影響 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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図１ 格納容器圧力の推移（感度解析１） 

 

 

 

 

 

 

図２ 格納容器気相部温度の推移（感度解析１） 

 

 

第 1図 格納容器圧力の推移（感度解析 1） 

 

 

 

 

 

 

第 2図 格納容器雰囲気温度の推移（感度解析 1） 

 

 

図１ 格納容器圧力の推移（感度解析１） 

 

 

 

 

 

 

図２ 格納容器温度の推移（感度解析１） 

 

（・挙動の相違は，ベー

スケースと同様。） 
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図３ ドライウェルの気相濃度の推移 

(ウェット条件) （感度解析１） 

 

 

 

 

 

 

図４ サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

(ウェット条件)（感度解析１） 

 

 

 

第 3図 ドライウェルの気相濃度の推移 

（ドライ条件）（感度解析 1） 

 

 

 

 

 

 

第 4図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

（ドライ条件）（感度解析 1） 

 

 

 

図３ ドライウェルの気相濃度の推移 

(ウェット条件) （感度解析１） 

 

 

 

 

 

 

図４ サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

(ウェット条件)（感度解析１） 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，ウェッ

ト条件により原子炉注

水操作の感度を評価し

ているが，東海第二はド

ライ条件で評価してい

る。 

（・挙動の相違はベース

ケースと同様。） 
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図５ 格納容器圧力の推移（感度解析２） 

 

 

 

 

 

 

図６ 格納容器気相温度の推移（感度解析２） 

 

 

第 5図 格納容器圧力の推移（感度解析 2） 

 

 

 

 

 

 

第 6図 格納容器雰囲気温度の推移（感度解析 2） 

 

 

 

図５ 格納容器圧力の推移（感度解析２） 

 

 

 

 

 

 

図６ 格納容器温度の推移（感度解析２） 

 

（・挙動の相違は，ベー

スケースと同様。） 
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図７ ドライウェルの気相濃度の推移 

(ウェット条件) （感度解析２） 

 

 

 

 

 

 

図８ サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

(ウェット条件)（感度解析２） 

 

 

第 7図 ドライウェルの気相濃度の推移 

（ドライ条件）（感度解析 2） 

 

 

 

 

 

 

第 8図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

（ドライ条件）（感度解析 2） 

 

 

図７ ドライウェルの気相濃度の推移 

(ウェット条件) （感度解析２） 

 

 

 

 

 

 

 

図８ サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

(ウェット条件)（感度解析２） 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，ウェッ

ト条件により原子炉注

水操作の感度を評価し

ているが，東海第二はド

ライ条件で評価してい

る。 

（・挙動の相違はベース

ケースと同様。） 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 5.1 崩壊熱除去機能喪失〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

5. 運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事

故 

5.1 崩壊熱除去機能喪失 

5.1.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1)事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」に含まれる事故シーケン

スは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，

①「崩壊熱除去機能喪失（RHR機能喪失[フロントライン]）＋

崩壊熱除去・注水系失敗」,②「崩壊熱除去機能喪失（代替除熱

機能喪失[フロントライン]※1）＋崩壊熱除去・注水系失敗」,

③「崩壊熱除去機能喪失（補機冷却系機能喪失）＋崩壊熱除去・

注水系失敗」及び④「外部電源喪失＋崩壊熱除去・注水系失敗」

である。 

※1 原子炉冷却材浄化系等の残留熱除去系以外の崩壊熱除去

機能の喪失 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転停止

中に残留熱除去系の故障により，崩壊熱除去機能が喪失するこ

とを想定する。このため，燃料の崩壊熱により原子炉冷却材が

蒸発することから，緩和措置がとられない場合には，原子炉水

位の低下により燃料が露出し燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，崩壊熱除去機能を喪失したこ

とによって燃料損傷に至る事故シーケンスグループである。こ

のため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効

性評価には，崩壊熱除去機能に対する重大事故等対処設備に期

待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異常

を認知して，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水を行うことによって燃料損傷の防止を図る。また，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による最終的な

熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除熱する。 

5 運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故 

5.1 崩壊熱除去機能喪失 

5.1.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」に含まれる事故シー

ケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示す

とおり，①「残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）＋崩壊熱除

去・炉心冷却失敗」，②「残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ喪失）

＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」及び③「外部電源喪失＋崩壊

熱除去・炉心冷却失敗」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転

停止中に残留熱除去系の故障により，崩壊熱除去機能が喪失

することを想定する。このため，燃料の崩壊熱により原子炉

冷却材が蒸発することから，緩和措置がとられない場合には，

原子炉水位の低下により燃料が露出し燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，崩壊熱除去機能を喪失した

ことによって燃料損傷に至る事故シーケンスグループであ

る。このため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対

策の有効性評価には，崩壊熱除去機能に対する重大事故等対

処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異

常を認知して，待機中の残留熱除去系（低圧注水系）による

原子炉注水を行うことによって，燃料損傷の防止を図る。ま

た，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転による最終的

な熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除熱

5. 運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事

故 

5.1 崩壊熱除去機能喪失 

5.1.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」に含まれる事故シーケン

スは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとお

り，「崩壊熱除去機能喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」及び

「外部電源喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の

基本的考え方 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転停

止中に残留熱除去系の故障により，崩壊熱除去機能が喪失す

ることを想定する。このため，燃料の崩壊熱により原子炉冷

却材が蒸発することから，緩和措置がとられない場合には，

原子炉水位の低下により燃料が露出し燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，崩壊熱除去機能を喪失したこ

とによって燃料損傷に至る事故シーケンスグループである。こ

のため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効

性評価には，崩壊熱除去機能に対する重大事故等対処設備に

期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異常

を認知して，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水を行うことによって燃料損傷の防止を図る。また，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による最終的な

熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除熱する。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の「崩壊熱

除去機能喪失＋崩壊熱除

去・炉心冷却失敗」は，

残留熱除去系のフロント

ライン系又はサポート系

の機能喪失を表してい

る。 

柏崎 6/7 の②の事故シ

ーケンスは，ＰＲＡにお

いて，原子炉冷却材浄化

系，燃料プール冷却浄化

系に期待しているため抽

出されているが，島根２

号炉では期待していない

ため同様の事故シーケン

スは抽出されていない。

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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(3) 燃料損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」における機能喪失に対し

て，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可

能とするため，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード及び原

子炉停止時冷却モード）による原子炉注水手段及び除熱手段を

整備する。また，原子炉補機冷却機能喪失により残留熱除去機

能が喪失した場合については「5.2 全交流動力電源喪失」にて

燃料損傷防止対策の有効性を確認する。これらの対策の概略系

統図を第 5.1.1 図及び第 5.1.2 図に，手順の概要を第 5.1.3 図

に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，

重大事故等対策における設備と操作手順の関係を第5.1.1 表に

示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにお

いて，6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対策に必要な要員は，

中央制御室の運転員及び緊急時対策要員で構成され，合計14 名

である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，

当直長 1 名（6 号及び 7 号炉兼任），当直副長 2名，運転操作

対応を行う運転員 6 名である。発電所構内に常駐している要員

のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は 5 名である。

必要な要員と作業項目について第 5.1.4 図に示す。 

 

 

 

 

 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，

作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認

した結果，14名で対処可能である。 

 

 

 

ａ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障に伴う崩

壊熱除去機能喪失確認 

原子炉の運転停止中に残留熱除去系の故障により，崩壊熱除

去機能が喪失する。これにより，原子炉水温が上昇し 100℃に

する。 

 

(3) 燃料損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」における機能喪失に

対して，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷

却を可能とするため，待機中の残留熱除去系（低圧注水系）

による原子炉注水手段及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系）による原子炉除熱手段を整備する。また，残留熱除去系

海水系機能喪失により崩壊熱除去機能が喪失した場合につい

ては「5.2 全交流動力電源喪失」にて燃料損傷防止対策の有

効性を確認する。これらの対策の概略系統図を第5.1－1 図

に，手順の概要を第5.1－2 図に示すとともに，重大事故等対

策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備

と操作手順の関係を第5.1－1 表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスに

おいて，重大事故等対策に必要な要員は，災害対策要員（初

動）12 名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室

の運転員は，当直発電長1 名，当直副発電長1 名及び運転操

作対応を行う当直運転員3 名である。発電所構内に常駐して

いる要員のうち，通報連絡等を行う要員は4 名及び現場操作

を行う重大事故等対応要員は3 名である。必要な要員と作業

項目について第5.1－3 図に示す。 

 

 

 

 

 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについて

は，作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数

を確認した結果，12 名で対処可能である。 

 

 

 

ａ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の故障に伴う崩壊

熱除去機能喪失確認 

原子炉の運転停止中に残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系）の故障により，崩壊熱除去機能が喪失する。これによ

 

 

(3) 燃料損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」における機能喪失に対し

て，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可

能とするため，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）によ

る原子炉注水手段及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

による原子炉除熱手段を整備する。また，原子炉補機冷却機能

喪失により残留熱除去機能が喪失した場合については「5.2 全

交流動力電源喪失」にて燃料損傷防止対策の有効性を確認する。

これらの対策の概略系統図を第5.1.1－1(1)図及び第5.1.1－

1(2)図に，手順の概要を第5.1.1－2図に示すとともに，重大事

故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における

設備と操作手順の関係を第5.1.1－1表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにお

いて，重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及

び緊急時対策要員で構成され，合計10名である。その内訳は次

のとおりである。中央制御室の運転員は，当直長１名，当直副

長１名，運転操作対応を行う運転員３名である。発電所構内に

常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要

員は５名である。必要な要員と作業項目について第5.1.1－3図

に示す。 

 

 

 

 

 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，

作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認

した結果，10名で対処可能である。 

 

 

 

ａ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障に伴う崩

壊熱除去機能喪失確認 

原子炉の運転停止中に残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）の故障により，崩壊熱除去機能が喪失する。これによ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用及び設備設計の相

違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いにより

必要要員数は異なるが，

タイムチャートにより要

員の充足性を確認してい

る。なお，これら要員 10

名は夜間・休日を含め発

電所に常駐している要員

である。 

 

 

・体制の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 運用及び設備の相違に

伴う，必要要員数の相違。 
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到達する。運転員は原子炉水温の上昇等を確認し，崩壊熱除去

機能喪失を確認する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障に伴う崩壊

熱除去機能喪失を確認するために必要な計装設備は，残留熱除

去系熱交換器出口温度等である。 

 

 

ｂ．逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が 100℃に到達し，原

子炉圧力が上昇することから，原子炉を低圧状態に維持するた

め，中央制御室からの遠隔操作により逃がし安全弁 1 個を開操

作する。 

逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持を確認するために

必要な計装設備は，原子炉圧力等である。 

 

 

ｃ．残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉冷却材が蒸発し，原子炉水

位が低下するため，中央制御室からの遠隔操作により待機して

いた残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水を

開始し，原子炉水位を回復する。 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水を確

認するために必要な計装設備は，残留熱除去系系統流量等であ

る。 

 

ｄ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩壊

熱除去機能回復 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉水位回復

後，中央制御室にて残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

へ切替えを行い，崩壊熱除去機能を回復する。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩壊熱

除去機能回復を確認するために必要な計装設備は，残留熱除去

系熱交換器入口温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，逃がし安全弁を全閉とし，原子炉低

圧状態の維持を停止する。 

り，原子炉水温が上昇し 100℃に到達する。運転員は原子

炉水温の上昇等を確認し，崩壊熱除去機能喪失を確認する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の故障に伴う崩壊

熱除去機能喪失を確認するために必要な計装設備は，残留

熱除去系熱交換器出口温度等である。 

（添付資料 5.1.1） 

 

ｂ．逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が100℃に到達し，

原子炉圧力が上昇することから，原子炉を低圧状態に維持

するため，中央制御室からの遠隔操作により逃がし安全弁

（自動減圧機能）1 個を開操作する。 

逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉の低圧状態

維持を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力等で

ある。 

 

ｃ．残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉冷却材が蒸発し，原子

炉水位が低下するため，中央制御室からの遠隔操作により

待機していた残留熱除去系（低圧注水系）運転による原子

炉注水を開始し，原子炉水位を回復する。 

残留熱除去系（低圧注水系）運転による原子炉注水を確

認するために必要な計装設備は，残留熱除去系系統流量等

である。 

 

ｄ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転による崩壊熱

除去機能回復 

残留熱除去系（低圧注水系）運転による原子炉水位回復

後，中央制御室及び現場にて残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）へ切替えを行い，崩壊熱除去機能を回復する。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転による崩壊熱

除去機能回復を確認するために必要な計装設備は，残留熱

除去系熱交換器入口温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，逃がし安全弁（自動減圧機能）

による原子炉の低圧状態維持を停止するため，逃がし安全

弁（自動減圧機能）を全閉とする。 

り，原子炉水温が上昇し 100℃に到達する。運転員は原子炉水

温の上昇等を確認し，崩壊熱除去機能喪失を確認する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障に伴う崩壊

熱除去機能喪失を確認するために必要な計装設備は，残留熱

除去系熱交換器出口温度等である。 

 

 

ｂ．逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が100℃に到達し，

原子炉圧力が上昇することから，原子炉を低圧状態に維持

するため，中央制御室からの遠隔操作により逃がし安全弁

（自動減圧機能付き）１個を開操作する。 

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）による原子炉の低圧

状態維持を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力

（ＳＡ），原子炉圧力等である。 

 

ｃ．残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉冷却材が蒸発し，原子

炉水位が低下するため，中央制御室からの遠隔操作により

待機していた残留熱除去系（低圧注水モード）運転による

原子炉注水を開始し，原子炉水位を回復する。 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水

を確認するために必要な計装設備は，残留熱除去ポンプ出

口流量等である。 

 

ｄ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩

壊熱除去機能回復 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉水位

回復後，中央制御室及び現場にて残留熱除去系（原子炉停

止時冷却モード）へ切替えを行い，崩壊熱除去機能を回復

する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩

壊熱除去機能回復を確認するために必要な計装設備は，残

留熱除去系熱交換器入口温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，逃がし安全弁（自動減圧機能付

き）を全閉とし，原子炉低圧状態の維持を停止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 
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島根２号炉は，残留熱

除去系（低圧注水モード）

から残留熱除去系（原子

炉停止時冷却モード）へ

の切り替え時に現場操作

を実施。 
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5.1.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故

シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示

すとおり，「崩壊熱除去機能喪失（RHR 機能喪失[フロントライ

ン]）＋崩壊熱除去・注水系失敗」である。 

本重要事故シーケンスにおいて想定するプラント状態は，崩

壊熱，原子炉冷却材の保有水量及び注水手段の多様性の観点か

ら，「POS A PCV/RPV 開放及び原子炉ウェル満水への移行状態」

が有効燃料棒頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確

保及び未臨界の確保に対して，最も厳しい想定である。したが

って，当該プラント状態を基本とし，他のプラント状態も考慮

した想定において評価項目を満足することを確認することによ

り，運転停止中の他のプラント状態においても，評価項目を満

足できる。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要

事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価

項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価す

る。 

（添付資料 5.1.1，5.1.2） 

 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評価

条件を第 5.1.2表に示す。また，主要な評価条件について，本

重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉圧力

容器の開放時については，燃料の崩壊熱及び保有水量の観点

から，未開放時の評価に包絡される。 

(b) 崩壊熱 

原子炉停止後の崩壊熱は，ANSI/ANS-5.1-1979 の式に基づ

くものとし，また，崩壊熱を厳しく見積もるために，原子炉

停止 1 日後の崩壊熱を用いる。このときの崩壊熱は約 22MW 

である。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約 37m3/h 

5.1.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事

故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，「残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）＋崩壊熱

除去・炉心冷却失敗」である。 

本重要事故シーケンスにおいて想定するプラント状態は，

崩壊熱，原子炉冷却材の保有水量及び注水手段の多様性の観

点から，「ＰＯＳ－Ａ ＰＣＶ／ＲＰＶ開放及び原子炉ウェル

満水への移行状態」が燃料有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽

が維持される水位の確保及び未臨界の確保に対して，最も厳

しい想定である。したがって，当該プラント状態を基本とし，

他のプラント状態も考慮した想定において評価項目を満足す

ることを確認することにより，運転停止中の他のプラント状

態においても，評価項目を満足できる。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重

要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

（添付資料 5.1.2） 

 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評

価条件を第 5.1－2 表に示す。また，主要な評価条件につい

て，本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉

圧力容器の開放時については，燃料の崩壊熱及び保有水

量の観点から，未開放時の評価に包絡される。 

(b) 崩壊熱 

原子炉停止後の崩壊熱は，ＡＮＳＩ／ＡＮＳ－5.1－

1979 の式に基づくものとし，また，崩壊熱を厳しく見積

もるために，原子炉停止 1 日後の崩壊熱を用いる。この

ときの崩壊熱は約 19MW である。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約32m

5.1.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価するうえで選定した重要

事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系機能

喪失[フロントライン]）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」であ

る。 

本重要事故シーケンスにおいて想定するプラント状態は，

崩壊熱，原子炉冷却材の保有水量及び注水手段の多様性の観

点から，「ＰＯＳ－Ａ 格納容器及び原子炉圧力容器の開放並

びに原子炉ウェル満水への移行状態」が燃料棒有効長頂部の

冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確保及び未臨界の確

保に対して，最も厳しい想定である。したがって，当該プラ

ント状態を基本とし，他のプラント状態も考慮した想定にお

いて評価項目を満足することを確認することにより，運転停

止中の他のプラント状態においても，評価項目を満足できる。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重

要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

（添付資料5.1.1，5.1.2） 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評

価条件を第 5.1.2－1表に示す。また，主要な評価条件につい

て，本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉

圧力容器の開放時については，燃料の崩壊熱及び保有水

量の観点から，未開放時の評価に包絡される。 

(b) 崩壊熱 

原子炉停止後の崩壊熱は，ANSI/ANS－5.1－1979 の式

に基づくものとし，また，崩壊熱を厳しく見積もるため

に，原子炉停止１日後の崩壊熱を用いる。このときの崩

壊熱は約 14.0MWである。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 
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である。 

（添付資料 5.1.3） 

(c) 原子炉初期水位及び原子炉初期水温 

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，原子

炉初期水温は 52℃とする。 

(d) 原子炉圧力 

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとする。

また，事象発生後において，水位低下量を厳しく見積もるた

めに，原子炉圧力は大気圧に維持されているものとする※2。 

 

※2 実操作では低圧注水系の注水準備が完了した後で原子炉

減圧を実施することとなり，残留熱除去系の注水特性に応じ

て大気圧より高い圧力で注水が開始されることとなる。大気

圧より高い圧力下での原子炉冷却材の蒸発量は大気圧下と

比べ小さくなるため，原子炉圧力が大気圧に維持されている

とした評価は保守的な条件となる。 

 

 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，運転中の残留熱除去系の故障によって，

崩壊熱除去機能を喪失するものとする。 

 

(b) 安全機能喪失に対する仮定 

起因事象の想定により，運転中の残留熱除去系の機能が喪

失するものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。 

外部電源が使用できない場合においても，非常用ディーゼ

ル発電機にて残留熱除去系による原子炉注水が可能であり，

外部電源がある場合と事象進展は同等となるが，資源の評価

の観点で厳しい評価条件となる外部電源が使用できない場合

を想定する。 

 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 残留熱除去系（低圧注水モード） 

３／h である。 

（添付資料 5.1.3，5.1.4） 

(c) 原子炉水位及び原子炉水温 

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，

原子炉水温は 52℃とする。 

(d) 原子炉圧力 

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとす

る。また，事象発生後において，水位低下量を厳しく見

積もるために，原子炉圧力は大気圧に維持されているも

のとする※。 

※ 実操作では残留熱除去系（低圧注水系）の注水準備が

完了した後で原子炉減圧を実施することとなり，残留

熱除去系（低圧注水系）の注水特性に応じて大気圧よ

り高い圧力で注水が開始されることとなる。大気圧よ

り高い圧力下での原子炉冷却材の蒸発量は大気圧下

と比べ小さくなるため，原子炉圧力が大気圧に維持さ

れているとした評価は保守的な条件となる。 

 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，運転中の残留熱除去系（原子炉停止

時冷却系）の故障によって，崩壊熱除去機能を喪失する

ものとする。 

(b) 安全機能喪失に対する仮定 

起因事象の想定により，運転中の残留熱除去系（原子

炉停止時冷却系）の機能が喪失するものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。 

外部電源が使用できない場合においても，非常用ディ

ーゼル発電機にて残留熱除去系（低圧注水系）による原

子炉注水が可能であり，外部電源がある場合と事象進展

は同等となるが，資源の評価の観点で厳しい評価条件と

なる外部電源が使用できない場合を想定する。 

（添付資料 1.3.3，5.1.8） 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 残留熱除去系（低圧注水系） 

23m3/hである。 

（添付資料 5.1.3） 

(c) 原子炉水位及び原子炉水温 

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，

原子炉水温は 52℃とする。 

(d) 原子炉圧力 

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとす

る。また，事象発生後において，水位低下量を厳しく見

積もるために，原子炉圧力は大気圧に維持されているも

のとする※１。 

※１ 実操作では残留熱除去系（低圧注水モード）の注

水準備が完了した後で原子炉減圧を実施することと

なり，残留熱除去系（低圧注水モード）の注水特性に

応じて大気圧より高い圧力で注水が開始されること

となる。大気圧より高い圧力下での原子炉冷却材の蒸

発量は大気圧下と比べ小さくなるため，原子炉圧力が

大気圧に維持されているとした評価は保守的な条件

となる。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，運転中の残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）の故障によって，崩壊熱除去機能を喪失する

ものとする。 

(b) 安全機能喪失に対する仮定 

起因事象の想定により，運転中の残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）の機能が喪失するものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。 

外部電源が使用できない場合においても，非常用ディ

ーゼル発電機にて残留熱除去系（低圧注水モード）によ

る原子炉注水が可能であり，外部電源がある場合と事象

進展は同等となるが，資源の評価の観点で厳しい評価条

件となる外部電源が使用できない場合を想定する。 

 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 残留熱除去系（低圧注水モード） 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水流量は

954m3/hとする。 

(b) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

伝熱容量は，熱交換器 1 基あたり約 8MW（原子炉冷却材温度

52℃，海水温度 30℃において）とする。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時

間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

 

(a)残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水は，残

留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）故障に伴う崩壊熱除

去機能喪失確認を考慮し，事象発生から 2時間後に実施する

ものとする。 

 

 (3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第 5.1.5

図に，原子炉水位と線量率の関係を第 5.1.6図に示す。 

 

 

ａ．事象進展 

事象発生後，残留熱除去系の故障に伴い崩壊熱除去機能が喪

失することにより原子炉水温が上昇し，約 1 時間後に沸騰，蒸

発することにより原子炉水位は低下し始める。残留熱除去系の

機能喪失に伴う原子炉水温の上昇により異常を認知し，事象発

生から約 2 時間後に待機中の残留熱除去系ポンプを起動し，残

留熱除去系（低圧注水モード）による注水を行う。 

 

 

原子炉水位回復から約 90 分後，残留熱除去系（原子炉停止

時冷却モード）へ切り替え，除熱を開始することによって，原

子炉水温は低下する※3。 

※3 原子炉冷却材の温度が100℃の場合における残留熱除去系

（原子炉停止時冷却モード）1 台での除熱能力は，燃料の崩

壊熱を上回るため，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

への切替えを実施することで原子炉水温は低下する。 

 

実操作では低圧注水系の準備が完了した後で原子炉減圧を実

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水流量は

1,605m３／hとする。 

(b) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却系） 

伝熱容量は，熱交換器 1 基当たり約 43MW（原子炉冷却

材温度 100℃，海水温度 32℃において）とする。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a) 残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水は，残

留熱除去系（原子炉停止時冷却系）故障に伴う崩壊熱除

去機能喪失確認を考慮し，事象発生から 2 時間後に実施

するものとする。 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第5.1

－4 図に，原子炉水位と線量率の関係を第5.1－5 図に示す。 

 

 

ａ．事象進展 

事象発生後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の故

障に伴い崩壊熱除去機能が喪失することにより原子炉水温

が上昇し，約1.1 時間後に沸騰，蒸発することにより原子

炉水位は低下し始める。残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系）の機能喪失に伴う原子炉水温の上昇により異常を認知

し，事象発生から約2 時間後に待機中の残留熱除去系ポン

プを起動し，残留熱除去系（低圧注水系）による注水を行

う。 

原子炉水位回復から約1 時間45 分後，残留熱除去系（原

子炉停止時冷却系）へ切り替え，除熱を開始することによ

って，原子炉水温は低下する※１。 

※1 原子炉冷却材の温度が 100℃の場合における残留熱除

去系（原子炉停止時冷却系）1 系統での除熱能力は，燃

料の崩壊熱を上回るため，残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）への切替えを実施することで原子炉水温は低下

する。 

実操作では残留熱除去系（低圧注水系）の準備が完了し

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水流

量は 1,136m3/hとする。 

(b) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

伝熱容量は，熱交換器１基あたり約９MW（原子炉冷却

材温度 52℃，海水温度 30℃において）とする。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の

操作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり

設定する。 

(a)残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水は，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）故障に伴う崩

壊熱除去機能喪失確認を考慮し，事象発生から２時間後

に実施するものとする。 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第

5.1.2－1図に，原子炉水位と線量率の関係を第5.1.2－2図に

示す。 

 

ａ．事象進展 

事象発生後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

の故障に伴い崩壊熱除去機能が喪失することにより原子炉

水温が上昇し，事象発生から約0.9時間後に沸騰，蒸発する

ことにより原子炉水位は低下し始める。残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）の機能喪失に伴う原子炉水温の上

昇により異常を認知し，事象発生から２時間後に待機中の

残留熱除去ポンプを起動し，残留熱除去系（低圧注水モー

ド）による注水を行う。 

原子炉水位回復から約30分後，残留熱除去系（原子炉停

止時冷却モード）へ切り替え，除熱を開始することによっ

て，原子炉水温は低下する※２。 

※２ 原子炉冷却材の温度が 100℃の場合における残留熱

除去系（原子炉停止時冷却モード）１系統での除熱能力

は，燃料の崩壊熱を上回るため，残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）への切替えを実施することで原子炉

水温は低下する。 

実操作では残留熱除去系（低圧注水モード）の準備が完

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 伝熱容量の相違。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 
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・設備設計及び運用の相

違 

【東海第二】 

島根２号炉は，残留熱

除去系（原子炉停止時冷

却モード）の起動に原子

炉保護系母線の復旧が不

要である。 

・設備設計及び運用の相
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施することとなり，残留熱除去系の注水特性に応じて大気圧よ

り高い圧力で注水が開始されることとなる。そのため，原子炉

圧力が大気圧で維持されているとした評価は保守的な条件とな

る。 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第 5.1.5 図に示すとおり，有効燃料棒頂部の

約 3.3m 上まで低下するに留まり，燃料は冠水維持される。 

 

原子炉圧力容器は未開放であり，第 5.1.6 図に示すとおり，

必要な遮蔽※4 が維持される水位である有効燃料棒頂部の約

2.0m 上を下回ることがないため，放射線の遮蔽は維持される。

なお，線量率の評価点は原子炉建屋オペレーティングフロアの

床付近としている。また，全制御棒全挿入状態が維持されてい

るため，未臨界は確保されている。 

原子炉水位回復後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

による除熱を継続することで，長期的に安定状態を維持できる。 

 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目の設

定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有効性を確

認した。 

※4 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/hとする。崩壊熱

除去機能喪失における原子炉建屋オペレーティングフロア

での作業時間及び作業員の退避は 1時間以内であり，作業員

の被ばく量は最大でも 10mSvとなるため，緊急作業時におけ

る被ばく限度の 100mSvに対して余裕がある。 

 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建屋オ

ペレーティングフロアでの操作を必ず必要な作業としてい

ないが，燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）を

使用した使用済燃料プールへの注水について仮に考慮し，可

搬型スプレイヘッダ及びホースの設置にかかる作業時間を

た後で原子炉減圧を実施することとなり，残留熱除去系（低

圧注水系）の注水特性に応じて大気圧より高い圧力で注水

が開始されることとなる。そのため，原子炉圧力が大気圧

で維持されているとした評価は保守的な条件となる。 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第5.1－4 図に示すとおり，燃料有効長頂

部の約4.2m上まで低下するにとどまり，燃料は冠水維持さ

れる。 

原子炉圧力容器は未開放であり，第5.1－5 図に示すとお

り，必要な遮蔽※２が維持される水位である燃料有効長頂部

の約1.7m 上を下回ることがないため，放射線の遮蔽は維持

される。なお，線量率の評価点は原子炉建屋原子炉棟6 階

の床付近としている。また，全制御棒全挿入状態が維持さ

れているため，未臨界は確保されている。 

原子炉水位回復後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）

による除熱を継続することで，長期的に安定状態を維持で

きる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

※2 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv／h とする。崩

壊熱除去機能喪失における原子炉建屋原子炉棟6 階での

作業時間及び作業員の退避は 2.2 時間以内であり，作業

員の被ばく量は最大でも 22mSv となるため，緊急作業時

における被ばく限度の 100mSvに対して余裕がある。 

 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建屋原

子炉棟 6 階での操作を必ず必要な作業としていないが，

可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系

（可搬型スプレイノズル）を使用した使用済燃料プール

スプレイの準備操作について仮に考慮し，可搬型スプレ

了した後で原子炉減圧を実施することとなり，残留熱除去

系（低圧注水モード）の注水特性に応じて大気圧より高い

圧力で注水が開始されることとなる。そのため，原子炉圧

力が大気圧で維持されているとした評価は保守的な条件と

なる。 

 

 

 

 

 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第5.1.2－1図に示すとおり，燃料棒有効

長頂部の約4.0m上まで低下するに留まり，燃料は冠水維持

される。 

原子炉圧力容器は未開放であり，第5.1.2－2図に示すと

おり，必要な遮蔽※３が維持される水位である燃料棒有効長

頂部の約1.8m上を下回ることがないため，放射線の遮蔽は

維持される。なお，線量率の評価点は原子炉建物原子炉棟

４階の燃料取替機台車床としている。また，全制御棒全挿

入状態が維持されているため，未臨界は確保されている。 

原子炉水位回復後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）による除熱を継続することで，長期的に安定状態を

維持できる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

  ※３ 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/h とする。

崩壊熱除去機能喪失における原子炉建物原子炉棟４階

からの現場作業員の退避は２時間以内であり，作業員

の被ばく量は最大でも 20mSv となるため，緊急作業時

における被ばく限度の 100mSvに対して余裕がある。 

 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建

物原子炉棟４階での操作を必要な作業としていない

が，燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）

を使用した燃料プールへの注水について仮に考慮し，

可搬型スプレイノズル及びホースの設置にかかる作業

違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は BWR-5 で

あり，残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）

の戻り水が再循環配管に

流入する設計のため，原

子炉圧力容器への低温水

流入による過度な熱衝撃

発生の防止を目的とした

配管の暖気運転は実施し

ない。 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

・評価結果の相違 
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・評価結果の相違 
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島根２号炉の現場作業

員の退避時間を考慮した

評価結果。 
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想定した。 

 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/hは，定期検査作業

時での原子炉建屋オペレーティングフロアにおける線量率

を考慮した値である。 

この線量率となる水位は有効燃料棒頂部の約 2.0m上（通

常水位から約 2.4m下）の位置である。 

（添付資料 4.1.2, 5.1.4, 5.1.5, 5.1.6） 

イノズル及びホースの設置にかかる作業時間を想定し

た。 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv／h は，施設定期

検査作業時での原子炉建屋原子炉棟6 階における線量率

を考慮した値である。 

この線量率となる水位は燃料有効長頂部の約1.7m 上（通

常水位から約 3.5m 下）の位置である。 

（添付資料 5.1.5，5.1.6，5.1.7） 

時間を想定した。 

 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/h は，定期検

査作業時での原子炉建物原子炉棟４階における線量率

を考慮した値である。 

この線量率となる水位は燃料棒有効長頂部の約

1.8m上（通常水位から約 3.3m下）の位置である。 

（添付資料 4.1.2，5.1.4，5.1.5，5.1.6） 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 5.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に残留熱除去系

の故障により，崩壊熱除去機能を喪失することが特徴である。ま

た，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，待機中の残留熱

除去系（低圧注水モード）による原子炉注水操作とする。 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件

は，第 5.1.2 表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計

値等，最確条件とした場合の影響を評価する。また，評価条件

の設定に当たっては，評価項目となるパラメータに対する余裕

が小さくなるような設定があることから,その中で事象進展に

有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響評価の結果

を以下に示す。 

 

（a）運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 22.4MW に対して

最確条件は約 22MW 以下であり，本評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件で設定している燃料の崩壊熱

より小さくなるため，原子炉水温の上昇及び原子炉水位の低下

は緩和されるが，注水操作は崩壊熱に応じた対応をとるもので

はなく，崩壊熱除去機能喪失による異常の認知を起点とするも

のであることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

5.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に残留熱除去系

の故障により，崩壊熱除去機能を喪失することが特徴である。ま

た，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，待機中の残留熱

除去系（低圧注水系）による原子炉注水操作とする。 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 5.1－2 表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。

また，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラ

メータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 18.8MW に

対して最確条件は約 18.8MW 未満であり，本評価条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設

定している燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水

温の上昇及び原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操

作は崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，崩壊熱除

去機能喪失による異常の認知を起点とするものであるこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

5.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間

に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時

間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に残留熱除去系の

故障により，崩壊熱除去機能を喪失することが特徴である。また，

不確かさの影響を確認する運転員等操作は，待機中の残留熱除去系

（低圧注水モード）による原子炉注水操作とする。 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 5.1.2-1 表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。

また，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラ

メータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 14.0MWに対

して最確条件は約 14.0MW以下であり，本評価条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定し

ている燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の

上昇及び原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操作は

崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，崩壊熱除去機

能喪失による異常の認知を起点とするものであることか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 
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初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最確条件

は約 40℃～約 53℃であり，本評価条件の不確かさとして，最確

条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。原子炉水温が 100℃

かつ原子炉停止から 12 時間後の燃料の崩壊熱を用いて原子炉

注水までの時間余裕を評価すると，必要な遮蔽が維持される水

位（必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h※4 が維持される水位）で

ある有効燃料棒頂部の約 2.0m 上の高さに到達するまでの時間

は約 2 時間となることから，評価条件である原子炉水温が

52℃，原子炉停止から 1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より

時間余裕は短くなるが，注水操作は原子炉水温に応じた対応を

とるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異常の認知を起

点とするものであることから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に対して

最確条件は通常運転水位以上であり，本評価条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，評価条件で設定している原子炉

水位より高くなるため，原子炉水位が有効燃料棒頂部まで低下

する時間は長くなるが，注水操作は原子炉水位に応じた対応を

とるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異常の認知を起

点とするものであることから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最確条

件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とし

た場合は，評価条件と同様であるため，事象進展に与える影響

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。仮に，

原子炉圧力が大気圧より高い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，

原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操作は原子炉圧力に応

じた対応をとるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異常

の認知を起点とするものであることから，運転員等操作時間に

与える影響はない。 

 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉圧力

容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに異なるもので

あり，本評価条件の不確かさとして，原子炉圧力容器の未開放

時は，評価条件と同様であるため，事象進展に与える影響はな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない。原子炉圧

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 47℃～約 58℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12 時間後の燃

料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価す

ると，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安

とした 10mSv／h が維持される水位）である燃料有効長

頂部の約 1.7m 上の高さに到達するまでの時間は約 2.8 

時間となることから，評価条件である原子炉水温が52℃，

原子炉停止から1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より

時間余裕は短くなるが，注水操作は原子炉水温に応じた

対応をとるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異

常の認知を起点とするものであることから，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位に対してゆらぎがあり，

本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

評価条件で設定している原子炉水位より低くなる場合が

あるため，原子炉水位が燃料有効長頂部まで低下する時

間は短くなる場合があるが，注水操作は原子炉水位に応

じた対応をとるものではなく，崩壊熱除去機能喪失によ

る異常の認知を起点とするものであることから，運転員

等操作時間に与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して

最確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高

い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下

は緩和されるが，注水操作は原子炉圧力に応じた対応を

とるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異常の認

知を起点とするものであることから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，本評価条件の不確かさとして，原子

炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

事象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 29℃～約 46℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の燃料

の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価する

と，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安と

した 10mSv/h が維持される水位）である燃料棒有効長頂

部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象発生

から約 2.7 時間となることから，評価条件である原子炉

水温が 52℃，原子炉停止から１日後の燃料の崩壊熱の場

合の評価より時間余裕は短くなるが，注水操作は原子炉

水温に応じた対応をとるものではなく，崩壊熱除去機能

喪失による異常の認知を起点とするものであることか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位以上であり，本評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

設定している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位

が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は長くなるが，注

水操作は原子炉水位に応じた対応をとるものではなく，

崩壊熱除去機能喪失による異常の認知を起点とするもの

であることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して

最確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高

い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下

は緩和されるが，注水操作は原子炉圧力に応じた対応を

とるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異常の認

知を起点とするものであることから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，本評価条件の不確かさとして，原子

炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

事象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時

 

・実績値の相違 
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 島根２号炉の最確条件

を記載。 
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力容器の開放時は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象進展

に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影

響は小さい。 

 

（b）評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 22.4MW に対して

最確条件は約 22MW以下であり，本評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件で設定している燃料の崩壊熱

より小さくなるため，原子炉水温の上昇及び原子炉水位の低下

は緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する余

裕は大きくなる。仮に，原子炉停止後の時間が短く，燃料の崩

壊熱が大きい場合は，注水までの時間余裕が短くなることか

ら，評価項目に対する余裕は小さくなる。原子炉停止から 12

時間後の燃料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を

評価すると，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安

とした 10mSv/h※4が維持される水位）である有効燃料棒頂部の

約 2.0m 上の高さに到達するまでの時間は約 2 時間，有効燃料

棒頂部到達まで約 3時間となることから，評価条件である原子

炉停止 1日後の評価より時間余裕は短くなる。ただし，必要な

放射線の遮蔽は維持され，原子炉注水までの時間余裕も十分な

時間が確保されていることから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

 

 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最確条

件は約 40℃～約 53℃であり，本評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。原子炉水温が

100℃かつ原子炉停止から 12 時間後の燃料の崩壊熱を用いて

原子炉注水までの時間余裕を評価すると，必要な遮蔽が維持さ

れる水位（必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h※4が維持される水

位）である有効燃料棒頂部の約 2.0m 上の高さに到達するまで

の時間は約 2時間となることから，評価条件である原子炉水温

が 52℃かつ原子炉停止から 1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評

価より時間余裕は短くなる。ただし，必要な放射線の遮蔽は維

持され，原子炉注水までの時間余裕も十分な時間が確保されて

いることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。 

 

間に与える影響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原

子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は

小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さ

い。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 18.8MWに対

して最確条件は約 18.8MW 未満であり，本評価条件の不

確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定

している燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温

の上昇及び原子炉水位の低下は緩和されることから，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。仮

に，原子炉停止後の時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい

場合は，注水までの時間余裕が短くなることから，評価

項目に対する余裕は小さくなる。原子炉停止から 12 時

間後の燃料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕

を評価すると，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮

蔽の目安とした 10mSv／h が維持される水位）である燃

料有効長頂部の約 1.7m 上の高さに到達するまでの時間

は約 2.8 時間，燃料有効長頂部到達まで約 4.2 時間とな

ることから，評価条件である原子炉停止 1 日後の評価よ

り時間余裕は短くなる。ただし，必要な放射線の遮蔽は

維持され，原子炉注水までの時間余裕も十分な時間が確

保されていることから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 47℃～約 58℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12 時間後の燃

料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価す

ると，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安

とした 10mSv／h が維持される水位）である燃料有効長

頂部の約 1.7m 上の高さに到達するまでの時間は約 2.8 

時間となることから，評価条件である原子炉水温が 52℃

かつ原子炉停止から1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評価

より時間余裕は短くなる。ただし，必要な放射線の遮蔽

は維持され，原子炉注水までの時間余裕も十分な時間が

確保されていることから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

間に与える影響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原

子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は

小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さ

い。 

     (b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 14.0MWに対

して最確条件は約 14.0MW以下であり，本評価条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定し

ている燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の

上昇及び原子炉水位の低下は緩和されることから，評価

項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。仮に，

原子炉停止後の時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい場合

は，注水までの時間余裕が短くなることから，評価項目

に対する余裕は小さくなる。原子炉停止から 12時間後の

燃料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価

すると，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目

安とした 10mSv/h が維持される水位）である燃料棒有効

長頂部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象

発生から約 2.7 時間，燃料棒有効長頂部到達まで事象発

生から約 4.2 時間となることから，評価条件である原子

炉停止１日後の評価より時間余裕は短くなる。ただし，

必要な放射線の遮蔽は維持され，原子炉注水までの時間

余裕も十分な時間が確保されていることから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 29℃～約 46℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の燃料

の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価する

と，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安と

した 10mSv/h が維持される水位）である燃料棒有効長頂

部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象発生

から約 2.7 時間となることから，評価条件である原子炉

水温が52℃かつ原子炉停止から１日後の燃料の崩壊熱の

場合の評価より時間余裕は短くなる。ただし，必要な放

射線の遮蔽は維持され，原子炉注水までの時間余裕も十

分な時間が確保されていることから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい。 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・実績値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条件

を記載。 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

・実績値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条件

を記載。 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に対して

最確条件は通常運転水位以上であり，評価条件の不確かさとし

て，最確条件とした場合は，評価条件で設定している原子炉水

位より高くなるため，原子炉水位が有効燃料棒頂部まで水位が

低下する時間は長くなることから，評価項目となるパラメータ

に対する余裕は大きくなる。 

 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最確条

件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とし

た場合は，評価条件と同様であるため，事象進展に与える影響

はないことから，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。仮に，原子炉圧力が大気圧より高い場合は，沸騰開始時間

が遅くなり，原子炉水位の低下は緩和されることから，評価項

目となるパラメータに対する余裕は大きくなる※5。 

 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉圧力

容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに異なるもの

であり，本評価条件の不確かさとして，原子炉圧力容器の未開

放時は，評価条件と同様であるため，事象進展に与える影響は

ないことから，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。原子炉圧力容器の開放時は，原子炉減圧操作が不要となる

が，事象進展に与える影響は小さいことから，評価項目となる

パラメータに与える影響は小さい。 

 

※5 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考

慮した評価。 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，「要

員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び

「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これらの要因が運転員等

操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価

し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注

水操作は，評価上の操作開始時間として，事象発生から 2 時

間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位に対してゆらぎがあり，

評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，評

価条件で設定している原子炉水位より低くなる場合があ

るが，原子炉水位のゆらぎによる変動量は，事象発生後

の水位低下量に対して十分小さいことから，評価項目と

なるパラメータに対する影響は小さい。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して

最確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気

圧より高い場合は，沸騰開始時間が遅くなり，原子炉水

位の低下は緩和されることから，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕は大きくなる※。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，本評価条件の不確かさとして，原子

炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

事象進展に与える影響はないことから，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。原子炉圧力容器の開放

時は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与え

る影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

※ 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果

を考慮した評価。 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」

及び「操作の確実さ」の６ 要因に分類し，これらの要因が

運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等

操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータに与え

る影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水系）によ

る注水操作は，評価上の操作開始時間として，事象発生

から約 2 時間後を設定している。運転員等操作時間に与

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位以上であり，評価条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設

定している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位が

燃料棒有効長頂部まで水位が低下する時間は長くなるこ

とから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大き

くなる。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して

最確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気

圧より高い場合は，沸騰開始時間が遅くなり，原子炉水

位の低下は緩和されることから，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕は大きくなる※４。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，本評価条件の不確かさとして，原子

炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

事象進展に与える影響はないことから，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。原子炉圧力容器の開放

時は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与え

る影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

※４ 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効

果を考慮した評価。 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操

作有無」及び「操作の確実さ」の６要因に分類し，これらの

要因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

   (a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）

の注水操作は，評価上の操作開始時間として，事象発生

から２時間後を設定している。運転員等操作時間に与え

 

・実績値の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の最確条件

を記載。 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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崩壊熱除去機能喪失による異常の認知により原子炉注水の必

要性を確認し操作を実施することは容易であり，評価では事

象発生から 2 時間後の注水操作開始を設定しているが，実態

の注水操作開始時間は早くなる可能性があることから，運転

員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注

水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操

作開始時間が早まり，原子炉水位の低下を緩和する可能性が

あることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大

きくなる。 

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.1.7） 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，

評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認でき

る範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注水

操作について，通常運転水位から放射線の遮蔽が維持される最

低水位に到達するまでの時間は約 3 時間，原子炉水位が有効燃

料棒頂部まで低下する時間が約 5 時間であり，事故を認知して

注水を開始するまでの時間は 2 時間であるため，準備時間が確

保できることから，時間余裕がある。 

 

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.1.7） 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作

時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及

び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確かさが

運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性

が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

える影響として，崩壊熱除去機能喪失による異常の認知

により原子炉注水の必要性を確認し操作を実施すること

は容易であり，評価では事象発生から約 2 時間後の注水

操作開始を設定しているが，実態の注水操作開始時間は

早くなる可能性があることから，運転員等操作時間に対

する余裕は大きくなる。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水系）によ

る注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，

実態の操作開始時間が早まり，原子炉水位の低下を緩和

する可能性があることから，評価項目となるパラメータ

に対する余裕は大きくなる。 

 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水系）による注

水操作について，通常運転水位から放射線の遮蔽が維持され

る最低水位に到達するまでの時間は約4.5 時間，原子炉水位

が燃料有効長頂部まで低下する時間が約6.3 時間であり，事

故を認知して注水を開始するまでの時間は2 時間であるた

め，準備時間が確保できることから，時間余裕がある。 

 

 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効

性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕があ

る。 

（添付資料5.1.8） 

る影響として，崩壊熱除去機能喪失による異常の認知に

より原子炉注水の必要性を確認し操作を実施することは

容易であり，評価では事象発生から２時間後の注水操作

開始を設定しているが，実態の注水操作開始時間は早く

なる可能性があることから，運転員等操作時間に対する

余裕は大きくなる。 

 (b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）

の注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，

実態の操作開始時間が早まり，原子炉水位の低下を緩和

する可能性があることから，評価項目となるパラメータ

に対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 5.1.1，5.1.6，5.1.7） 

    

 (2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）によ

る注水操作について，通常運転水位から放射線の遮蔽が維持

される最低水位に到達するまでの時間は事象発生から約4.3

時間，原子炉水位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間が事

象発生から約6.1時間であり，事故を認知して注水を開始する

までの時間は事象発生から２時間後であるため，準備時間が

確保できることから，時間余裕がある。 

（添付資料 5.1.1，5.1.6，5.1.7） 

 

 (3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

このほか，評価項目となるパラメータに対して，対策の有

効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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5.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」において，6号及び 7号

炉同時の重大事故等対策時における必要な要員は，「5.1.1(3)

燃料損傷防止対策」に示すとおり 14 名である。「6.2 重大事故

等対策時に必要な要員の評価結果」で説明している運転員，緊

急時対策要員等の 64名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」において，水源，燃料及

び電源の資源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評価して

いる。その結果を以下に示す。 

 

ａ．水源 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水について

は，必要な注水量が少なく，また，サプレッション・チェンバ

のプール水を水源とすることから，水源が枯渇することはない

ため，7日間の継続実施が可能である。 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機による電源供給については，事象発

生後 7 日間最大負荷で運転した場合，号炉あたり約 753kL の軽

油が必要となる。5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電

源設備及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給につ

いては，事象発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転

継続に合計約 13kLの軽油が必要となる（6号及び 7号炉合計約

1,519kL）。 

 

 

 

5.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」において，重大事故

等対策時における必要な要員は，「5.1.1(3) 燃料損傷防止対

策」に示すとおり12 名である。「6.2 重大事故等対策時に必

要な要員の評価結果」で説明している災害対策要員（初動）

の37 名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」において，水源，燃

料及び電源の資源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評

価している。その結果を以下に示す。 

 

ａ．水源 

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水について

は，必要な注水量が少なく，また，サプレッション・チェ

ンバのプール水を水源とすることから，水源が枯渇するこ

とはないため，7 日間の継続実施が可能である。 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機等及び常設代替交流電源設備

（常設代替高圧電源装置2 台）による電源供給については，

事象発生後7 日間最大負荷で運転した場合，約755.5kL の

軽油が必要となる。軽油貯蔵タンクにて約800kL の軽油を

保有しており，この使用が可能であることから，非常用デ

ィーゼル発電機等及び常設代替交流電源設備（常設代替高

圧電源装置2 台）による電源供給について，7 日間の継続

が可能である。 

 

 

5.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」において，重大事

故等対策時における必要な要員は，「5.1.1(3) 燃料損傷防止

対策」に示すとおり10名である。「6.2 重大事故等対策時に

必要な要員の評価結果」で説明している運転員，緊急時対策

要員等の43名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」において，水源，燃

料及び電源の資源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の条件にて

評価している。その結果を以下に示す。 

 

ａ．水源 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水につ

いては，必要な注水量が少なく，また，サプレッション・

チェンバのプール水を水源とし，循環することから，水源

が枯渇することはないため，７日間の継続実施が可能であ

る。 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機等による電源供給については，

保守的に事象発生後７日間最大負荷で運転した場合，運転

継続に約700m3の軽油が必要となる。非常用ディーゼル発電

機燃料貯蔵タンク等にて約730m3の軽油を保有しており，こ

の使用が可能であることから非常用ディーゼル発電機等に

よる電源供給について，７日間の継続が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

・運用及び設備設計の相

違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いにより

必要要員数は異なるが，

タイムチャートにより要

員の充足性を確認してい

る。なお，これら要員 10

名は夜間・休日を含め発

電所に常駐している要員

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

常設代替電源設備から

電源供給する負荷が異な

る。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼル

発電機もある。 
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6 号及び 7 号炉の各軽油タンクにて約 1,020kL（6 号及び 7 

号炉合計約 2,040kL）の軽油を保有しており，これらの使用が

可能であることから，非常用ディーゼル発電機による電源供給，

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による電源

供給及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給につい

て，7 日間の継続が可能である。 

（添付資料 5.1.8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発

電機によって給電を行うものとする。6 号及び 7 号炉において

重大事故等対策時に必要な負荷は，各号炉の非常用ディーゼル

発電機負荷に含まれることから，非常用ディーゼル発電機によ

る電源供給が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

また，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備及

びモニタリング・ポスト用発電機についても，必要負荷に対し

ての電源供給が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象

発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転継続に約

70.0kL の軽油が必要となる。緊急時対策所用発電機燃料油

貯蔵タンクにて約75kL の軽油を保有しており，この使用が

可能であることから，緊急時対策所用発電機による電源供

給について，7 日間の継続が可能である。 

（添付資料5.1.9） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ル発電機等及び常設代替交流電源設備によって給電を行う

ものとする。重大事故等対策時に必要な負荷は，非常用デ

ィーゼル発電機等の負荷に含まれることから，非常用ディ

ーゼル発電機等による電源供給が可能である。 

 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故

等対策に必要な負荷として，約 951kW 必要となるが，常設

代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 2 台）の連続定

格容量は約 2,208kW であり，必要負荷に対しての電源供給

が可能である。 

 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。 

（添付資料 5.1.10） 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，保守

的に事象発生直後から最大負荷での運転を想定すると，７

日間の運転継続に約８m3 の軽油が必要となる。緊急時対策

所用燃料地下タンクにて約 45m3の軽油を保有しており，こ

の使用が可能であることから，緊急時対策所用発電機によ

る電源供給について，７日間の継続が可能である。 

（添付資料 5.1.8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ル発電機等によって給電を行うものとする。重大事故等対

策時に必要な負荷は，非常用ディーゼル発電機等の負荷に

含まれることから，非常用ディーゼル発電機等による電源

供給が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対し

ての電源供給が可能である。 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，モニタ

リングポストの電源は非

常用交流電源設備又は常

設代替交流電源設備の電

源負荷に含まれる。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，緊急時

対策所用発電機用の燃料

タンクを有している。ま

た，モニタリングポスト

は非常用交流電源設備又

は常設代替交流電源設備

による電源供給が可能で

ある。 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

常設代替電源設備から

電源供給する負荷が異な

る。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼル

発電機もある。 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，モニタ

リングポストの電源は非

常用交流電源設備又は常

設代替交流電源設備の電

源負荷に含まれる。 
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5.1.5 結論 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系

の故障による停止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転停止中に

残留熱除去系の故障により，崩壊熱除去機能を喪失することが特

徴である。事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留

熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）」に対する燃料損傷防

止対策としては，残留熱除去系による原子炉注水手段及び除熱手

段を整備している。 

 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系

の故障による停止時冷却機能喪失）」の重要事故シーケンス「崩壊

熱除去機能喪失（RHR機能喪失[フロントライン]）＋崩壊熱除去・

注水系失敗」について有効性評価を行った。 

上記の場合においても，残留熱除去系による原子炉注水及び原

子炉除熱を実施することにより，燃料損傷することはない。 

 

その結果，有効燃料棒頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨

界の確保ができることから，評価項目を満足している。また，安

定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間

余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕が

ある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員

にて確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可

能である。 

以上のことから，残留熱除去系による原子炉注水，原子炉除熱

等の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して

有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「崩壊熱除

去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）」に

対して有効である。 

5.1.5 結論 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系

の故障による停止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転停止中に

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の故障により，崩壊熱除去

機能を喪失することが特徴である。事故シーケンスグループ「崩

壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪

失）」に対する燃料損傷防止対策としては，残留熱除去系（低 

圧注水系）による原子炉注水手段及び残留熱除去系（原子炉停止

時冷却系）による原子炉除熱手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系

の故障による停止時冷却機能喪失）」の重要事故シーケンス「残留

熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」に

ついて有効性評価を行った。 

上記の場合においても，残留熱除去系（低圧注水系）による原

子炉注水及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原子炉

除熱を実施することにより，燃料損傷することはない。 

その結果，燃料有効長頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨

界の確保ができることから，評価項目を満足している。また，安

定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間

余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕が

ある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保可能

である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注

水及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原子炉除熱等

の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有

効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「崩壊熱除去

機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）」に対

して有効である。 

5.1.5 結論  

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の

故障による停止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転停止中に残

留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障により，崩壊熱除去

機能を喪失することが特徴である。事故シーケンスグループ「崩壊

熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）」

に対する燃料損傷防止対策としては，残留熱除去系（低圧注水モー

ド）による原子炉注水手段及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）による原子炉除熱手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の

故障による停止時冷却機能喪失）」の重要事故シーケンス「崩壊熱

除去機能喪失（残留熱除去系機能喪失[フロントライン]）＋崩壊熱

除去・炉心冷却失敗」について有効性評価を行った。 

上記の場合においても，残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による原

子炉除熱を実施することにより，燃料損傷することはない。 

その結果，燃料棒有効長頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨

界の確保ができることから，評価項目を満足している。また，安定

状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に

与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。

また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕に

ついて確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員に

て確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能で

ある。 

以上のことから，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉

注水及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉除

熱等の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して

有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「崩壊熱除去

機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）」に対

して有効である。 
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第5.1.1 図 「崩壊熱除去機能喪失」の重大事故等対策の概略系統

図（1/2）（原子炉停止時冷却失敗，原子炉減圧及び原子炉注水） 

 

 

 

 

 

 

第5.1.2 図 「崩壊熱除去機能喪失」の重大事故等対策の 

概略系統図（2/2）（原子炉停止時冷却） 

 

 

 

 

 

第5.1－1 図 崩壊熱除去機能喪失時の重大事故等対策の概略系統

図（1／2）（原子炉減圧及び残留熱除去系（低圧注水系）による 

原子炉注水段階） 

 

 

 

 

 

第 5.1－1 図 崩壊熱除去機能喪失時の重大事故等対策の 

概略系統図（2／2）（残留熱除去系（原子炉停止時冷却系） 

による原子炉除熱段階） 

 

 

 

 

第5.1.1－1(1)図 「崩壊熱除去機能喪失」の重大事故等対策の概

略系統図（原子炉停止時冷却失敗，原子炉減圧及び原子炉注水） 

 

 

 

 

第5.1.1－1(2)図 「崩壊熱除去機能喪失」の重大事故等対策の概

略系統図（原子炉停止時冷却） 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.1-16



 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 備  考 

 

第 5.1.3 図 「崩壊熱除去機能喪失」の対応手順の概要 

差異理由は，島根２号炉

「第 5.1.1-2 図 「崩壊

熱除去機能喪失」の対応

手順の概要」の備考欄参

照。 
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東海第二発電所（2018.9.12版） 備  考 

 

 

第 5.1－2 図 崩壊熱除去機能喪失の対応手順の概要 

差異理由は，島根２号炉

「第 5.1.1-2 図 「崩壊

熱除去機能喪失」の対応

手順の概要」の備考欄参

照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ① 
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

 

 

第 5.1.1-2図 「崩壊熱除去機能喪失」の対応手順の概要 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉は，有効性

評価の対象としていない

が，他に取り得る手段を

記載。 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 備  考 

 

第 5.1.4 図 「崩壊熱除去機能喪失」の作業と所要時間 

差異理由は,島根２号炉

「第 5.2.1－3図 「崩壊

熱除去機能喪失」の作業

と所要時間」の備考欄参

照。 
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東海第二発電所（2018.9.12版） 備  考 

 

 

第 5.1－3 図 崩壊熱除去機能喪失時の作業と所要時間 

差異理由は,島根２号炉

「第 5.2.1－3図 「崩壊

熱除去機能喪失」の作業

と所要時間」の備考欄参

照。 
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

 

 

第 5.1.1－3図 「崩壊熱除去機能喪失」の作業と所要時間 

 

・評価結果の相違に基づ

く差異。 

・設備設計・手順に基づ

く想定時間の差異。 

・評価上考慮しない操作

を含めて実際に実施す

る操作について要員の

充足性を確認（ただし，

事前に対応する要員を

定めることが難しい機

能回復操作を除く）。 

・体制の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，シミュ

レータ訓練等において，

中央制御室の対応を１名

にて実施可能なことを確

認している。 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

①島根２号炉は，残留熱

除去系（原子炉停止時冷

却モード）運転により炉

水がサプレッション・チ

ェンバへ流入すること等

を防止するためミニマム

フロー弁等の電源「切」

操作を実施することを記

載。 
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第 5.1.5 図 原子炉水位の移 

 

 

第 5.1.6 図 原子炉水位と線量率 

 

 

第 5.1－4図 原子炉水位の推移 

 

 

第 5.1－5図 原子炉水位と線量率 

 
第 5.1.2－1図 原子炉水位の推移 

 

  

第 5.1.2－2図 原子炉水位と線量率 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①原子炉水温 100℃到

達時間の相違。 

 

②原子炉注水開始時点

の燃料棒有効長頂部か

らの水位の相違。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計及び評価結果

の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

  

① 

① 

① 

② 
② 
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本文比較表に記載の差

異以外で主要な差異に

ついて記載。 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉は，既許可

の対象設備を重大事故

等対処設備として位置

付けるものを明確化し

ている。 

【東海第二】 

②島根２号炉は，重大事

故等時に設計基準対象

施設としての機能を期

待する設備を「重大事故

等対処設備（設計基準拡

張）」と位置付けている。 
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）
 

 
 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①条件設定は同じだが，

島根２号炉は柏崎 6/7

と同様に平衡炉心燃料

のサイクル末期の炉心

平均燃焼度に 10%の保

守性を考慮して設定。 

東海第二は許認可炉

心が 13 ヶ月運転である

こと及び実機における

調整運転時期約 1 ヶ月

を踏まえて設定。 

また，島根２号炉はＭ

ＯＸ燃料を採用してい

ることを踏まえ，９×９

燃料の代表性を示して

いる。 

 

②島根２号炉は，事象進

展に影響がないことか

ら，資源の観点で厳しい

ことを理由に簡潔に記

載し，東海第二は事象発

生の認知の観点で厳し

い想定であることを補

足。 
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・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.1.1〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

添付資料 5.1.1 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失にお

ける有効燃料棒頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の水位

到達までの時間余裕と必要な注水量の計算方法について 

 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失

により，有効燃料棒頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の

水位到達までの時間余裕と必要な注水量について，以下の式を

用いて計算を行った。なお，事象を厳しく評価するため，発生

する崩壊熱は全て原子炉水温の上昇及び蒸発に寄与するもの

とし，原子炉圧力容器や水面からの放熱は考慮しない。 

なお，5.1.2 及び 5.2.2の「燃料損傷防止対策の有効性評価」

おいて,「１．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制

効果を考慮しない計算」を用いて評価を行っており，添付資料

5.1.7及び添付資料 5.2.2の「評価条件の不確かさの影響評価

について」の一部においては,未開放状態の被ばく影響をより

現実に近い想定として評価するため，「２．原子炉圧力上昇に

よる原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮した計算」を用いた。 

 

１．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考

慮しない計算 

原子炉未開放状態において，原子炉圧力上昇に伴う原子炉冷

却材の比エンタルピの上昇により，大気圧下と比べて原子炉冷

却材の蒸発量は抑制されるが，ここでは原子炉圧力容器の状態

によらず，保守的かつ簡易的な評価として大気圧下の原子炉冷

却材の蒸発量を求めた。 

 

(1) 100℃に至るまでの時間 

100℃に至るまでの時間は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪

失時，全交流動力電源喪失時ともに約 1時間である。計算は次

の式で行った。 

 

 

 

t1  ：100℃に至るまでの時間[h] 

h100 ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

添付資料 5.1.3 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失にお

ける基準水位到達までの時間余裕と必要な注水量の計算方法に

ついて 

 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失に

より，燃料有効長頂部が露出する水位又は放射線の遮蔽が維持さ

れる水位到達までの時間余裕と必要な注水量について，以下の式

を用いて計算を行った。なお，事象を厳しく評価するため，発生

する崩壊熱は全て原子炉水温の上昇及び蒸発に寄与するものと

し，原子炉圧力容器や水面からの放熱は考慮しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1. 100℃に至るまでの時間 

   100℃に至るまでの時間は次の式で求める。 

 

 

 

 ｔ１＝（ｈ１００－ｈ５２）×Ｖｃ×ρ５２／（Ｑ×3,600）＝

約 1.1h 

 

ｔ１ ：100℃に至るまでの時間（h） 

ｈ１００ ：100℃の飽和水の比エンタルピ（kJ／kg）＝419.10 

添付資料 5.1.1 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失にお

ける燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の水

位到達までの時間余裕と必要な注水量の計算方法について 

 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失に

より，燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の

水位到達までの時間余裕と必要な注水量について，以下の式を

用いて計算を行った。なお，事象を厳しく評価するため，発生

する崩壊熱はすべて原子炉水温の上昇及び蒸発に寄与するもの

とし，原子炉圧力容器や水面からの放熱は考慮しない。 

なお，5.1.2及び5.2.2の「燃料損傷防止対策の有効性評価」

において，「１.原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制

効果を考慮しない計算」を用いて評価を行っており，添付資料

5.1.7及び添付資料5.2.2の「評価条件の不確かさの影響評価に

ついて」の一部においては，未開放状態の被ばく影響をより現

実に近い想定として評価するため，「２．原子炉圧力上昇による

原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮した計算」を用いた。 

 

１．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮し

ない計算 

原子炉未開放状態において，原子炉圧力上昇に伴う原子炉冷

却材の比エンタルピの上昇により，大気圧下と比べて原子炉冷

却材の蒸発量は抑制されるが，ここでは原子炉圧力容器の状態

によらず，保守的かつ簡易的な評価として大気圧下の原子炉冷

却材の蒸発量を求めた。 

 

(1) 100℃に至るまでの時間 

100℃に至るまでの時間は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪

失時，全交流動力電源喪失時ともに約 0.95時間である。計算

は次の式で行った。 

 

t1 ＝ ( h100 － h52 ) × Vc × ρ52 ／ ( Q × 3600 ) 

 

 

t1  ：100℃に至るまでの時間[h] 

h100  ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，原子

炉圧力上昇による原子

炉冷却材蒸発の抑制効

果を考慮した計算も実

施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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h52 ：52℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝217.70 

Vc ：保有水の体積[m3] ＝      

ρ52 ：52℃の水密度[kg/m3] ＝ 987 

Q   ：崩壊熱[kW] = 2.24×104 

 

 

 

(2) 有効燃料棒頂部または放射線の遮蔽が維持される目安

の水位に至るまでの時間 

有効燃料棒頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の水位

に至るまでの時間は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時，全

交流動力電源喪失時で，それぞれ約 5時間と約 3時間である。

計算は次の式で行った。 

t = t1 + t2 

t2 ＝ (hs－h100) × Vu × ρ52 ／ ( Q × 3600 ) 

 

t ：有効燃料棒頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の水位 

に至るまでの時間[h] 

t2 ：100℃到達から有効燃料棒頂部又は放射線の遮蔽が維持さ

れる目安の水位に至るまでの時間[h] 

h100 ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

hs ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

Vu ：保有水の体積[m3] 

（有効燃料棒頂部までの保有水の体積 ）＝ 

（放射線の遮蔽が維持される目安の水位までの保有水の体積） 

＝ 

ρ52 ：52℃の水密度[kg/m3] ＝ 987 

Q ：崩壊熱[kW] ＝ 2.24×104 

 

 

 

 

 

 

また，注水前の蒸発量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時，

全交流動力電源喪失時ともに 37[m3/h]である。計算は次の式で行

った。 

 

ｈ５２ ：52℃の飽和水の比エンタルピ（kJ／kg）＝217.70 

Ｖｃ ：通常運転水位時の原子炉保有水の体積（m３）＝382 

ρ５２ ：52℃の水密度（kg／m３）＝987 

Ｑ ：崩壊熱（kW）＝18.8×10３ 

 

 

 

2. 燃料有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される水位に至る

までの時間 

   崩壊熱（蒸発）によって燃料有効長頂部が露出する水位に

至るまでの時間は次の式で求める。 

 

 

 ｔ＝ｔ１＋ｔ２＝約 6.3h 

 ｔ２＝（ｈｓ－ｈ１００）×Ｖｕ１×ρ５２／（Ｑ×3,600）＝

約 5.2h 

ｔ ：燃料有効長頂部が露出する水位に至るまでの時間（h） 

ｔ２ ：100℃到達から燃料有効長頂部が露出する水位に至るまで

の時間（h） 

ｈｓ ：飽和蒸気の比エンタルピ（kJ／kg）＝2,675.57 

Ｖｕ１ ：燃料有効長頂部が露出する水位までの水の体積（m３）＝

156 

   崩壊熱（蒸発）によって放射線の遮蔽が維持される水位に

至るまでの時間は次の式で求める。 

 ｔ’＝ｔ１＋ｔ３＝約 4.5h 

 ｔ３＝（ｈｓ－ｈ１００）×Ｖｕ２×ρ５２／（Ｑ×3,600）＝

約 3.4h 

 

ｔ’ ：放射線の遮蔽が維持される水位に至るまでの時間（h） 

ｔ３ ：100℃到達から放射線の遮蔽が維持される水位に至るまで

の時間（h） 

Ｖｕ２ ：放射線の遮蔽が維持される水位までの水の体積（m３）＝

104 

 

   なお，崩壊熱によって蒸発する冷却材の量は次の式で求め

る。 

 

 

h52  ：52℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝217.70 

Vc  ：保有水の体積[m3] ＝ 

ρ52  ：52℃の水密度[kg/m3] ＝ 987 

Q  ：崩壊熱[kW] = 1.40×104 

 

 

 

(2) 燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される水位に至

るまでの時間 

燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される水位に至

るまでの時間は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時，全交流

動力電源喪失時で，それぞれ約 6.1時間と約 4.3時間である。

計算は次の式で行った。 

t = t1 + t2 

t2 ＝ ( hs － h100 ) × Vu × ρ52 ／ ( Q × 3600 ) 

 

t  ：燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される

水位に至るまでの時間[h] 

t2  ：100℃到達から燃料棒有効長頂部又は放射線の遮

蔽が維持される水位に至るまでの時間[h] 

h100  ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

hs  ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

Vu  ：保有水の体積[m3]  

      （燃料棒有効長頂部までの保有水の体積）＝ 

   （放射線の遮蔽が維持される水位までの保有水の体

積）＝ 

ρ52  ：52℃の水密度[kg/m3] ＝ 987 

Q  ：崩壊熱[kW] ＝ 1.40×104 

 

 

 

 

 

 

  また，注水前の蒸発量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失

時，全交流動力電源喪失時ともに約 23[m3/h]である。計算は次

の式で行った。 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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（注水前の蒸発量） = ( Q×3600) ／( hs － h100 ) ／ ρ100 

ρ100 ：100℃の水密度[kg/m3] ＝ 958 

 

 

 

(3) 必要な注水量 

崩壊熱によって喪失する原子炉冷却材を補うために必要な

注水量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時において約

32[m3/h]，全交流動力電源喪失時において約 33[m3/h]である。

計算は次の式で行った。 

   

f ＝ ( Q × 3600 ) ／ (( hs － hf ) × ρf) 

 

f ：必要な注水量[m3/h] 

ρf ：注水（飽和水）の密度[kg/m3] 

（崩壊熱除去機能喪失時）＝ 994（水温 35℃） 

（全交流動力電源喪失時）＝ 988（水温 50℃） 

hs ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

hf ：注水（飽和水）の比エンタルピ[kJ/kg] 

（崩壊熱除去機能喪失時）＝ 146.64（水温 35℃） 

（全交流動力電源喪失時）＝ 209.34（水温 50℃） 

Q ：崩壊熱[kW] ＝ 2.24×104 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 注水中の蒸発量 

注水中の蒸発量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時は

0[m3/h]，運転停止中の全交流動力電源喪失時は約 22[m3/h]であ

 Ｖｈ＝（Ｑ×3,600）／（（ｈｓ－ｈ１００）×ρ１００）＝約

32m／h３ 

Ｖｈ ：蒸発量（m３／h） 

ρ１００ ：100℃の水密度（kg／m３）＝958 

 

 3. 必要な注水量 

   崩壊熱によって蒸発する冷却材を補うために必要な注水量

は次の式で求める。 

 

 

 

ｆ＝（Ｑ×3,600）／（（ｈｓ－ｈｆ）×ρｆ） 

 

ｆ ：必要な注水量（m３／h） 

ρｆ ：注水（飽和水）の密度（kg／m３） 

ｈｆ ：注水（飽和水）の比エンタルピ（kJ／kg） 

 

   

 

 

 

 

 水源がサプレッション・チェンバ（水温：32℃）の場合及

び代替淡水貯槽（水温：35℃）の場合の飽和水の密度，飽和水

の比エンタルピ及び必要注水流量の評価結果は第 1表のとおり

である。 

 

 

第 1表 各水源使用時における必要注水流量の評価結果 

 

 

 4. 注水中の蒸発量 

  注水中の蒸発量は，注水された水を 100℃に上昇させる熱を

崩壊熱から差し引いた熱が蒸発に使われることを考慮して，

（注水前の蒸発量） ＝ (Q×3600 )／ (( hs － h100 ) × ρ100) 

ρ100  ：100℃の水密度[kg/m3] ＝ 958 

 

 

 

(3) 必要な注水量 

崩壊熱によって喪失する原子炉冷却材を補うために必要な

注水量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時，全交流動力電

源喪失時ともに約 21[m3/h]である。計算は次の式で行った。 

 

 

f ＝ ( Q × 3600 ) ／ (( hs － hf ) × ρf) 

 

f  ：必要な注水量[m3/h] 

ρf  ：注水（飽和水，水温 35℃）の密度[kg/m3] ＝ 994 

hs  ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

hf  ：注水（飽和水，水温 35℃）の比エンタルピ[kJ/kg]  

＝146.64 

Q  ：崩壊熱[kW] ＝ 1.40×104 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 注水中の蒸発量 

注水中の蒸発量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時，運

転停止中の全交流動力電源喪失時ともに 0[m3/h]である。注入

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，崩壊

熱除去機能喪失時に使

用する水源であるサプ

レッション・プール水

温度及び全交流動力電

源喪失時に使用する水

源である低圧原子炉代

替注水槽水温度いずれ

も 35℃を想定してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 
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る。注入された水を 100℃に上昇させる熱を崩壊熱から差し引

いた熱が蒸発に使われることから，計算は次の式で行った。 

 

 

 

 

 

F ：注水量[m3/h] 

（崩壊熱除去機能喪失時）= 954（残留熱除去系定格流量） 

（全交流動力電源喪失時）= 150（低圧代替注水系（常設）

設計値に注入配管の流路圧損を考慮した値として設定） 

 

S ：注水中の蒸発量[m3/h] （ただし，S≧0） 

ρf：注水（飽和水）の密度[kg/m3] 

（崩壊熱除去機能喪失時）＝ 994（水温 35℃） 

（全交流動力電源喪失時）＝ 988（水温 50℃） 

hs ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

h100：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

hf ：注水（飽和水）の比エンタルピ[kJ/kg] 

（崩壊熱除去機能喪失時）＝ 146.64（水温 35℃） 

（全交流動力電源喪失時）＝ 209.34（水温 50℃） 

Q ：崩壊熱[kW] ＝ 2.24×104 

 

 

 

 

 

２．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮し

た計算 

（原子炉圧力容器が閉鎖状態での評価） 

（１）主蒸気逃がし安全弁(SRV)の逃がし弁機能が作動する

最低圧力に到達する時間等 

5.1.2 及び 5.2.2 の「燃料損傷防止対策の有効性評価」おい

ては原子炉圧力容器未開放であるが，原子炉の大気圧状態が維

持される想定にて計算を実施している。ただし，実操作におい

て崩壊熱除去機能が喪失した際の SRVによる減圧操作は原子炉

の注水機能が確保された後となるため，原子炉圧力上昇による

次の式で求める。 

    

 

Ｑ×3,600＝Ｆ×ρｆ×（ｈ１００－ｈｆ）＋Ｓ×ρｆ×（ｈｓ

－ｈ１００） 

   Ｓ＝（Ｑ×3,600－Ｆ×ρｆ×（ｈ１００－ｈｆ））／（ρｆ×

（ｈｓ－ｈ１００）） 

 

Ｆ ：注水流量（m３／h） 

 

 

 

 

Ｓ ：注水中の蒸発量（m３／h）（ただし，Ｓ≧0） 
 

された水を 100℃に上昇させる熱を崩壊熱から差し引いた熱

が蒸発に使われることから，計算は次の式で行った。 

 

Q × 3600 ＝ F × ρf × ( h100 － hf ) ＋ S × ρf × 

( hs － h100 ) 

S ＝ ( Q × 3600 － F × ρf × ( h100 － hf )) ／ ( ρf 

× ( hs － h100 )) 

 

F  ：注水量[m3/h] 

（崩壊熱除去機能喪失時）＝ 1,136（残留熱除去系定格

流量） 

（全交流動力電源喪失時）＝  200（低圧原子炉代替注

水系（常設）の設計値として設定） 

S  ：注水中の蒸発量[m3/h] （ただし，S≧0） 

ρf ：注水（飽和水，水温 35℃）の密度[kg/m3] ＝ 994 

hs  ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

h100 ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

hf  ：注水（飽和水，水温 35℃）の比エンタルピ[kJ/kg]  

＝146.64 

Q  ：崩壊熱[kW] ＝ 1.40×104 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮し

た計算 

（原子炉圧力容器が閉鎖状態での評価） 

(1) 逃がし安全弁（ＳＲＶ）の逃がし弁機能が作動する最低圧力

に到達する時間等 

  5.1.2及び 5.2.2の「燃料損傷防止対策の有効性評価」にお

いては原子炉圧力容器未開放状態であるが，原子炉の大気圧状

態が維持される想定にて計算を実施している。ただし，実操作

において崩壊熱除去機能が喪失した際の逃がし安全弁（ＳＲ

Ｖ）による減圧操作は原子炉の注水機能が確保された後となる

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7・東海第二】 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，原子

炉圧力上昇による原子

炉冷却材蒸発の抑制効

果を考慮した計算も実

施している。 
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原子炉冷却材蒸発の抑制効果に期待でき，原子炉冷却材の蒸発

量は小さくなる。 

閉鎖状態における原子炉の圧力上昇と水位の関係は下の式

で計算できる。ここで主蒸気逃がし安全弁(SRV)の逃がし弁機

能が作動する最低圧力(7.51MPa[gage])に到達する時間等を求

めた。 

 

 

※初期状態の各変数は[0], SRV 作動圧力到達時の各変数

は[1]で表す 

Ms ，Ml ：気相部の蒸気量，液相部の水量[kg] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

Ms0＝ 約  kg (飽和蒸気圧)，Ml0＝ 約    kg 

 

Mall：原子炉圧力容器内の蒸気及び原子炉冷却材の総量[kg]

＝約    kg 

ρs ，ρl ：飽和蒸気の密度，水の密度[kg/m3] 

初期（大気圧，原子炉水温52℃）：ρs0 ＝0.09121 kg/m3，

ρl0＝987 kg/m3 

SRV 作動圧力到達時（7.51MPa[gage]，原子炉水温 291.6℃）： 

ρs1 ＝40 kg/m3 ，ρl1＝728.9 kg/m3 

Vs ，Vl ：気相部の体積，液相部の体積[m3] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

Vs 0＝約   m3，Vl0＝ 約   m3 

Vall ：原子炉圧力容器の体積[m3] ＝ 約   m3 

hs ，hl ：飽和蒸気，水のエンタルピ[kJ/kg] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

hs0 ＝約 2594.8 kJ/kg ，hl0＝約 217.7 kJ/kg 

SRV 作動圧力到達時（7.51MPa[gage]，原子炉水温 291.6℃）： 

 

hs1＝約 2764.3kJ/kg ，hl1＝約 1298.2kJ/kg 

Q ：崩壊熱量[kJ/s] ＝約 2.24×104 kJ/s(原子炉停止１日後) 

 

Δt ：事象発生後の時間[s] 

上記式より 

ため，原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果に期

待でき，原子炉冷却材の蒸発量は小さくなる。 

  閉鎖状態における原子炉の圧力上昇と水位の関係は下の式

で計算できる。ここで逃がし安全弁(ＳＲＶ)の逃がし弁機能が

作動する最低圧力（7.58MPa[gage]）に到達する時間等を求め

た。 

 

Ms ／ ρs ＋ M1 ／ ρ1 ＝ Vall 

Ms ＋ M1 ＝ Mall 

Δ（hs × Vs × ρs ＋ h1 × V1 × ρ1）＝ QΔt 

 

※初期状態の各変数は[0]，ＳＲＶ作動圧力到達時の各変数

は[1]で表す 

Ms ，M1   ：気相部の蒸発量，液相部の水量[kg] 

   初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

Ms0＝約  kg（飽和蒸気圧）， M10＝約 

 kg 

Mall    ：原子炉圧力容器内の蒸気及び原子炉冷却材の

総量[kg] ＝約  kg 

ρs ，ρ1 ：飽和蒸気の密度，水の密度[kg/m3] 

   初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

ρs0＝0.0912 kg/m3，ρ10＝987 kg/m3 

   ＳＲＶ作動圧力到達時（7.58MPa[gage]，原子炉水温

292℃）：ρs1＝40.4 kg/m3，ρ11＝728 kg/m3 

Vs ，V1  ：気相部の体積，液相部の体積[m3] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

Vs0＝約  m3，V10＝約  m3 

Vall    ：原子炉圧力容器内の体積[m3] ＝約  m3 

hs ，h1  ：飽和蒸気，水のエンタルピ[kJ/kg] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

    hs0＝2594.84 kJ/kg，h10＝217.70 kJ/kg 

ＳＲＶ作動圧力到達時（7.58MPa[gage]，原子炉水温

292℃）： 

         hs1＝2763.55 kJ/kg，h11＝1300.63 kJ/kg 

  Q     ：崩壊熱量[kJ/s] ＝1.40×104 kJ/s（原子炉停

止１日後） 

  Δt    ：事象発生後の時間[s] 

上記式より 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 
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SRV 作動圧力到達時（7.51MPa[gage]，原子炉水温 291.6℃）

の液相部の水量[kg] 

Ml1＝約 4.04×105 kg 

SRV 作動圧力到達時（7.51MPa[gage]，原子炉水温 291.6℃）

の液相部の体積[m3] 

Vl1＝約    m3 

事象発生後の時間[s] 

Δt ＝約 1.9×104 [s] → 5時間以上 

 

となり，事象発生約 5 時間後までに約 3t の原子炉冷却材が

蒸発する。ただし，熱膨張により原子炉冷却材の体積は約 140 m3

増加し，原子炉水位は有効燃料棒頂部より約 8m上(通常運転水

位より約 4m 高い位置 )となる。 SRV 作動圧力到達時

（7.51MPa[gage]）においては遮蔽評価に用いている 100℃の時

の水の密度と比べて水の密度が約 0.76倍と減少しているため，

同等の遮蔽厚さに換算した場合，有効燃料棒頂部より約 6m 上

(通常運転水位より約 2m 高い位置)となり，事象発生前と同様

原子炉冷却材による放射線の遮蔽は維持される。 

以上より，原子炉圧力容器が閉鎖状態において崩壊熱除去機

能が喪失した後も，主蒸気逃がし安全弁の作動等により原子炉

内の保有水量が減少するまでの間（5時間以上），原子炉冷却材

による放射線の遮蔽は維持される。 

なお，原子炉停止 12 時間後を想定した際，上記の原子炉停

止１日後と同様の評価式を用いて算出すると，SRV 作動圧力到

達時（7.51MPa[gage]）までの時間は 3時間以上となる。 

 ＳＲＶ作動圧力到達時（7.58MPa[gage]，原子炉水温 292℃）

の液相部の水量[kg] 

M11＝約 2.364×105 kg 

ＳＲＶ作動圧力到達時（7.58MPa[gage]，原子炉水温 292℃）

の液相部の体積[m3] 

V11＝約  m3 

 事象発生後の時間[s] 

       Δt＝約 1.9×104[s] → ５時間以上 

 

となり，事象発生約５時間後までに約 2.5tの原子炉冷却材が蒸

発する。ただし，熱膨張により原子炉冷却材の体積は約 82.8m3

増加し，原子炉水位は燃料棒有効長頂部より約 8.69m上（通常

運転水位より約 3.59m高い位置）となる。ＳＲＶ作動圧力到達

時（7.58MPa[gage]）においては遮蔽評価に用いている 100℃の

時の水の密度と比べて水の密度が約 0.76 倍と減少しているた

め，同等の遮蔽厚さに換算した場合，燃料棒有効長頂部より約

6.61m上（通常運転水位より約 1.51m 高い位置）となり，事象

発生前と同様原子炉冷却材による放射線の遮蔽は維持される。 

 以上より，原子炉圧力容器が閉鎖状態において崩壊熱除去機

能が喪失した場合も，逃がし安全弁の作動等により原子炉内の

保有水量が減少するまでの間（５時間以上），原子炉冷却材によ

る放射線の遮蔽は維持される。 

 なお，原子炉停止 12時間後を想定した際，上記の原子炉停止

１日後と同様の評価式を用いて算出すると，ＳＲＶ作動圧力到

達時（7.58MPa[gage]）までの時間は４時間以上となる。 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 
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添付資料 5.1.2 

 

重要事故シーケンスの選定結果を踏まえた有効性評価の条件設定 

 

1. 「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの選定 

運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価，

「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの選定にあたって

は，他の殆どの重要事故シーケンス等の選定と同様に，PRA の結

果から抽出された事故シーケンスグループからガイドに示され

た着眼点を考慮し，重要事故シーケンスを選定している。 

 

 

崩壊熱除去機能喪失の重要事故シーケンスとしては，ガイドに

示された着眼点に加えて事故シーケンスグループ「全交流動力電

源喪失」における評価内容との差別化を図ることを考慮し，次の

事故シーケンスを選定した。 

・崩壊熱除去機能喪失（RHR 機能喪失[フロントライン]）＋崩壊

熱除去・注水系失敗 

 

2. 重要事故シーケンスに対する燃料損傷防止対策の選定 

有効性評価では，設計基準相当の設備の機能喪失を受けて燃料

損傷に至る重要事故シーケンスに対し，重大事故等対処設備を用

いて燃料損傷を防止できることを確認している。この観点では，

全ての崩壊熱除去機能及び注水機能の喪失を受け，重大事故等対

処設備を用いて燃料損傷を防止するという評価も考えられるが，

この場合，事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」で選

定される重要事故シーケンスと同じ評価を実施することとなる。 

 

 

このため，「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの有

効性評価では，「実用発電用原子炉に係る運転停止中原子炉にお

ける燃料損傷防止対策の有効性評価に関する審査ガイド」の対策

例を参照し，待機中の残留熱除去系によって崩壊熱除去機能を確

保し，燃料損傷を防止可能であることを確認している。 

 

3. プラント状態（POS）の選定 

重要事故シーケンスの選定プロセスでは，POS については選定

添付資料 5.1.2 

 

重要事故シーケンスの選定結果を踏まえた有効性評価の条件設定 

 

1. 「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの選定 

  運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価

のうち，「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスは，他

のほとんどの重要事故シーケンスの選定と同様に，ＰＲＡから

抽出された事故シーケンスグループから，「実用発電用原子炉

に係る運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性

評価に関する審査ガイド」（以下「審査ガイド」という。）に示

された着眼点を考慮して選定している。 

  「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスは，審査ガイ

ドに示された着眼点から，次の事故シーケンスを選定した。 

 

 

・残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）＋崩壊熱除去・炉心冷

却失敗 

 

2. 重要事故シーケンスに対する燃料損傷防止対策の選定 

  有効性評価では，設計基準事故対処設備の機能喪失により燃

料損傷に至る重要事故シーケンスに対し，重大事故等対処設備

を用いた燃料損傷防止対策の有効性を確認する。この観点で

は，本事故シーケンスにおいて全ての崩壊熱除去機能及び注水

機能の喪失を想定し，重大事故等対処設備を用いた燃料損傷防

止対策の有効性を確認することも考えられるが，この場合，事

故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において選定し

た重要事故シーケンスと同じ対策の有効性を確認することと

なる。 

このため，「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスに

対する有効性評価では，審査ガイドの主要解析条件及び対策例

を参照し，待機中の残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）及び

残留熱除去系（低圧注水系）によって崩壊熱除去機能及び注水

機能を確保し，燃料損傷防止が可能であることを確認してい

る。 

3. プラント状態の選定 

  有効性評価の対象とする重要事故シーケンスについては，重

添付資料 5.1.2 

 

重要事故シーケンスの選定結果を踏まえた有効性評価の条件設定 

 

１．「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの選定 

運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価「崩

壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの選定にあたっては，

他の殆どの重要事故シーケンス等の選定と同様に，ＰＲＡの結果

から抽出された事故シーケンスグループから「実用発電用原子炉

に係る運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評

価に関する審査ガイド」（以下「ガイド」という。）に示された着

眼点を考慮し，重要事故シーケンスを選定している。 

崩壊熱除去機能喪失の重要事故シーケンスとしては，ガイドに

示された着眼点に加えて事故シーケンスグループ「全交流動力電

源喪失」における評価内容との差別化を図ることを考慮し，次の

事故シーケンスを選定した。 

・崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系機能喪失[フロントライ

ン]）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 

 

２．重要事故シーケンスに対する燃料損傷防止対策の選定 

有効性評価では，設計基準相当の設備の機能喪失を受けて燃料

損傷に至る重要事故シーケンスに対し，重大事故等対処設備を用

いて燃料損傷を防止できることを確認している。この観点では，

すべての崩壊熱除去機能及び注水機能の喪失を受け，重大事故等

対処設備を用いて燃料損傷を防止するという評価も考えられる

が，この場合，事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」

で選定される重要事故シーケンスと同じ評価を実施することと

なる。 

 

このため，「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの有

効性評価では，ガイドの対策例を参照し，待機中の残留熱除去系

によって崩壊熱除去機能を確保し，燃料損傷を防止可能であるこ

とを確認している。 

 

 

３．プラント状態（ＰＯＳ）の選定 

重要事故シーケンスの選定プロセスでは，ＰＯＳについては選
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していないため，有効性評価の評価条件を設定する際に決定して

いる。 

 

崩壊熱除去機能の喪失事象が発生した場合，代替の崩壊熱除去

機能や炉心への注水機能を用いて燃料損傷を防止することとな

る。このため，POS を選定する上では崩壊熱が高く，原子炉圧力

容器内の保有水量が少ないため，事象発生から燃料損傷までの時

間余裕が厳しい POS を選定することが適切と考える。停止時レベ

ル 1PRA における POS の分類及び定期検査工程を図 1 に，POS の

選定方法及び原子炉圧力容器の開閉状態を表 1 に示す。崩壊熱の

観点で最も厳しい POS は「S 原子炉冷温停止への移行状態」であ

り，次に「A PCV/RPV 開放及び原子炉ウェル満水への移行状態」，

その次が「B 原子炉ウェル満水状態」という順となる。保有水の

観点では原子炉水位が通常運転水位付近の可能性がある POS「S」，

「A」，「C  PCV/RPV 閉鎖及び起動準備への移行状態」，「D 起動準

備状態」が厳しい。 

 

次に崩壊熱除去・注水機能を持つ設備の事故時の使用可否につ

いて考えると，POS「S」及び「D」の原子炉停止直後・起動準備

状態において，給水系を除く緩和設備が原子炉運転中と同様に待

機状態又は早期復旧により使用可能な状態である※。そのため，

緩和設備については POS「S」及び「D」以外の POS「A」～「C」

が厳しい条件となる。 

 

なお，原子炉圧力容器蓋閉時は原子炉圧力の上昇が考えられる

が，トップベントから原子炉の減圧ができること，急激に原子炉

圧力が上昇するようなものではないこと，原子炉圧力が上昇して

も逃がし安全弁で減圧できることから低圧注水系が使用できる

としている。また，原子炉格納容器閉鎖時においても同様の考え

方である。 

このため，本評価においては，POS「S」の次に崩壊熱が高く，

原子炉圧力容器内の保有水量が少ないことに加え，使用可能な緩

和設備が原子炉運転中より少なくなる POS「A」を選定している。 

 

 

 

 

 

要事故シーケンスの選定プロセスで選定しているが，プラント

状態については，有効性評価の評価条件を設定する際に選定し

ている。 

  「崩壊熱除去機能喪失」の事故シーケンスグループにおいて

は，代替の崩壊熱除去機能及び注水機能を用いて燃料損傷の防

止及び放射線の遮蔽に必要な水位を維持することとなる。この

ため，ＰＯＳを選定する上では，事象発生から燃料損傷及び遮

蔽維持水位到達までの時間余裕が短い，すなわち崩壊熱が高

く，保有水量が少ないプラント状態を選定することが適切であ

ると考えられる。停止時レベル１ＰＲＡにおけるＰＯＳの分類

及び施設定期検査工程の概要を第1図に示す。また，ＰＯＳの

選定方法及び原子炉圧力容器の開閉状態を第1表に示す。崩壊

熱が最も高いＰＯＳはＰＯＳ－Ｓであり，次にＰＯＳ－Ａ，そ

の次がＰＯＳ－Ｂという順となる。また，保有水量の観点では

原子炉水位が通常運転水位付近の可能性があるＰＯＳ－Ｓ，Ｐ

ＯＳ－Ａ，ＰＯＳ－Ｃ及びＰＯＳ－Ｄが厳しい。 

 

次に，崩壊熱除去機能又は注水機能を持つ設備の事故時にお

ける使用可否について考えると，ＰＯＳ－Ｓ及びＰＯＳ－Ｄ，

すなわち原子炉停止直後及び起動準備状態においては，給水系

を除く緩和設備が原子炉運転中と同様に待機状態又は早期復

旧により使用可能な状態である※。そのため，緩和設備につい

てはＰＯＳ－Ｓ及びＰＯＳ－Ｄ以外のＰＯＳである，ＰＯＳ－

Ａ～ＰＯＳ－Ｃが厳しい条件となる。 

なお，原子炉圧力容器未開放時は原子炉圧力の上昇が考えら

れるが，急激に原子炉圧力が上昇するような事象ではなく，原

子炉圧力が上昇しても逃がし安全弁（自動減圧機能）により原

子炉を減圧できるため，残留熱除去系（低圧注水系）による原

子炉注水は有効としている。 

 

このため，本評価では，ＰＯＳ－Ｓの次に崩壊熱が高く，原

子炉圧力容器内の保有水量が少ないことに加え，使用可能な緩

和設備が原子炉運転中と同等であるＰＯＳ－Ｓ，ＰＯＳ－Ｄ以

外のＰＯＳとして，ＰＯＳ－Ａを選定している。 

なお，ＰＯＳ－Ａは「ＰＣＶ／ＲＰＶ開放への移行状態」と

定義される状態であり，原子炉圧力容器未開放状態から原子炉

ウェル水張り完了までの期間であるが，本評価では，原子炉圧

力容器内の保有水量が少なく，遮蔽維持水位到達までの時間余

定していないため，有効性評価の評価条件を設定する際に選定し

ている。 

 

崩壊熱除去機能の喪失事象が発生した場合，代替の崩壊熱除去

機能や炉心への注水機能を用いて燃料損傷を防止することとな

る。このため，ＰＯＳを選定するうえでは崩壊熱が高く，原子炉

圧力容器内の保有水量が少ないため，事象発生から燃料損傷まで

の時間余裕が厳しいＰＯＳを選定することが適切と考える。停止

時レベル１ＰＲＡにおけるＰＯＳの分類及び定期事業者検査工

程を図１に，ＰＯＳの選定方法及び原子炉圧力容器の開閉状態を

表１に示す。崩壊熱の観点で最も厳しいＰＯＳは「Ｓ 原子炉冷

温停止への移行状態」であり，次に「Ａ 原子炉格納容器及び原

子炉圧力容器の開放並びに原子炉ウェル満水への移行状態」，そ

の次が「Ｂ 原子炉ウェル満水状態」という順となる。保有水の

観点では原子炉水位が通常運転水位付近の可能性があるＰＯＳ

「Ｓ」，「Ａ」，「Ｃ 原子炉格納容器及び原子炉圧力容器の閉鎖及

び起動準備への移行状態」，「Ｄ 起動準備状態」が厳しい。 

次に崩壊熱除去・注水機能を持つ設備の事故時の使用可否につ

いて考えると，ＰＯＳ「Ｓ」及び「Ｄ」の原子炉停止直後・起動

準備状態において，給水系を除く緩和設備が原子炉運転中と同様

に待機状態又は早期復旧により使用可能な状態である※。そのた

め，緩和設備についてはＰＯＳ「Ｓ」及び「Ｄ」以外のＰＯＳ「Ａ」

～「Ｃ」が厳しい条件となる。 

 

なお，原子炉圧力容器閉鎖時は原子炉圧力の上昇が考えられる

が，トップベントから原子炉の減圧ができること，急激に原子炉

圧力が上昇するようなものではないこと，原子炉圧力が上昇して

も逃がし安全弁で減圧できることから残留熱除去系（低圧注水モ

ード）が使用できるとしている。また，原子炉格納容器閉鎖時に

おいても同様の考え方である。 

このため，本評価においては，ＰＯＳ「Ｓ」の次に崩壊熱が高

く，原子炉圧力容器内の保有水量が少ないことに加え，使用可能

な緩和設備が原子炉運転中より少なくなるＰＯＳ「Ａ」を選定し

ている。 

 

 

なお本評価では，原子炉圧力容器内の保有水量が少なく，放射

線の遮蔽が維持される水位に到達するまでの時間余裕の観点か

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 
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※ 一例として後述する「添付資料 5.1.6 6.原子炉隔離時冷却系

による注水について」で示すに， POS「S」及び「D」におい

て原子炉圧力容器が閉鎖状態であるため，原子炉圧力が上昇

した後に原子炉隔離時冷却系の注水も使用可能となる。 

 

 

 

 

4. 他の燃料損傷防止対策を想定した場合の影響 

本評価で確認している，待機中の残留熱除去系による崩壊熱除

去機能確保とは別の燃料損傷防止対策としては，復水補給水系に

よる原子炉注水が考えられるが，これについては「全交流動力電

源喪失」で選定される重要事故シーケンスにおいて，本評価と同

じ POS「A」でその有効性を確認している。 

裕の観点から厳しい，原子炉圧力容器未開放状態を評価条件と

した。 

 ※ 一例として後述する「添付資料5.1.7 6.原子炉隔離時冷

却系による注水について」に示すとおり，ＰＯＳ－Ｓ及び

ＰＯＳ－Ｄにおいては原子炉圧力容器が閉鎖状態である

ため，原子炉圧力が上昇した後は原子炉隔離時冷却系によ

る注水も使用可能となる。 

 

 

 

4. 他の燃料損傷防止対策を想定した場合の影響 

  本評価では，待機中の残留熱除去系（低圧注水系）による原

子炉注水の有効性を確認しているが，別の燃料損傷防止対策と

して，低圧代替注水系（常設）及び待機中の非常用炉心冷却設

備による原子炉注水が考えられる。ただし，低圧代替注水系（常

設）については「全交流動力電源喪失」で選定される重要事故

シーケンスにおいて，本評価と同じＰＯＳ－Ａでの有効性を確

認している。 

また，待機中の非常用炉心冷却設備については，非常用炉心

冷却設備に比べて注水流量が少ない低圧代替注水系（常設）の

有効性評価に包絡される。 

 

 

 

  なお，本評価においては，運転中の残留熱除去系（原子炉停

止時冷却系）の機能喪失時は待機側の残留熱除去系により原子

炉除熱を行うこととしているが，施設定期検査中は待機中の残

留熱除去系が点検により待機除外となる場合がある。この際に

運転中の残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）が機能喪失する

と，原子炉除熱手段が確保できないため原子炉建屋内が蒸気雰

囲気となり，原子炉建屋内に設置されている緩和設備に悪影響

を与えることが考えられる。この場合においても，原子炉建屋

外側ブローアウトパネルの開放等により原子炉建屋内の環境

悪化を抑制することが可能である。なお，蒸気に含まれる放射

性物質の量は，運転中の事故時と比べて非常に小さく，考慮不

要である。また，原子炉建屋内の環境が悪化した場合において

もその影響を受けない重大事故等対策である，低圧代替注水系

（常設），低圧代替注水系（可搬型）により原子炉へ注水する

ら厳しい，原子炉圧力容器閉鎖状態を評価条件とした。 

 

※ 一例として後述する「添付資料 5.1.6 6．原子炉隔離時冷却

系による注水について」で示すとおり，ＰＯＳ「Ｓ」及び「Ｄ」

において原子炉圧力容器が閉鎖状態であるため，原子炉圧力

が上昇した後に原子炉隔離時冷却系の注水も使用可能とな

る。一方，ＰＯＳ「Ａ」～「Ｃ」のうち原子炉圧力容器が開

放状態である場合には，原子炉圧力が上昇しないため原子炉

隔離時冷却系が使用できなくなる。 

 

4. 他の燃料損傷防止対策を想定した場合の影響 

本評価では，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水の有効性を確認しているが，別の燃料損傷防止対策と

して，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水が考えら

れるが，これについては「全交流動力電源喪失」で選定される重

要事故シーケンスにおいて，本評価と同じＰＯＳ「Ａ」でその有

効性を確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，待機

中の非常用炉心冷却設

備であるＨＰＣＳ，Ｌ

ＰＣＳ及びＬＰＣＩ

（Ｃ－ＲＨＲ）につい

て，ＰＲＡの評価上は，

期待していない設備で

あることから，記載し

ていない。 

・記載箇所の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，原子

炉建物内への影響につ

いて，添付資料 5.1.5

に記載をしている。 
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ことで，燃料有効長頂部の冠水及び放射線の遮蔽を維持するこ

とができる。 
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・実績の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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添付資料 5.1.3 

 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失評価における 

崩壊熱設定の考え方 

 

1. 本評価における崩壊熱の設定 

 運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価，

「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪失」の重要事故

シーケンスの有効性評価では，原子炉スクラムによる原子炉停止

から 1 日後※の崩壊熱を用いて原子炉水温の上昇及び蒸発による

原子炉水位の低下を評価している。 

 

一般に定期検査期間が数十日であることを考慮すると，原子炉

停止から 1 日（24 時間）後の崩壊熱を用いることは定期検査期

間から見ると保守的な設定であると考えるが，仮に原子炉停止か

らの時間がより短い時点での崩壊熱を用いれば，より厳しい評価

条件となる。 

※ 原子炉停止から 1 日（24 時間）後とは全制御棒全挿入からの

時間を示している。通常停止操作において原子炉の出力は全

制御棒全挿入完了及び発電機解列以前から徐々に低下させる

が、崩壊熱評価はスクラムのような瞬時に出力を低下させる

保守的な計算条件となっている。 

 

具体的には制御棒の挿入開始及び発電機解列の実績は，全制御

棒全挿入完了を基準とするとそれぞれ 10 時間程度前，2 時間

程度前となっており，実際の崩壊熱は評価値より小さくなる。 

 

2. より厳しい崩壊熱を設定した場合の時間余裕への影響 

プラント停止時を復水器真空破壊からと考えると，通常，復水

器真空破壊のタイミングは通常のプラント停止操作における全

制御棒挿入完了から 12 時間以上後である。 

仮に，原子炉停止から 12 時間後の崩壊熱によって原子炉注水

までの時間余裕を評価すると，有効燃料棒頂部到達まで約 3.7 時

間となる。原子炉停止から 1 日（24 時間）後の原子炉注水まで

の時間余裕が約 5.4 時間であることから，時間余裕の観点では約

2 時間短くなるが，本重要事故シーケンスにおける「崩壊熱除去

機能喪失」及び「全交流動力電源喪失」の事象発生から原子炉注

添付資料 5.1.4 

 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失における 

崩壊熱の設定の考え方 

 

1. 本評価における崩壊熱の設定 

  運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評

価のうち，「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪失」

の重要事故シーケンスに対する有効性評価では，原子炉スクラ

ムによる原子炉停止から1日（24時間）後※の崩壊熱を用いて原

子炉水温の上昇及び蒸発による原子炉水位の低下を評価して

いる。 

  一般に，施設定期検査期間が数十日であることを考慮する

と，原子炉停止から1日（24時間）後の崩壊熱を用いることは

保守的な設定であると考えられるが，仮に原子炉停止からの時

間がより短い時点での崩壊熱を用いれば，より厳しい評価条件

となる。 

※ 原子炉停止から1日（24時間）後とは，全制御棒全挿入

からの時間を示している。通常停止操作において原子炉

の出力は全制御棒全挿入完了及び発電機解列以前から

徐々に低下させるが，崩壊熱評価は原子炉スクラムのよ

うな瞬時に出力を低下させる保守的な計算条件となっ

ている。 

 

 

 

 

2. より厳しい崩壊熱を設定した場合の時間余裕への影響 

   

 

 

仮に，原子炉水温が100℃かつ原子炉停止から12時間後の崩

壊熱を評価条件とした場合，燃料有効長頂部まで原子炉水位が

低下するまでの時間余裕は約4.2時間となり，ＰＯＳ－Ａに比

べて時間余裕が約2時間短くなるが，「崩壊熱除去機能喪失」に

おける原子炉注水開始は事象発生から2時間後，「全交流動力電

源喪失」における原子炉注水開始準備が完了するのは事象発生

添付資料 5.1.3 

 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失評価における 

崩壊熱設定の考え方 

 

１．本評価における崩壊熱の設定 

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価

「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪失」の重要事故

シーケンスの有効性評価では，原子炉スクラムによる原子炉停止

から１日後※の崩壊熱を用いて原子炉水温の上昇及び蒸発による

原子炉水位の低下を評価している。 

 

一般に定期事業者検査期間が数十日であることを考慮すると，

原子炉停止から１日（24時間）後の崩壊熱を用いることは定期事

業者検査期間から見ると保守的な設定であると考えるが，仮に原

子炉停止からの時間がより短い時点での崩壊熱を用いれば，より

厳しい評価条件となる。 

※ 原子炉停止から１日（24時間）後とは全制御棒全挿入からの

時間を示している。通常停止操作において原子炉の出力は全

制御棒全挿入完了及び発電機解列以前から徐々に低下させる

が，崩壊熱評価はスクラムのような瞬時に出力を低下させる

保守的な計算条件となっている。 

 

具体的には制御棒の挿入開始及び発電機解列の実績は，全制御

棒全挿入完了を基準とするとそれぞれ８時間程度前，５時間程

度前となっており，実際の崩壊熱は評価値より小さくなる。 

 

２．より厳しい崩壊熱を設定した場合の時間余裕への影響 

プラント停止時を復水器真空破壊からと考えると，通常，復水

器真空破壊のタイミングは通常のプラント停止操作における全

制御棒挿入完了から 12時間以上後である。 

仮に，原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の崩壊

熱によって原子炉注水までの時間余裕を評価すると，燃料棒有効

長頂部到達まで約 4.2時間となる。原子炉停止から１日（24時間）

後の原子炉注水までの時間余裕が約 6.1時間であることから，時

間余裕の観点では約２時間短くなるが，本重要事故シーケンスに

おける「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪失」の事

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 
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水開始までの対応は約 2 時間であることから十分対応可能な範

囲である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，必要な遮蔽の確保の観点においても，現場作業員の退避

までの時間余裕が原子炉停止から 1 日（24 時間）後の場合では

約 3.4 時間に対して，12 時間後の場合では約 2.0時間と短くな

るものの，十分退避可能な範囲である 

（添付資料 5.1.6）。 

 

この様に，崩壊熱の設定によっては原子炉注水及び現場作業員

の退避の時間余裕に変動が生じるが，原子炉スクラムによる原子

炉停止とし，13 ヶ月運転に対して燃焼度を 10%増加させた場合の

崩壊熱を用いていること及び原子炉注水までの時間余裕の評価

では崩壊熱の減衰を考慮していないこと等，様々な保守性を含め

た評価としていることから，本重要事故シーケンスにおいて，原

子炉注水が間に合わず燃料損傷に至る状況，現場作業員が過度な

被ばくを受ける状況は想定し難いものと考える。 

以 上 

から25分後であるため，燃料有効長頂部の冠水は維持される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，遮蔽維持水位到達までの時間余裕は，約2.8時間とな

り，ＰＯＳ－Ａに比べて時間余裕が約1.7時間短くなるものの，

放射線の遮蔽に必要な水位は維持される。 

（添付資料5.1.7） 

   

 

 このように，崩壊熱の設定によっては原子炉注水及び現場作業

員の退避の時間余裕に変動が生じるが，原子炉スクラムによる原

子炉停止とし更に燃焼度を保守的に見積もっていること，及び原

子炉注水までの時間余裕の評価では崩壊熱の減衰を考慮してい

ないこと等，様々な保守性を含めた評価としていることから，本

重要事故シーケンスにおいて，原子炉注水が間に合わず燃料損傷

に至る状況，現場作業員が過度な被ばくを受ける状況は想定し難

いものと考える。 

象発生から原子炉注水開始までの対応は２時間であることから

十分対応可能な範囲である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，必要な遮蔽の確保の観点においても，現場作業員の退避

までの時間余裕が原子炉停止から１日（24時間）後の場合では約

4.3時間に対して，12時間後の場合では約 2.7時間と短くなるも

のの，十分退避可能な範囲である。 

（添付資料 5.1.6）。 

 

この様に，崩壊熱の設定によっては原子炉注水及び現場作業員

の退避の時間余裕に変動が生じるが，原子炉スクラムによる原子

炉停止とし，13ヶ月運転に対して燃焼度を 10％増加させた場合

の崩壊熱を用いていること及び原子炉注水までの時間余裕の評

価では崩壊熱の減衰を考慮していないこと等，様々な保守性を含

めた評価としていることから，本重要事故シーケンスにおいて，

原子炉注水が間に合わず燃料損傷に至る状況，現場作業員が過度

な被ばくを受ける状況は想定し難いものと考える。 

以 上 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

「全交流動力電源喪

失」において，島根２

号炉は，原子炉水位が

低下した後に原子炉注

水を開始するが，東海

第二は原子炉水位が低

下する前に低圧代替注

水系（常設）の準備操

作が完了するため，蒸

発量に応じた注水を実

施することによって，

原子炉水位を通常運転

水位付近に維持。 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

条件設定は同じだ

が，島根２号炉は平衡

炉心燃料のサイクル末

期の炉心平均燃焼度に

10％の保守性を考慮し

て設定。 

東海第二は許認可炉

心が13ヶ月運転である

こと及び実機における

調整運転時期約 1 ヶ月

を踏まえて設定。 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.1.4〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

添付資料 5.1.4 

安定状態について 

 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時の安定状態については以下

のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却に

より，炉心冠水が維持でき，また，冷却

のための設備がその後も機能維持できる

と判断され，かつ，必要な要員の不足や

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事

象悪化のおそれがない場合，原子炉安定

停止状態が確立されたものとする。 

 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が上昇し，沸騰開始に

よる原子炉水位の低下が始まるが，待機していた残留熱除去系

（低圧注水モード）による注水継続により原子炉水位は回復し，

炉心の冷却が維持される。 

その後，残留熱除去系を原子炉停止時冷却モードに切り替え，

原子炉除熱を開始することで冷温停止状態に移行し，原子炉安

定停止状態が確立される。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により原子炉安定停止状態を維持で

きる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，

安定停止状態後の安定停止状態の維持が可能となる。 

 

 

 

添付資料 5.1.6 

安定停止状態について（運転停止中 崩壊熱除去機能喪失） 

 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時の安定停止状態については

以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及

び重大事故等対処設備を用いた炉心冷

却により，炉心冠水が維持でき，また，

冷却のための設備がその後も機能維持

できると判断され，かつ，必要な要員

の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想

定される事象悪化のおそれがない場

合，安定停止状態が確立されたものと

する。 

【安定停止状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

待機中の残留熱除去系（低圧注水系）による注水により原

子炉水位は回復し，炉心の冷却が維持される。 

 

 

その後，残留熱除去系（低圧注水系）を残留熱除去系（原

子炉停止時冷却系）に切り替え，原子炉除熱を開始すること

で冷温停止状態に移行し，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定停止状態の維持について】 

 上記の燃料損傷防止対策により安定停止状態を維持でき

る。 

 また，残留熱除去系の機能を維持し，原子炉除熱を行うこ

とにより，安定停止状態後の状態維持が可能である。 

（添付資料 2.1.2 別紙 1） 
 

添付資料 5.1.4 

安定状態について（運転停止中（崩壊熱除去機能喪失）） 

 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時の安定状態については以下

のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却に

より，炉心冠水が維持でき，また，冷却

のための設備がその後も機能維持できる

と判断され，かつ，必要な要員の不足や

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事

象悪化のおそれがない場合，原子炉安定

停止状態が確立されたものとする。 

 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が上昇し，沸騰開始に

よる原子炉水位の低下が始まるが，待機していた残留熱除去系

（低圧注水モード）による注水継続により原子炉水位は回復し，

炉心の冷却が維持される。 

その後，残留熱除去系（低圧注水モード）を残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）に切り替え，原子炉除熱を開始するこ

とで冷温停止状態に移行し，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により原子炉安定停止状態を維持で

きる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，

安定停止状態後の安定停止状態の維持が可能となる。 

（添付資料 2.1.1別紙１参照） 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.1.5〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

添付資料 5.1.5 

 

原子炉停止中における崩壊熱除去機能喪失及び 

全交流動力電源喪失時の格納容器の影響について 

 

運転停止中の有効性評価は，審査ガイドの評価項目※に基づき

原子炉への注水を行うことで燃料の冠水が維持されていること

をもって，燃料の冷却が維持され燃料損傷が防止できていること

を確認している。 

※＜審査ガイドの評価項目＞ 

(a)燃料有効長頂部が冠水していること。 

(b)放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。 

(c)未臨界を確保すること（ただし，通常の運転操作における

臨界，又は燃料の健全性に影響を与えない一時的かつ僅かな

出力上昇を伴う臨界は除く。） 

 

この際，格納容器内圧力及び温度の挙動は評価対象とはしてい

ないが，代替原子炉補機冷却系又は格納容器ベントによる原子炉

格納容器除熱により対応することとなる。 

 

１．プラント停止中における崩壊熱除去機能喪失時の格納容器の

影響 

プラント停止中の有効性評価において，崩壊熱除去機能を喪失

している期間は「崩壊熱除去機能喪失」の事象発生約 2 時間後ま

で，「全交流動力電源喪失」の事象発生から代替原子炉補機冷却

系等による崩壊熱除去機能復旧の事象発生約 20 時間後までであ

る。 

ここでは，代表として「全交流動力電源喪失」を前提に考察す

る。 

崩壊熱除去機能が喪失すると原子炉水温は上昇し，冷却機能喪

失後 1 時間程度で沸騰を開始した後，水位が低下する。原子炉注

水により燃料の冷却は維持されるが，原子炉内の圧力が徐々に上

昇するため,原子炉の減圧が必要となる。減圧により原子炉内の

熱量がサプレッション・チェンバへと移行し，格納容器内の温度

上昇や圧力上昇に至る。格納容器内の圧力上昇が炉心損傷前ベン

トの基準となる 0.31MPa[gage]に到達する時間は約 32 時間であ

り，代替原子炉補機冷却系による崩壊熱除去機能復旧の時間余裕

資料なし 添付資料 5.1.5 

 

原子炉停止中における崩壊熱除去機能喪失及び 

全交流動力電源喪失時の原子炉格納容器の影響について 

 

運転停止中の有効性評価は，審査ガイドの評価項目※に基づき

原子炉への注水を行うことで燃料の冠水が維持されていること

をもって，燃料の冷却が維持され燃料損傷が防止できていること

を確認している。 

※＜審査ガイドの評価項目＞ 

(a)燃料有効長頂部が冠水していること。 

(b)放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。 

(c)未臨界を確保すること（ただし，通常の運転操作における

臨界，又は燃料の健全性に影響を与えない一時的かつわず

かな出力上昇を伴う臨界は除く。） 

 

この際，格納容器内圧力及び温度の挙動は評価対象とはしてい

ないが，原子炉補機代替冷却系又は格納容器ベントによる原子炉

格納容器除熱により対応することとなる。 

 

１．プラント停止中における崩壊熱除去機能喪失時の原子炉格納

容器の影響 

プラント停止中の有効性評価において，崩壊熱除去機能を喪失

している期間は「崩壊熱除去機能喪失」の事象発生約２時間後ま

で，「全交流動力電源喪失」の事象発生から原子炉補機代替冷却

系等による崩壊熱除去機能復旧の事象発生約 10時間後までであ

る。 

ここでは，代表として「全交流動力電源喪失」を前提に考察す

る。 

崩壊熱除去機能が喪失すると原子炉水温は上昇し，冷却機能喪

失後 0.9時間程度で沸騰を開始した後，水位が低下する。原子炉

注水により燃料の冷却は維持されるが，原子炉内の圧力が徐々に

上昇するため,原子炉の減圧が必要となる。減圧により原子炉内

の熱量がサプレッション・チェンバへと移行し，格納容器内の温

度上昇や圧力上昇に至る。格納容器内の圧力上昇が 384kPa[gage]

に到達する時間は約 47時間であり，原子炉補機代替冷却系によ

る崩壊熱除去機能復旧の時間余裕は十分確保される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉（Mark-Ⅰ
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

は十分確保される。 

また，仮に代替原子炉補機冷却系等による崩壊熱除去機能の復

旧ができない場合は格納容器ベントによる除熱を実施すること

となるが，追加放出においては，既に原子炉停止後の減圧操作に

より原子炉内へ放出されて気体廃棄物処理系で処理されるため，

格納容器内の放射性物質の量は，運転中の事故時と比べて非常に

小さく，考慮不要である。 

なお，原子炉圧力容器が閉鎖状態かつ格納容器開放状態で，全

交流動力電源喪失が発生する頻度は大きなものではないが，これ

らについても考察する。 

パーソナルエアロック等の開放により格納容器が開放されて

いる場合，パーソナルエアロック等を速やかに閉止することで，

上記と同様の対応となる。 

原子炉格納容器の上部蓋を取り外している場合は，状況により

速やかに格納容器を閉鎖することが困難となり原子炉内から蒸

気とともに熱量が格納容器を経由して原子炉建屋内に放出され

ることも考えられる。ただし，原子炉建屋壁面への吸熱及びブロ

ーアウトパネル開放等による環境への放熱により，原子炉建屋内

の環境条件は必要な設備が機能喪失するほど悪化することはな

く，代替原子炉補機冷却系等を用いた原子炉又は格納容器冷却の

開始により徐々に改善される。また，現場作業員の退避時及び公

衆への放射線影響について，原子炉冷却材中に含まれるよう素は

微少であり，かつ，時間減衰による低減効果もあるため，有意な

ものとはならない。 

原子炉圧力容器を開放している場合は，原子炉内から放出され

た熱量は蒸気に伴い原子炉建屋内に放出され，原子炉建屋壁面へ

の吸熱，または環境へ放熱されるが，この場合は崩壊熱量がさら

に低下していること，原子炉ウェルが水張りされているなど原子

炉冷却材の量が増加していることから事象進展はより緩慢とな

る。 

＜参考＞ 

運転停止中における全交流動力電源喪失が発生した際の原子

炉格納容器の圧力を MAAP コードにより求めた。解析条件は表 1,

解析結果は表 2 及び表 3 となる。格納容器スプレイに期待する

ケース及び期待しないケースの 2 ケースの評価を実施し，その結

果，期待しない場合であってもベントまでの時間は事象開始から

約 32 時間となった。 

 

 

また，仮に原子炉補機代替冷却系による崩壊熱除去機能の復旧

ができない場合は格納容器ベントによる除熱を実施することと

なるが，追加放出においては，既に原子炉停止後の減圧操作によ

り原子炉内へ放出されて気体廃棄物処理系で処理されるため，格

納容器内の放射性物質の量は，運転中の事故時と比べて非常に小

さく，考慮不要である。 

なお，原子炉圧力容器が閉鎖状態かつ原子炉格納容器開放状態

で，全交流動力電源喪失が発生する頻度は大きなものではない

が，これらについても考察する。 

所員用エアロック等の開放により原子炉格納容器が開放され

ている場合，所員用エアロック等を速やかに閉止することで，上

記と同様の対応となる。 

原子炉格納容器の上部蓋を取り外している場合は，状況により

速やかに原子炉格納容器を閉鎖することが困難となり原子炉内

から蒸気とともに熱量が原子炉格納容器を経由して原子炉建物

内に放出されることも考えられる。ただし，原子炉建物壁面への

吸熱及びブローアウトパネル開放等による環境への放熱により，

原子炉建物内の環境条件は必要な設備が機能喪失するほど悪化

することはなく，原子炉補機代替冷却系等を用いた原子炉又は格

納容器冷却の開始により徐々に改善される。また，現場作業員の

退避時及び公衆への放射線影響について，原子炉冷却材中に含ま

れるよう素は微少であり，かつ，時間減衰による低減効果もある

ため，有意なものとはならない。 

原子炉圧力容器を開放している場合は，原子炉内から放出され

た熱量は蒸気に伴い原子炉建物内に放出され，原子炉建物壁面へ

の吸熱，または環境へ放熱されるが，この場合は崩壊熱量がさら

に低下していること，原子炉ウェルが水張りされているなど原子

炉冷却材の量が増加していることから事象進展はより緩慢とな

る。 

 ＜参考＞ 

運転停止中における全交流動力電源喪失が発生した際の原子

炉格納容器の圧力をＭＡＡＰコードにより求めた。解析条件は表

１，解析結果は表２及び表３となる。格納容器代替スプレイに期

待するケース及び期待しないケースの２ケースの評価を実施し，

その結果，格納容器代替スプレイに期待しない場合であってもベ

ントまでの時間は事象開始から約47時間となった。 

 

改）と柏崎 6/7（ABWR）

の最高使用圧力の相

違。 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 
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表 1 解析条件（停止時ベントタイミングの確認） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 解析条件（停止時ベントタイミングの確認） 

分類 項目 解析条件 

事
故
発
生
時
の
プ
ラ
ン
ト
状
態 

崩壊熱 原子炉停止１日後 

原子炉圧力容器の想定 未開放 

原子炉初期水温 

約51℃（残留熱除去系（原子炉停止

時冷却モード）の設計温度52℃とほ

ぼ同値）※ 

原子炉の初期圧力 大気圧相当 

原子炉格納容器の想定 未開放 

原子炉格納容器内の初期

温度 

サプレッション・プール水温：約35℃ 

気相部：約64℃（通常運転時の温度

57℃を包絡する値）※ 

原子炉格納容器の初期圧

力 
大気圧相当 

低圧原子炉代替注水槽の

水温 
35℃ 

事
象
進
展 

事象開始 

・全交流動力電源喪失発生 

・水位低下に伴う非常用炉心冷却系

の起動は期待しない 

事象発生２時間後 

・常設代替交流電源設備による電源

供給開始 

・逃がし安全弁（自動減圧機能付き）

による減圧 

・低圧原子炉代替注水系（常設）に

よる注水開始 

低圧原子炉代替注水系

（常設）による原子炉注

水 

200m3/h 

格納容器代替スプレイ 

実施に期待しない，又は格納容器代

替スプレイ系(可搬型)によるＤ／Ｗ

スプレイ実施（120m3/h） 

ベントタイミング 

格納容器圧力384kPa[gage]到達，又

はサプレッション・プール水位通常

水位＋約1.3ｍ到達 

※：有効性評価で想定する原子炉停止１日後の状態をＭＡＡＰに

て評価するため，詳細な設定が困難なパラメータは有効性評

価で想定する設定値等と同等な値となるようにした。 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 
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表 2 解析結果（停止時ベントタイミングの確認） 

 

 

 

 

 

表 3 解析結果（格納容器圧力及び温度※） 

 

※格納容器圧力及び温度はドライウェルより値が大きいサプレッ

ション・チェンバの結果を記載 

 

以

 以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 解析結果（停止時ベントタイミングの確認） 

分類 ベントタイミング 備考 

格納容器代替スプレイ

に期待するケース 

事象発生後 

約60時間 

サプレッション・プー

ル水位通常水位＋約

1.3ｍ到達 

格納容器代替スプレイ

に期待しないケース 

事象発生後 

約47時間 

格納容器圧力 

384kPa[gage]到達 

 

 

表３ 解析結果（格納容器圧力及び温度※） 

分類 

事象発生10時間後 ベントタイミング時 

格納容器圧力

（kPa[gage]） 

格納容器温度

（℃） 

格納容器圧力

（kPa[gage]） 

格納容器温度

（℃） 

格納容器

代替スプ

レイに期

待するケ

ース 

Ｓ／Ｃ：約22 Ｄ／Ｗ：約74 

Ｓ／Ｃ：約351 

（事象発生 

約60時間後） 

Ｓ／Ｃ：約149 

（事象発生 

約60時間後） 

格納容器

代替スプ

レイに期

待しない

ケース 

Ｓ／Ｃ：約22 Ｄ／Ｗ：約74 

Ｓ／Ｃ：約384 

（事象発生 

約47時間後） 

Ｓ／Ｃ：約150 

（事象発生 

約47時間後） 

※：格納容器圧力及び温度はドライウェルとサプレッション・チ

ェンバのうち，より値が大きい側の結果を記載 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 
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添付資料 5.1.6 

 

原子炉停止中 崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時に

おける放射線の遮蔽維持について 

 

運転停止中の「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪

失」における放射線の遮蔽維持について評価を行い，事故時の作

業員の退避も考慮すると，退避までの間，放射線の遮蔽維持に必

要な水位（目安と考える 10mSv/h※）が維持されることを確認した

ため，その結果を以下に示す。 

なお，事故対応に関わる操作は，原子炉建屋オペレーティング

フロアの様に現場の線量率が大きく上昇する場所では実施しな

いため，作業員の現場退避を評価の代表とした。 

また，放射線の遮蔽を検討する際，原子炉圧力容器開放作業の

流れ，原子炉圧力容器等構造物及び原子炉水位が重要となるた

め，それらを考慮した評価とした。 

 

 

 

※ 必要な遮蔽の目安とする線量率は，「崩壊熱除去機能喪失」及

び「全交流動力電源喪失」における原子炉建屋オペレーティング

フロアでの作業時間及び作業員の退避は 1時間以内であり，作業

員の被ばく量は最大でも 10mSvとなるため，緊急作業時における

被ばく限度の 100mSvに対して余裕がある 10mSv/hとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 5.1.7 

 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時に 

おける放射線の遮蔽維持について 

 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失に

おける放射線の遮蔽維持について評価を行い，放射線の遮蔽維持

（目安と考える 10mSv／h※）に必要な水位が維持されることを確

認した。その結果を以下に示す。 

 

 

 

 

また，放射線の遮蔽を検討する際，原子炉圧力容器開放作業の

流れ，原子炉圧力容器等構造物，原子炉水位が重要となるため，

それらを考慮した評価とした。 

 

 

 

※ 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv／h とする。崩壊

熱除去機能喪失における原子炉建屋原子炉棟 6階での作業

時間及び作業員の退避は 2.2時間以内であり，作業員の被

ばく量は最大でも 22mSvとなるため，緊急作業時における

被ばく限度の 100mSvに対して余裕がある。 

 

 

 

 

 

 

   本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建屋

原子炉棟 6階での操作を必ず必要な作業としていないが，

可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系

（可搬型スプレイノズル）を使用した使用済燃料プールス

プレイの準備操作について仮に考慮し，可搬型スプレイノ

添付資料 5.1.6 

 

運転停止中 崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時にお

ける放射線の遮蔽維持について 

 

運転停止中の「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪

失」における放射線の遮蔽維持について評価を行い，放射線の遮

蔽維持に必要な水位（目安と考える 10mSv/h※）が維持されること

を確認したため，その結果を以下に示す。 

 

 

 

 

また，放射線の遮蔽を検討する際，原子炉圧力容器開放作業の

流れ，原子炉圧力容器等構造物及び原子炉水位が重要となるた

め，それらを考慮した評価とした。 

 

 

 

※ 必要な遮蔽の目安とする線量率は，「崩壊熱除去機能喪失」及

び「全交流動力電源喪失」における原子炉建物原子炉棟４階

からの現場作業員の退避は２時間以内であり，作業員の被ば

く量は最大でも 20mSvとなるため，緊急作業時の被ばく限度

の 100mSvに対して余裕がある 10mSv/h とした。 

 

 

 

 

 

 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建物原子

炉棟４階での操作を必要な作業としていないが，燃料プール

スプレイ系（可搬型スプレイノズル使用）を使用した燃料プ

ールへの注水について仮に考慮し，可搬型スプレイノズル及

びホースの設置にかかる作業時間を想定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の現場作

業員の退避時間を考慮

した評価結果。 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，現場

作業員の退避時間の

他，可搬型スプレイノ
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1. 原子炉圧力容器開放作業の流れ 

①原子炉圧力容器開放作業の開始前，コンクリートハッチ取り外

し，原子炉格納容器蓋取り外し（図 1 中の 1,2,3 及び 4） 

原子炉を停止後，残留熱除去系の原子炉停止時冷却モードで除

熱可能な圧力に減圧されるまでは，原子炉は主蒸気系を介して，

復水器によって除熱される。残留熱除去系の原子炉停止時冷却モ

ードによる除熱を開始した後，復水器真空破壊を経て，復水器に

よる除熱を停止する。 

これらの原子炉の冷温停止状態に向けた操作と並行して,コン

クリートハッチ及び原子炉格納容器蓋の取り外し作業を実施す

る。 

 

②原子炉圧力容器蓋取り外し（図 1 中の 5） 

原子炉が冷温停止状態になった後，原子炉の水位を徐々に上昇

させ，原子炉圧力容器保温材及び原子炉圧力容器蓋を開放する

（原子炉圧力容器開放時の水位はフランジ下 0.3m 程度）。 

 

 

③蒸気乾燥器取り外し（図 1 中の 6） 

水位を徐々に上昇させながら，蒸気乾燥器を蒸気乾燥器・気水

分離器（D/S）ピットへと移動する（蒸気乾燥器は気中移動）。 

 

④気水分離器取り外し（図 1 中の 7） 

気水分離器を蒸気乾燥器・気水分離器（D/S）ピットへと移動

する（気水分離器は水中移動）。 

 

なお，原子炉起動に向けて実施する原子炉圧力容器閉鎖作業に

おいては開放作業の逆の流れで実施される。この状況においては

原子炉圧力容器開放作業時に比べ，原子炉停止後の冷却時間が長

ズル及びホースの設置にかかる作業時間を想定した。 

  必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv／h は，施設定期検

査作業時での原子炉建屋原子炉棟 6階における線量率を考

慮した値である。 

  この線量率となる水位は燃料有効長頂部の約 1.7m 上（通

常水位から約 3.5m下）の位置である。 

 

1. 原子炉圧力容器開放作業の流れ 

①原子炉圧力容器開放作業の開始前，コンクリートハッチ取外

し，格納容器蓋取外し（第 1図中の 1，2・3，4） 

原子炉を停止後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）で

除熱可能な圧力に減圧されるまでは，原子炉は主蒸気系を介

して復水器によって除熱される。残留熱除去系（原子炉停止

時冷却系）による除熱開始後，復水器による除熱を停止する。 

 

これらの原子炉の冷温停止状態に向けた操作と並行して，

コンクリートハッチ及び格納容器蓋取外し作業を実施する。 

 

 

②原子炉圧力容器蓋取外し（第 1図中の 5） 

原子炉が冷温停止状態になった後，原子炉の水位を徐々に

上昇させ，原子炉圧力容器保温材及び原子炉圧力容器蓋取外

しを行う（原子炉圧力容器開放時の水位はフランジ約 0.5m

下）。 

 

③蒸気乾燥器取外し（第 1図中の 6） 

水位を上昇させながら，蒸気乾燥器をドライヤー気水分離

器貯蔵プールへと移動する（蒸気乾燥器は気中移動）。 

 

④気水分離器取外し（第 1図中の 7） 

気水分離器をドライヤー気水分離器貯蔵プールへと移動

する（気水分離器は水中移動）。 

 

なお，原子炉起動に向けて実施する原子炉圧力容器閉鎖作業

は原子炉圧力容器開放作業と逆の流れで作業を実施する。この

状況においては，原子炉圧力容器開放作業時に比べ，原子炉停

 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/hは，定期事業者検

査作業時での原子炉建物原子炉棟４階における線量率を考慮

した値である。 

この線量率となる水位は燃料棒有効長頂部の約 1.8m上（通

常水位から約 3.3m下）の位置である。 

 

１. 原子炉圧力容器開放作業の流れ 

 ①原子炉圧力容器開放作業の開始前，コンクリートハッチ取り

外し，原子炉格納容器蓋取り外し（図１中の１，２，３） 

   原子炉を停止後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

で除熱可能な圧力に減圧されるまでは，原子炉は主蒸気系を

介して，復水器によって除熱される。残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）による除熱を開始した後，復水器真空破

壊を経て，復水器による除熱を停止する。 

   これらの原子炉の冷温停止状態に向けた操作と並行して，

コンクリートハッチ及び原子炉格納容器蓋の取り外し作業

を実施する。 

 

 ②原子炉圧力容器蓋取り外し（図１中の４） 

   原子炉が冷温停止状態になった後，原子炉の水位を徐々に

上昇させ，原子炉圧力容器保温材及び原子炉圧力容器蓋を開

放する（原子炉圧力容器開放時の水位はフランジ下 0.5m程

度）。 

 

 ③蒸気乾燥器取り外し（図１中の５） 

   水位を徐々に上昇させながら，蒸気乾燥器を蒸気乾燥器・

気水分離器ピット（以下「ＤＳＰ」という。）へと移動する

（蒸気乾燥器は気中移動）。 

④気水分離器取り外し（図１中の６） 

   気水分離器をＤＳＰへと移動する（気水分離器は水中移

動）。 

  

なお，原子炉起動に向けて実施する原子炉圧力容器閉鎖作業に

おいては開放作業の逆の流れで実施される。この状況においては

原子炉圧力容器開放作業時に比べ，原子炉停止後の冷却時間が長

ズル及びホースの設置

にかかる作業時間を想

定している。 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 
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く燃料の崩壊熱及び線源強度が小さくなる。そのため，放射線の

遮蔽維持における影響は原子炉圧力容器開放作業時に包絡され

る。 

（添付資料 5.1.2） 

 

 

 

 

 

 

図 1 原子炉圧力容器開放作業の流れ 

※ http://www.tepco.co.jp/nu/f2-np/handouts/j140528a-j.pdf 

公開されている沸騰水型原子炉の開放作業の流れとして「福島第二原子力発電所１号

炉 原子炉開放作業の完了について」より参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

止後の冷却時間が長く燃料の崩壊熱及び線源強度が小さくな

る。そのため，放射線の遮蔽維持における影響は原子炉圧力容

器開放作業時に包絡される。 

（添付資料 5.1.2） 

 

 

 

＜参考＞原子炉開放の流れ※ 

 

第 1図 原子炉圧力容器開放作業の流れ 

※ http://www.tepco.co.jp/nu/f2-np/handouts/j140528a-j.pdf 

   東海第二発電所では蒸気乾燥器取外しが気中移動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

く燃料の崩壊熱及び線源強度が小さくなる。そのため，放射線の

遮蔽維持における影響は原子炉圧力容器開放作業時に包絡され

る。 

（添付資料 5.1.2） 

 

 

 

 

 

図１ 原子炉圧力容器開放作業の流れ 
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2.原子炉圧力容器等構造物 

 

図 2 原子炉圧力容器等構造物の概要 

 

3.各状態における遮蔽維持について 

原子炉圧力容器開放作業時の各状態における現場の放射線遮

蔽について以下に示す。 

①-1 原子炉圧力容器開放作業の開始前（図１中の 1） 

原子炉運転中，原子炉停止直後等はコンクリートハッチ，原子

炉格納容器蓋及び原子炉圧力容器蓋が閉鎖されており，また蒸気

乾燥器，気水分離器等も炉内に存在するため， 炉心燃料等の線

源からの放射線の多くはこれらに遮られ，原子炉建屋オペレーテ

ィングフロアでの線量率は十分小さくなる。そのため,原子炉圧

力容器開放作業の開始前において，原子炉水位低下に伴う放射線

の遮蔽の評価は不要である。 

 

※ 一例として Co60 を線源とした時の 10cm の鉄の実効線量透過

率は約 8.2×10-2，155cm のコンクリートの実効線量透過率は約

4.1×10-7 と非常に小さくなる。 

（参考：放射線施設の遮蔽計算実務（放射線）データ集 2012 公

益財団法人 原子力安全技術センタ－） 

 

2. 格納容器等構造物 

  原子炉圧力容器等構造物の概要について第 2図に示す。 

 

第 2図 原子炉圧力容器等構造物の概要 

 

3. 各状態における遮蔽維持について 

原子炉圧力容器開放作業時の各状態における現場の放射線

遮蔽について以下に示す。 

①-1 原子炉圧力容器開放作業開始前（第 1図中の 1） 

原子炉運転中や原子炉停止直後等は図に示すように原子炉

圧力容器蓋が未開放状態であり，蒸気乾燥器，気水分離器等も

炉内に存在する。炉心燃料等の線源からの放射線の多くはこれ

らに遮られ，原子炉建屋原子炉棟 6階での線量率は十分小さく

なる。また，この状態はコンクリートハッチ，格納容器蓋が未

開放状態であり，後述する①-2の状態に包含される※。 

以上より，この状態における放射線の遮蔽の評価は不要であ

る。 

※ 一例としてＣｏ－60 を線源とした時の 10cm の鉄の実効

線量透過率は約 8.2E-02，155cm のコンクリートの実効

線量透過率は約 4.1E-07である。 

（参考 放射線施設のしゃへい計算実務マニュアル 2000 公益

財団法人 原子力安全技術センター） 

 

２.原子炉圧力容器等構造物 

 

図２ 原子炉圧力容器等構造物の概要 

 

３.各状態における遮蔽維持について 

 原子炉圧力容器開放作業時の各状態における現場の放射線遮

蔽について以下に示す。 

①-1 原子炉圧力容器開放作業の開始前（図１中の１） 

  原子炉運転中，原子炉停止直後等はコンクリートハッチ，

原子炉格納容器蓋及び原子炉圧力容器蓋が閉鎖されており，

また，蒸気乾燥器，気水分離器等も炉内に存在するため，炉

心燃料等の線源からの放射線の多くはこれらに遮られ，原子

炉建物原子炉棟４階での線量率は十分小さくなる。そのため，

原子炉圧力容器開放作業の開始前において，原子炉水位低下

に伴う放射線の遮蔽の評価は不要である。 

 

※ 一例としてＣｏ－60を線源とした時の 10cmの鉄の実効線

量透過率は約 8.2×10-2，155cmのコンクリートの実効線量

透過率は約 4.1×10-7と非常に小さくなる。 

（参考：放射線施設の遮蔽計算実務（放射線）データ集 2012 公

益財団法人 原子力安全技術センター） 
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①-2 コンクリートハッチ取り外し，原子炉格納容器蓋取り外し

（図１中の 2,3 及び 4） 

コンクリートハッチ及び原子炉格納容器蓋の取り外し後は，こ

れらの遮蔽効果には期待できなくなるが, 原子炉圧力容器蓋, 

蒸気乾燥器及び気水分離器の遮蔽効果に期待できる。さらに原子

炉圧力容器蓋の取り外し作業に向けて原子炉の水位の上昇操作

を実施するため，定検毎に高さは異なるが原子炉の水位は徐々に

上昇することになる。 

この状態で原子炉建屋オペレーティングフロアにて原子炉圧

力容器開放に向けた作業を実施していることも考えるため,コン

クリートハッチ及び原子炉格納容器蓋の遮蔽に期待しない場合

の現場線量率の評価が必要である。 

 

② 原子炉圧力容器蓋取り外し（図１中の 5） 

原子炉圧力容器蓋開放時はフランジ下 0.3m 程度まで原子炉の

水位を上昇させた後，開放作業を実施する。この際，原子炉の水

位上昇により炉心燃料及び上部格子板からの放射線の影響は非

常に小さくなる。また,原子炉の保有水量が多くなるため，100℃

に至るまでの時間はさらに長くなる（約 1.4時間）。 

 

 

仮に原子炉圧力容器蓋を取り外し中に全交流動力電源喪失事

象等が発生した際を考えても，原子炉圧力容器蓋を完全に移動さ

せていなければ，その遮蔽に期待できる。 

 

また、原子炉圧力容器蓋を取り外した後の状態にて後述する全

交流動力電源喪失事象の水位低下（フランジ付近から約 1.5m 低

下）を仮定した場合も，原子炉水位がフランジよりさらに高い水

位である可能性があること，炉心燃料及び上部格子板からの放射

線影響は後述する原子炉冷却材の流出の原子炉水位と線量率の

関係（5.3 原子炉冷却材の流出 第 5.3.6 図）に包絡できること

から，必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h を超えることはない。 

 

なお，蒸気乾燥器及び気水分離器からの放射線影響においても

線源強度が大きくないこと，約 1.5mの水位低下により露出する

蒸気乾燥器は通常作業でも気中移動させる設備であることから，

①-2 コンクリートハッチ取外し及び格納容器蓋取外し（第 1図

中の 2・3，4） 

コンクリートハッチ，格納容器蓋の開放後は，これらの遮蔽

効果には期待できなくなり，期待できる遮蔽効果は，原子炉圧

力容器蓋，蒸気乾燥器，気水分離器となる。 

 

 

 

この状態における通常運転水位時が①-1及び後述する②，③

を包含する最も厳しい状態であるため，この状態を線量率の評

価対象とする。 

 

 

②原子炉圧力容器蓋取外し（第 1図中の 5） 

原子炉圧力容器蓋開放時はフランジ約 0.5m 下まで原子炉水

位を上昇させた後，原子炉圧力容器蓋開放作業を実施する。こ

の際，原子炉水位の上昇により炉心燃料や上部格子板からの放

射線の影響は非常に小さくなる。また，保有水量が多くなるた

め，沸騰開始までの時間余裕は①-2に比べて長くなる（約 1.4

時間程度）。このため，この状態における放射線の遮蔽の評価

は，上記の①-2の評価に包絡される。 

なお，原子炉圧力容器蓋取外し中に全交流動力電源喪失等の

事故が発生した場合でも，原子炉圧力容器蓋を完全に移動させ

ていなければ，原子炉圧力容器蓋による放射線の遮蔽に期待で

きる。 

また，原子炉圧力容器開放時において全交流動力電源喪失の

発生を仮定した場合も，原子炉水位をフランジより更に上昇さ

せている可能性があることから，炉心燃料及び上部格子板から

の放射線影響は後述する原子炉容器蓋開放時における原子炉

水位と線量率の関係（添付資料 5.3.1）に包絡できる。 

 

 

 

なお，蒸気乾燥器及び気水分離器からの放射線影響について

は，線源強度が大きくないこと，原子炉水位の低下により露出

する蒸気乾燥器は通常作業でも気中移動させる設備であるこ

①-2 コンクリートハッチ取り外し，原子炉格納容器蓋取り外し

（図１中の２，３） 

コンクリートハッチ及び原子炉格納容器蓋の取り外し後は，

これらの遮蔽効果には期待できなくなるが，原子炉圧力容器

蓋，蒸気乾燥器及び気水分離器の遮蔽効果に期待できる。さら

に原子炉圧力容器蓋の取り外し作業に向けて原子炉の水位の

上昇操作を実施するため，定期事業者検査ごとに高さは異なる

が原子炉の水位は徐々に上昇することになる。 

この状態で原子炉建物原子炉棟４階にて原子炉圧力容器開

放に向けた作業を実施していることも考えるため，コンクリー

トハッチ及び原子炉格納容器蓋の遮蔽に期待しない場合の現

場線量率の評価が必要である。 

 

② 原子炉圧力容器蓋取り外し（図１中の４） 

  原子炉圧力容器蓋開放時はフランジ下 0.5m程度まで原子炉

の水位を上昇させた後，開放作業を実施する。この際，原子

炉の水位上昇により炉心燃料及び上部格子板からの放射線の

影響は非常に小さくなる。また，原子炉の保有水量が多くな

るため，100℃に至るまでの時間はさらに長くなる（約 1.2時

間程度）。 

   

仮に原子炉圧力容器蓋を取り外し中に全交流動力電源喪失

事象等が発生した際を考えても，原子炉圧力容器蓋を完全に

移動させていなければ，その遮蔽に期待できる。 

   

また，原子炉圧力容器蓋を取り外した後の状態にて後述す

る全交流動力電源喪失事象の水位低下（フランジ付近から約

1.1m 低下）を仮定した場合も，原子炉水位がフランジよりさ

らに高い水位である可能性があること，炉心燃料及び上部格

子板からの放射線影響は後述する原子炉冷却材の流出の原子

炉水位と線量率の関係（5.3 原子炉冷却材の流出 第 5.3.2-2

図）に包絡できることから，必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h

を超えることはない。 

なお，蒸気乾燥器及び気水分離器からの放射線影響におい

ても線源強度が大きくないこと，約 1.1mの水位低下により露

出する蒸気乾燥器は通常作業でも気中移動させる設備である

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 「全交流動力電源喪

失」において，島根２

号炉は，原子炉水位が

低下した後に原子炉注

水を開始する。 
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これらを考慮しても必要な遮蔽は維持される。 

以上より，原子炉水位低下に伴う放射線の遮蔽の評価は不要で

ある（上記の①-2 での評価に包絡）。 

 

③ 蒸気乾燥器取り外し（図１中の 6）及び④水分離器取り外し（図

１中の 7） 

蒸気乾燥器の取り出しに併せ,水位を上昇させていく状態であ

り，崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失事象が発生した

場合においても,沸騰開始及び水位低下まで十分に時間余裕があ

るため，原子炉水位低下に伴う放射線の遮蔽の評価は不要であ

る。 

 

 

 

4.放射線の遮蔽維持に必要な水位 

放射線の遮蔽維持に必要な水位（目安と考える 10mSv/h）は, 3．

の検討を踏まえ，「①-2 コンクリートハッチ取り外し，原子炉格

納容器蓋取り外し（図１中の 2，3・4）」の状態を想定して評価を

行った。 

線量率の算出は，「添付資料 4.1.2｢水遮蔽厚に対する貯蔵中の

使用済燃料からの線量率｣の算出について」と同様に QAD-CGGP2R 

コードを用いて計算し, 評価条件は以下に示すものを用いた。 

 

なお，評価点は燃料交換機床※とした。 

※原子炉停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失

時の事故対応で原子炉建屋オペレーティングフロア等の現場

作業は不要であるため，作業員の退避を想定して評価点を設定

した。コンクリートハッチ取り外し及び原子炉格納容器蓋取り

外し作業時において作業員は天井クレーン操作室等にいるこ

とが考えられるため，より線源に近い燃料交換機床（原子炉建

屋オペレーティングフロアの床付近）を代表としている。なお，

停止作業中においては作業員が原子炉格納容器内（D/W含む）

に入って作業することも考えられるが，これらの作業は停止直

後に実施しないこと，炉心燃料からの放射線は遮蔽物（原子炉

圧力容器，シュラウド，生体遮蔽（原子炉遮蔽壁）等）により

減衰されること，原子炉建屋オペレーティングフロアと同様に

とから，これらの設備からの放射線影響はほとんどない。 

以上より，この状態における放射線の遮蔽の評価は不要であ

る。 

 

③蒸気乾燥器取外し（第 1図中の 6）及び④気水分離器取外し（第

1図中の 7） 

蒸気乾燥器の取出しに合わせ，原子炉水位を上昇させていく

状態であり，②の状態から更に保有水量が多くなるため，沸騰

開始までの時間余裕は②に比べて更に長くなる。このため，こ

の状態における放射線の遮蔽の評価は，上記の①-2 の評価に包

絡される。 

以上より，この状態における放射線の遮蔽の評価は不要であ

る。 

 

4. 放射線の遮蔽維持に必要な水位 

放射線の遮蔽維持に必要な水位（目安と考える 10mSv／h）は，

3.での検討を踏まえ，「①-2 コンクリートハッチ取外し及び

格納容器蓋取外し（第 1図中の 2・3，4）」の状態を想定して評

価を行った。 

線量率の算出は，「添付資料 4.1.3「水遮蔽厚に対する貯蔵中

の使用済燃料からの線量率」の算出について」と同様にＱＡＤ

－ＣＧＧＰ２Ｒコード（Ver1.04）を用いて計算し，評価に用

いた条件は以下に示すものを用いた。 

評価点は燃料取替機床上※とした。 

※ 運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時及び全交流動力電

源喪失時の事故対応で原子炉建屋原子炉棟 6階での操作

を必ず必要な作業としていないため，線源に近い燃料取

替機床上を代表としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ことから，これらを考慮しても必要な遮蔽は維持される。 

以上より，原子炉水位低下に伴う放射線の遮蔽の評価は不

要である。（上記の①-2での評価に包絡）。 

 

③ 蒸気乾燥器取り外し（図１中の５）及び④気水分離器取り外

し（図１中の６） 

  蒸気乾燥器の取り外しに併せ，水位を上昇させていく状態

であり，崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失事象が

発生した場合においても，沸騰開始及び水位低下までに十分

に時間余裕があるため，原子炉水位低下に伴う放射線の遮蔽

の評価は不要である。 

 

 

 

４.放射線の遮蔽維持に必要な水位 

  放射線の遮蔽維持に必要な水位（目安と考える 10mSv/h）は，

３．の検討を踏まえ，「①-2 コンクリートハッチ取り外し，

原子炉格納容器蓋取り外し(図１中の２，３）」の状態を想定

して評価を行った。 

  線量率の算出は，「添付資料 4.1.2「水遮蔽厚に対する貯蔵

中の燃料等からの線量率」の評価について」と同様にＱＡＤ-

ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いて計算し，評価条件は以下に示す

ものを用いた。 

  なお，評価点は燃料取替機台車床※とした。 

※ 原子炉停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源

喪失時の作業員の退避を想定して評価点を設定した。コ

ンクリートハッチ取り外し及び原子炉格納容器蓋取り外

し作業時において作業員は天井クレーン操作室等にいる

ことが考えられるため，より線源に近い燃料取替機台車

床を代表としている。なお，停止作業中においては作業

員が原子炉格納容器内（Ｄ／Ｗ含む）に入って作業する

ことも考えられるが，炉心燃料からの放射線は遮蔽物（原

子炉圧力容器，シュラウド，生体遮蔽（原子炉遮蔽壁）

等）により減衰されること，原子炉建物原子炉棟４階と

同様に事故時に作業員が退避することから，作業員の退

避に関する被ばく影響は本評価に包絡される。 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7・東海第二】 
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事故後に作業員が退避することから，作業員の退避に関する被

ばく影響は本評価に包絡される。 

 

（１） 炉心燃料・炉内構造物の評価モデルと線源強度 

放射線源として燃料,上部格子板,気水分離器及び蒸気乾燥器

をモデル化した。 

a.炉心燃料 

評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源（炉心の全てに燃料がある状態） 

○ 燃料有効長（mm）： 

○ ガンマ線エネルギ:評価に使用するガンマ線は，エネルギ

18 群(ORIGEN 群構造) 

○ 線源材質:燃料及び水 (密度     g/cm3) 

○ 線源強度は，以下の条件で ORIGEN2 コードを使用して算

出 

 

 

 

 

 

 

 

 

・燃料照射期間：1264 日(燃焼度 33GWd/t 相当の値) 

・燃料組成：STEPⅢ 9×9A 型(低 Gd) 

・濃縮度：     (wt%) 

・U 重量：燃料一体あたり     (kg) 

・停止後の期間※：停止後 12 時間(原子炉未開放状態での実

績を考慮して設定した値を設定) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (1) 炉心燃料・炉内構造物の評価モデルと線源強度 

放射線源として燃料，上部格子坂，シュラウドヘッド及び

蒸気乾燥器をモデル化した。 

ａ．炉心燃料 

計算条件を以下に示す。 

○線源形状：炉心の全てに燃料がある状態 

○燃料有効長：約 3.7m 

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線は，エネルギ 5群 

 

○線源材質：燃料及び水（密度    g／cm３） 

○線源強度：文献値※１に記載のエネルギ当たりの線源強

度を基に，９×９燃料（Ａ型）の体積当たりの線源強

度を式①で算出 

   

  

このときの線源条件は以下となる。なお，使用してい

る文献値は，燃料照射期間 10６時間（約 114 年）と，

東海第二発電所の実績を包絡した条件で評価されて

おり，東海第二発電所に関する本評価においても適用

可能である。 

・燃料照射期間：10６時間 

 

 

 

・原子炉停止後の期間：停止 12 時間※２（原子炉未開

放状態での実績を考慮して設定した値） 

・燃料集合体当たりの熱出力：4.31MW／体（９×９燃

料（Ａ型）） 

・燃料集合体体積：約 7.2E＋04cm３（９×９燃料（Ａ

型）） 

※1 Blizard E.P. and Abbott L.S.,ed.,“REACTOR 

HANDBOOK.2nd ed. Vol.Ⅲ Part B,SHIELDING”, 

INTERSCIENCE PUBLISHERS,New 

 

 

 

（１）炉心燃料・炉内構造物の評価モデルと線源強度 

  放射線源として燃料，上部格子板，気水分離器及び蒸気乾燥

器をモデル化した。 

 a.炉心燃料 

  評価条件を以下に示す。 

  ○ 線源形状：円柱線源（炉心のすべてに燃料がある状態） 

  ○ 燃料棒有効長（mm）：  

  ○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，エネル

ギ５群 

  ○ 線源材質：燃料及び水（密度：  g/cm3） 

  ○ 線源強度：文献値※１に記載のエネルギあたりの線源強度

を基に，９×９燃料（Ａ型）の体積あたりの

線源強度を式①で算出 

 

このときの線源条件は以下となる。なお，本評価で使用

している文献値は，燃料照射期間 10６時間（約 114年）と，

島根２号炉の実績を包絡した条件で評価されており，島

根２号炉に関する本評価においても適用可能である。 

 

・燃料照射期間：106時間（無限照射） 

 

 

 

・原子炉停止後の期間※２：停止後 12時間（原子炉未開放

状態での実績を考慮して設定した値） 

・燃料集合体あたりの熱出力：4.35MW／体（９×９燃料（Ａ

型）） 

・燃料集合体体積：約 7.1×104 cm３（９×９燃料（Ａ型）） 

 

※ １  Blizard E. P. and Abbott L.S.,ed.,“REACTOR 

HANDBOOK.2nd ed. Vol.Ⅲ Part B, SHIELDING”, 

INTERSCIENCE PUBLISHERS, New York, London, 1962” 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，燃料

照射実績を包絡する値

として，文献値（無限

照射）を用いている。 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 
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燃料集合体体積各群のエネルギ

出力燃料集合体当たりの熱文献に記載の線源強度
＝線源強度
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※ 停止後の期間は全制御棒全挿入からの時間を示してい

る。通常停止操作において原子炉の出力は全制御棒全挿

入完了及び発電機解列以前から徐々に低下させるが、線

源強度評価は崩壊熱評価と同様にスクラムのような瞬

時に出力を低下させる保守的な評価条件となっている。 

 

 

 

 

線量率評価モデルを図 3 に示す。また，評価により求めた線源

強度を表 1 に示す。 

 

図 3 燃料の線量率評価モデル 

 

 

 

York,London,1962” 

※2 原子炉停止後の期間は全制御棒全挿入からの

時間を示している。通常停止操作において原子

炉の出力は全制御棒全挿入完了及び発電機解

列以前から徐々に低下させるが，線源強度評価

は崩壊熱評価と同様にスクラムのような瞬時

に出力を低下させる保守的な計算条件となっ

ている。 

 

○計算モデル：円柱線源 

線量率計算モデルを第 3図に示す。また，式①で算

出した体積当たりの線源強度を第 1表に示す。 

 

第 3図 燃料の線量率計算モデル 

 

※２ 原子炉停止後の期間は全制御棒全挿入からの時間を示

している。通常停止操作において原子炉の出力は全制

御棒全挿入完了及び発電機解列以前から徐々に低下さ

せるが，線源強度評価は崩壊熱評価と同様にスクラム

のような瞬時に出力を低下させる保守的な評価条件と

なっている。 

  

 

 ○ 評価モデル：円柱線源 

線量率評価モデルを図３に示す。また，式①で算出した体

積あたりの線源強度を表１に示す。 

 

 

図３ 燃料の線量率評価モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.1-53



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

表 1 燃料の線源強度 

 

 

 

 

第 1表 燃料の線源強度 

エネルギ 

（MeV） 

線源強度 

（γ・cm－３・s－１） 

1.0 9.6E+11 

2.0 1.6E+11 

3.0 4.6E+09 

4.0 7.2E+07 

5.0 1.9E+07 

 

 

 

 

 

 

表１ 燃料の線源強度 

ガンマ線 

エネルギ（MeV） 

線源強度 

（cm-3・s-1） 

1.0 9.8×1011 

2.0 1.6×1011 

3.0 4.7×109 

4.0 7.3×107 

5.0 2.0×107 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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b. 上部格子板 

評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化 

○ 線源の高さ（mm）： 

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種 60Co 

を想定して 1.5MeV 

○ 線源材質： 水と同等(密度 958kg/m3※) 

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を採用 

○ 線源強度は，機器表面の実測値（    Sv/h）より

2.1×109(Bq/cm3)と算出 

線量率評価モデルを図４に示す。 

 

 

図４ 上部格子板の線量率評価モデル 

 

ｂ．上部格子板 

計算条件を以下に示す。 

○線源形状：円柱線源としてモデル化 

○線源の高さ：約0.4m 

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線は，主要核種Ｃｏ

－60を想定して1.5MeVとする。 

○線源材質：水と同等（密度0.958g／cm３※） 

※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小

となる 100℃の値を採用 

○線源強度：機器表面の実測値（    Sv／h）より7.3E

＋09Bq／cm３と算出した。 

線量計算モデルを第 4図に示す。 

 

 

第 4図 上部格子板の線量率計算モデル 

 

b.上部格子板 

  評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化 

  ○ 線源の高さ（mm）：

  ○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種

60Coを想定して 1.5MeV 

  ○ 線源材質：水と同等（密度：0.958g/cm3※） 

  ※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を採用 

  ○ 線源強度は，機器表面の実測値（  Sv/h）より 8.7

×109 Bq/cm3と算出 

線量率評価モデルを図４に示す。 

 

                           

図４ 上部格子板の線量率評価モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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c. 気水分離器 

評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化 

○ 線源の高さ（mm）： 

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種 

60Co を想定して 1.5MeV 

○ 線源材質： 水と同等(密度 958kg/m3※) 

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を採用 

○ 線源強度は，機器表面の実測値（    Sv/h）より

5.2×105(Bq/cm3)と算出 

線量率評価モデルを図５に示す。 

 

 

 

 

 

図５ 気水分離器の線量率評価モデル 

 

 

ｃ．シュラウドヘッド 

計算条件を以下に示す。 

○線源形状：円柱線源としてモデル化 

○線源の高さ：約5.2m※１ 

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線は，主要核種Ｃｏ

－60を想定して1.5MeVとする。 

○線源材質：水と同等（密度0.958g／cm３※２） 

※2 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小

となる 100℃の値を採用 

○線源強度：機器表面の実測値（    Sv／h）※１より6.7E

＋05Bq／cm３と算出した。 

線量計算モデルを第 5図に示す。 

※1 シュラウドヘッドの線量率の計算モデルでは，

気水分離器を線源に含めたモデルとしており，

機器表面の実測値についても気水分離器からの

寄与を含んでいる。 

 

第 5図 シュラウドヘッドの線量率計算モデル 

 

c.気水分離器 

  評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化 

  ○ 線源の高さ（mm）：

  ○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種

60Coを想定して 1.5MeV 

  ○ 線源材質：水と同等（密度：0.958g/cm3※） 

※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を採用 

  ○ 線源強度は，機器表面の実測値（  mSv/h）より 1.3×

106 Bq/cm3と算出 

線量率評価モデルを図５に示す。 

 

 

 

図５ 気水分離器の線量率評価モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 
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d. 蒸気乾燥器 

評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化 

○ 線源の高さ（mm）： 

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種 

60Co を想定して 1.5MeV 

○ 線源材質： 水と同等(密度 958kg/m3※) 

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を採用 

○ 線源強度は，機器表面の実測値（    Sv/h）より

2.3×105(Bq/cm3)と算出 

線量率評価モデルを図６に示す。 

 

 

図６ 蒸気乾燥器の線量率評価モデル 

 

ｄ．蒸気乾燥器 

計算条件を以下に示す。 

○線源形状：円柱線源としてモデル化 

○線源の高さ：約5.5m 

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線は，主要核種Ｃｏ

－60を想定して1.5MeVとする。 

○線源材質：水と同等（密度0.958g／cm３※） 

※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小

となる 100℃の値を採用 

○線源強度：機器表面の実測値（   Sv／h）より2.7E

＋05Bq／cm３と算出した。 

線量計算モデルを第 6図に示す。 

 

第 6図 蒸気乾燥器の線量率計算モデル 

 

d.蒸気乾燥器 

  評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化 

  ○ 線源の高さ（mm）：  

  ○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種

60Coを想定して 1.5MeV 

  ○ 線源材質：水と同等（密度：0.958g/cm3※） 

※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を採用 

  ○ 線源強度は，機器表面の実測値（  mSv/h）より 1.3×

106 Bq/cm3と算出 

線量率評価モデルを図６に示す。 

                      

図６ 蒸気乾燥器の線量率評価モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 

5.1-57



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

（２） 遮蔽物の評価モデル 

原子炉圧力容器内の原子炉冷却材以外に放射線を遮蔽する構造

物として，原子炉圧力容器蓋，蒸気乾燥器，気水分離器をモデル

化した。なお，蒸気乾燥器及び気水分離器は構造が複雑であり，

放射線の遮蔽物を平均化したモデルとするとストリーミング（放

射線漏れ）の影響により非保守的な評価となるため，線源を覆う

ような構造物のみ遮蔽物として考慮した。 

 

a. 原子炉圧力容器蓋 

評価条件を以下に示す。 

○ 遮蔽物形状 ：円柱線源としてモデル化 

○ 遮蔽物の厚さ（mm）：   （圧力容器蓋の最薄部厚さ） 

○ 線源材質 ：   平板(密度   g/cm3) ※ 

※圧力容器鋼板     の密度は，同等である  で代

表した 

線量率評価モデル(遮蔽)を図 3～7 に示す。 

 

 

 

図 7 原子炉圧力容器蓋の線量率評価モデル（遮蔽） 

 

 

(2) 遮蔽物の評価モデル 

原子炉内の冷却材以外に放射線を遮蔽する構造物として，

原子炉圧力容器蓋，蒸気乾燥器，シュラウドヘッドをモデル

化した。なお，蒸気乾燥器及びシュラウドヘッドは構造が複

雑であり，放射線の遮蔽物を平均化したモデルとするストリ

ーミング（放射線漏れ）の影響により非保守的な評価となる

ため，線源を覆うような構造物のみ遮蔽物として考慮した。 

 

ａ. 原子炉圧力容器蓋 

 

遮蔽物形状 ：円柱遮蔽物としてモデル化 

遮蔽物の高さ：    mm（圧力容器蓋の最薄部厚さ） 

線源材料  ：      平板（密度     g／cm３）※ 

※ 原子炉圧力容器鋼板     の密度は，同等である

で代表した 

線量率計算モデル（遮蔽）を第 3～6図に示す。 

 

（２）遮蔽物の評価モデル 

  原子炉圧力容器内の原子炉冷却材以外に放射線を遮蔽する構

造物として，原子炉圧力容器蓋，蒸気乾燥器，気水分離器をモ

デル化した。なお，蒸気乾燥器及び気水分離器は構造が複雑で

あり，放射線の遮蔽物を平均化したモデルとするとストリーミ

ング（放射線漏れ）の影響により非保守的な評価となるため，

線源を覆うような構造物のみ遮蔽物として考慮した。 

 

a.原子炉圧力容器蓋 

評価条件を以下に示す。 

  ○ 遮蔽物形状：円柱遮蔽物としてモデル化 

  ○ 遮蔽物の高さ（mm）： （圧力容器蓋の最薄部厚さ） 

  ○ 遮蔽物材質：  平板（密度：  g/cm3）※ 

    ※ 原子炉圧力容器鋼板（ の密度は，同等である 

で代表した 

  線量率評価モデル（遮蔽）を図３～７に示す。  

 

 

図７ 原子炉圧力容器蓋の線量率評価モデル（遮蔽） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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b. 蒸気乾燥器 

評価条件を以下に示す。 

○ 遮蔽物形状 ：円柱線源としてモデル化 

○ 遮蔽物の厚さ（mm）：  （フード部の最薄部厚さ） 

○ 線源材質 ：    平板(密度   g/cm3) ※ 

※蒸気乾燥器の材質      の密度は，同等である  

で代表した 

線量率評価モデル(遮蔽)を図 3～5 及び 8 に示す。 

 

 

図 8 蒸気乾燥器の線量率評価モデル（遮蔽） 

 

ｂ. 蒸気乾燥器 

 

遮蔽物形状 ：円柱遮蔽物としてモデル化 

遮蔽物の高さ：  mm（フード部の最薄部厚さ） 

線源材料  ：    平板（密度   g／cm３）※ 

※ 蒸気乾燥器の材質     の密度は，同等である 

で代表した 

 線量率計算モデル（遮蔽）を第 3～5図に示す。 

 

 

 

 

 

 

b.蒸気乾燥器 

評価条件を以下に示す。 

  ○ 遮蔽物形状：円柱遮蔽物としてモデル化 

  ○ 遮蔽物の高さ（mm）： （フード部の最薄部厚さ） 

  ○ 遮蔽物材質：  平板（密度：  g/cm3）※ 

※ 蒸気乾燥器の材質（ の密度は，同等である 

で代表した 

  線量率評価モデル（遮蔽）を図３～５及び８に示す。 

 

 
図８ 蒸気乾燥器の線量率評価モデル（遮蔽） 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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c. 気水分離器 

評価条件を以下に示す。 

○ 遮蔽物形状 ：円柱線源としてモデル化 

○ 遮蔽物の厚さ（mm）：  （シュラウドヘッドの厚さ（ベーン

スワラによる遮蔽も考慮）） 

 

○ 線源材質 ：    平板(密度   g/cm3) ※ 

※気水分離器の材質     の密度は，同等である  

で代表した 

線量率評価モデル(遮蔽)を図 3,4 及び 9 に示す。 

 

図 9 気水分離器の線量率評価モデル（遮蔽） 

 

 

 

 

 

 

（３） 現場の線量率の評価結果 

（１），（２）の条件を用いて評価した原子炉水位と現場の線量率

の関係を図 10 に示す。 

グラフより必要な遮蔽を確保できる水位（目安と考える 10mSv/h

※）は以下の仮定のもとで「有効燃料棒頂部の約 2.0m 上」と求め

た。 

※必要な遮蔽の目安は緊急作業時の被ばく限度(100mSv)と比べ，

十分余裕のある値（10mSv/h）とする。 

 

ｃ. シュラウドヘッド 

 

遮蔽物形状 ：円柱遮蔽物としてモデル化 

遮蔽物の高さ：   ㎜（シュラウドヘッドの厚さ（スワ

ラによる遮蔽も考慮）） 

 

線源材質  ：    平板（密度  g／cm３）※ 

※ シュラウドヘッドの材質    の密度は，同等であ

る      で代表した 

 線量率計算モデル（遮蔽）を第 3，4図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 現場の線量率の評価結果 

(1)，(2)の条件を用いて評価した現場の線量率と原子炉水位

の関係を第 7図に示す。 

グラフより必要な遮蔽を確保できる水位（目安と考える 10mSv

／h）は，「燃料有効長頂部の約 1.7m上」とした。 

 

c.気水分離器 

評価条件を以下に示す。 

  ○ 遮蔽物形状：円柱遮蔽物としてモデル化 

  ○ 遮蔽物の高さ（mm）： （シュラウドヘッドの厚さ（気

水分離器スワラーによる遮蔽も考

慮）） 

  ○ 遮蔽物材質：  平板（密度：  g/cm3）※ 

※ 気水分離器の材質（ の密度は，同等である 

で代表した 

  線量率評価モデル（遮蔽）を図３，４及び９に示す。 

 

図９ 気水分離器の線量率評価モデル（遮蔽） 

 

 

 

（３）現場の線量率の評価結果 

  (１)，(２)の条件を用いて評価した原子炉水位と現場の線量

率の関係を図 10に示す。 

グラフより必要な遮蔽を確保できる水位（目安と考える

10mSv/h）は以下の仮定のもとで「燃料棒有効長頂部の約 1.8m

上」と求めた。 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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図 10 原子炉水位と炉心燃料及び上部格子板からの線量率 

 

 

 

 

第 7図 原子炉水位と線量率 

 

 

 

図 10 原子炉水位と炉心燃料及び上部格子板等からの線量率 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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（４） 必要な遮蔽を確保できる最低水位到達までの時間余裕 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時の事故発生時

から放射線の遮蔽維持に必要な水位到達までの時間を, 「添付資

料 5.1.1」の 1. 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制

効果を考慮しない計算を用いて求めた。 

計算は後述する「添付資料 5.1.7」の評価条件の不確かさを踏

まえ，原子炉停止後 12 時間後と 1 日後の２ケースを実施した。 

 

評価条件及び評価結果を表２に示す。 

評価結果より，原子炉停止 1 日後においては崩壊熱除去機能喪

失時の注水までの想定時間 2 時間，全交流動力電源喪失時の注水

までの想定時間約 2.5 時間（145 分）に対して十分であることが

確認された。 

 

 

 

また，原子炉停止後 12 時間後においては，上述の保守的な計

算方法を用いた場合，現場の線量率が目安と考える 10mSv/h を約

2.0 時間後に超えることが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 必要な遮蔽を確保できる水位到達までの時間余裕 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失から放射線

の遮蔽維持に必要な水位到達までの時間を，「添付資料

5.1.3」の計算を用いて求めた。 

 

計算は後述する「添付資料 5.1.8」の評価条件の不確かさ

を踏まえ，原子炉停止から 12 時間後と 1 日後の 2 ケースを

実施した。 

算出条件及び算出結果を第 2表に示す。 

その結果，原子炉停止 1日後における必要な遮蔽を確保で

きる水位到達までの時間余裕は，崩壊熱除去機能喪失時の注

水開始までの時間（2時間），全交流動力電源喪失時の注水準

備完了までの時間（25分）に対して十分な余裕があることを

確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）必要な遮蔽を確保できる最低水位到達までの時間余裕 

 崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時の事故発生

時から放射線の遮蔽維持に必要な水位到達までの時間を，「添

付資料 5.1.1 1．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の

抑制効果を考慮しない計算」を用いて求めた。 

 計算は後述する「添付資料 5.1.7」の評価条件の不確かさを

踏まえ，原子炉停止後 12 時間後と１日後の２ケースを実施し

た。 

 評価条件及び評価結果を表２に示す。 

 評価結果より，原子炉停止 12 時間後及び原子炉停止１日後

においては崩壊熱除去機能喪失時の注水までの想定時間であ

る事象発生から２時間後，全交流動力電源喪失時の注水までの

想定時間である事象発生から２時間後に対して十分であるこ

とが確認された。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 
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表２ 必要な遮蔽を確保できる最低水位到達までの時間余裕の評

価条件と結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.事故時の退避について 

事故発生時の原子炉建屋オペレーティングフロア又は原子炉

格納容器内にいる現場作業員の退避について確認した。 

事象発生時，当直長のページングによる退避指示，又は現場の

状況変化により，作業員は異常状態を認知し，1 時間以内に原子

炉建屋オペレーティングフロア又は原子炉格納容器内より退避

する。 

 

 

 

第2表 必要な遮蔽を確保できる水位到達までの時間余裕の 

算出条件及び算出結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 事故時の退避について 

事故発生時の現場作業員の退避について確認した。 

 

事象発生時，作業員は，当直発電長の送受話器（ページング）

による退避指示により現場からの退避を開始し，全ての現場作

業員の退避が完了するまでの時間は，1時間程度である。 

また，運転員は作業員の退避が完了したことを確認し，逃が

し安全弁の開操作を開始する。 

 

 

表２ 必要な遮蔽を確保できる最低水位到達までの時間余裕の

評価条件と結果 

原子炉停

止後の時

間 

原子炉

初期水

温（℃） 

崩壊熱 

（kW） 

必要な遮

蔽を確保

できる水

位到達ま

での時間

余裕※1 

燃料棒有

効長頂部

到達まで

の時間余

裕 

残留熱除

去機能喪

失時の注

水までの

想定時間 

全交流動

力電源喪

失時の注

水までの

想定時間 

12時間 

（不確か

さで確認

するケー

ス） 

100 1.67×104 
約 2.7時

間 

約 4.2時

間 
２時間 ２時間 

24時間 

（有効性

評価で確

認するケ

ース） 

52 1.40×104 
約 4.3時

間 

約 6.1時

間 
２時間 ２時間 

※１ 「添付資料 5.1.1 2.原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸

発の抑制効果を考慮した計算」に示すように，原子炉の減圧

操作実施までは，発生した崩壊熱の多くが飽和水の顕熱とし

て吸収されるため，必要な遮蔽を確保できる水位到達までの

時間余裕はさらに長くなる（原子炉停止 12 時間後でも４時

間以上の時間余裕がある）。 

 

５.事故時の退避について 

事故発生時の原子炉建物原子炉棟４階又は原子炉格納容器内

にいる現場作業員の退避について確認した。 

事象発生時，当直長のページングによる退避指示，又は現場の

状況変化により，現場作業員は異常状態を認知し，２時間以内に

原子炉建物原子炉棟４階又は原子炉格納容器内より退避する。 

また，運転員は現場作業員の退避が完了したことを確認し，逃

がし安全弁（自動減圧機能付き）の開操作を開始する。 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の現場作

業員の退避時間を考慮

した評価結果。 
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全交流動力電源喪失により現場の照明設備が消灯することも考

えられるが，作業員はヘッドライト等のバッテリー式の照明を保

有しており，線量が上昇する前（4．より最短約 2 時間）の退避

が十分可能である。 

なお，作業者の避難が必要な場合は，避難指示及び立ち入り制

限が実施されるため, 作業者は緊急作業を除き現場の安全性が

確認される前に再入域することはない。 

復旧に際しては放射能汚染等を確認し、現場の安全性が確認さ

れた後実施する。 

 

6.原子炉隔離時冷却系による注水について 

原子炉隔離時冷却系の設計として，作動には 1.03MPa[gage]以

上の原子炉圧力を必要としており，原子炉停止時の初期圧力は大

気圧程度まで低下しているため,評価において原子炉隔離時冷却

系による注水に期待していない。ただし，有効性評価で想定して

いるような原子炉未開放状態において事象進展とともに原子炉

の圧力が上昇し，原子炉隔離時冷却系による注水が可能となるこ

とが考えられる。なお，原子炉隔離時冷却系の点検の準備として

弁の電源等に隔離操作（アイソレーション）を実施していること

も考えられるが，これらの事故時に原子炉隔離時冷却系での注水

を必要とした際は運転員がただちに復旧を実施することが可能

であるため，原子炉隔離時冷却系の使用の問題とならない。 

 

7.まとめ 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時で想定する原

子炉停止１日後において，必要な遮蔽を確保できる水位を下回る

ことはない。 

 

 

また，評価条件の不確かさを考慮して原子炉停止 12 時間後の

状態を想定した場合でも，現場の作業員の退避を考慮すると 4.

で評価した必要な遮蔽を確保できる水位到達までの時間余裕で

ある２時間に比べ十分時間がある。さらに，これらの時間余裕は

「添付資料 5.1.1 ２．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の

 

 

 

 

 

 

一旦避難指示が出ると管理区域内への入域制限が実施され

るため，作業員は緊急作業を除き現場の安全性が確認される前

に再入域することはない。 

（添付資料 5.1.5） 

 

 

6. 原子炉隔離時冷却系による注水について 

原子炉隔離時冷却系（以下「ＲＣＩＣ」という。）の設計と

して，作動には約 1.04MPa[gage]以上の原子炉圧力を必要とし

ており，停止時の原子炉の初期圧力は大気圧程度まで低下して

いるため，評価においてＲＣＩＣによる注水に期待していな

い。ただし，有効性評価で想定しているような原子炉未開放状

態において事象進展とともに原子炉の圧力が上昇し，ＲＣＩＣ

による注水が可能となることが考えられる。なお，ＲＣＩＣの

点検の準備として弁の電源等に隔離操作を実施していること

も考えられるが，これらの事故時にＲＣＩＣでの注水を必要と

した際は，運転員がただちに復旧を実施することが可能である

ため，ＲＣＩＣの使用の問題とならない。 

 

7. まとめ 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失で想定する原

子炉停止 1日後において，必要な遮蔽を確保できる水位到達ま

での時間余裕は，崩壊熱除去機能喪失時の注水開始までの時間

（2 時間），全交流動力電源喪失時の注水準備完了までの時間

（25分）に対して十分な余裕があることを確認した。 

また，評価条件の不確かさを考慮して原子炉停止 12時間後，

原子炉初期水温 100℃の状態を想定した場合でも，ＰＯＳ－Ａ

に比べて約 1.7時間短くなるものの，放射線の遮蔽に必要な水

位は維持される。 

 

 

 

全交流動力電源喪失により現場の照明設備が消灯することも考

えられるが，現場作業員はヘッドライト等のバッテリー式の照明

を保有しており，線量が上昇する前（4．より事象発生から最短

約 2.7時間）の退避が十分可能である。 

なお，作業者の避難が必要な場合は，避難指示及び立ち入り制

限が実施されるため，作業者は緊急作業を除き現場の安全性が確

認される前に再入域することはない。 

復旧に際しては放射線汚染等を確認し，現場の安全性が確認さ

れた後実施する。 

 

６.原子炉隔離時冷却系による注水について 

原子炉隔離時冷却系の設計として，作動には 0.74MPa[gage]以

上の原子炉圧力を必要としており，原子炉停止時の初期圧力は大

気圧程度まで低下しているため，評価において原子炉隔離時冷却

系による注水に期待していない。ただし，有効性評価で想定して

いるような原子炉未開放状態において事象進展とともに原子炉

の圧力が上昇し，原子炉隔離時冷却系による注水が可能となるこ

とが考えられる。なお，原子炉隔離時冷却系の点検の準備として

弁の電源等に隔離操作（アイソレーション）を実施していること

も考えられるが，これらの事故時に原子炉隔離時冷却系での注水

を必要とした際は運転員がただちに復旧を実施することが可能

であるため，原子炉隔離時冷却系の使用の問題とならない。 

 

７.まとめ 

 崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時で想定する原

子炉停止１日後において，必要な遮蔽を確保できる水位を下回る

ことはない。 

  

 

また，評価条件の不確かさを考慮して原子炉停止 12 時間後，原

子炉初期水温 100℃の状態を想定した場合でも，４．で評価した

必要な遮蔽を確保できる水位到達までの時間余裕である約 2.7時

間に比べ十分時間がある。さらに，これらの時間余裕は「添付資

料 5.1.1 ２．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 
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・設備設計の相違 
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抑制効果を考慮した計算」のとおり，原子炉圧力上昇による原子

炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮することでさらに長くなる。 

以上より，運転員及び作業員が現場にいる間，放射線の遮蔽は

維持される。 

 

を考慮した計算」のとおり，原子炉圧力上昇による原子炉冷却材

蒸発の抑制効果を考慮することでさらに長くなる。 

 以上より，運転員及び作業員が現場にいる間，放射線の遮蔽は

維持される。 
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添付資料 5.1.9 

 

7日間における燃料の対応について 

（運転停止中 崩壊熱除去機能喪失） 

 

保守的に全ての設備が，事象発生直後から 7日間燃料を消費す

るものとして評価する。 

 

添付資料 5.1.8 

 

７日間における燃料の対応について 

（運転停止中（崩壊熱除去機能喪失）） 

 

保守的にすべての設備が，事象発生直後から７日間燃料を消費

するものとして評価する。 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，緊急

時対策所用発電機用の

燃料タンクを有してい

る。また，モニタリン

グポストは非常用交流

電源設備又は常設代替

交流電源設備による電

源供給が可能である。 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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